
- 1 - 

平成26年３月12日 

◎梶原委員長 それでは、ただいまから本日の総務委員会を開会いたします。 

（10時０分開会） 

〈文化財課〉 

◎梶原委員長 それでは、まず文化財課の説明を求めます。 

◎彼末文化財課長 文化財課です。よろしくお願いします。 

 平成26年度当初予算案及び25年度補正予算案について御説明します。 

 お手元の資料№２の議案説明書（当初予算）の627ページをお願いします。26年度当初

予算の歳入でございます。主なものについて御説明します。 

 中ほどの国庫補助金ですが、これは文化財の保存整備や調査等の事業に対しての文化庁

からの補助金でございます。高知城北郭及び内堀跡西側地区の史跡保存整備に要する事業

を開始することにより、1,900万円程度の増となっております。 

 一番下の受託事業収入ですが、これは国直轄の公共事業等に伴って必要な埋蔵文化財の

発掘調査を国土交通省から受託することに伴うものでございます。高知南国道路等で発掘

した出土品の整理作業を行うこととしております。 

 629ページをお願いします。 

 次に、歳出ですが、目５の文化財費でございます。先ほどお話ししましたが、高知城北

郭及び内堀跡西側地区の史跡保存整備に要する事業を開始することにより、約2,800万

円、率にしますと6.7％の増となっております。 

 それでは、主なものについて右の説明欄に沿って御説明いたします。 

 １の高知城保存管理費は、公園としての高知城の管理運営や国指定の史跡並びに重要文

化財として適切に保存整備を行っていくための経費でございます。 

 まず、高知公園管理運営委託料は、高知城を含む高知公園全体の管理運営業務を指定管

理者を指定して行うための委託料です。指定管理者は、25年度から29年度までの５年間、

入交グループ高知公園管理組合を指定しております。 

 次の高知城保存整備等事業委託料と高知城保存整備工事請負費ですが、高知城北郭及び

内堀跡西側地区の史跡保存整備を平成26、７年度の２カ年をかけて実施いたします。史跡

を保護し、城跡のイメージを感じる公園として親しみやすい場所に整備する方向で検討し

ております。また、平成24年度から４カ年で追手門の北側の石垣の解体修理工事を実施い

たしますほか、黒鉄門及び懐徳館建具修繕工事等を計画しております。 

 ２の文化財管理調査事業費は、文化財の新たな指定や解除、これまでに指定されており

ます文化財を保護活用するための調査や、市町村保存団体等に対する助成に要する経費で

ございます。 

 次の630ページをお願いします。 
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 ２行目にあります調査委託料は、毎年継続して行っております特別天然記念物のニホン

カモシカの生息状況や生息環境などについての調査に要する経費でございます。 

 黒鉄門石垣保存工事請負費は、専門家によります検討委員会の中で耐震性に課題がある

とされた高知城の黒鉄門につきまして、応急対策の保全工事を行うための経費でございま

す。 

 ２つ下、５行目の文化財保存事業費補助金は、国、県の指定文化財であります建物など

の保存修理や地域の民俗芸能などの活動を支援するために補助を行うものです。 

 続きまして、３の埋蔵文化財発掘調査事業費は、国土交通省から委託を受けて行います

国直轄の公共事業等に伴って必要な埋蔵文化財の発掘調査や、今後発掘調査が見込まれる

箇所の試掘調査、また埋蔵文化財包蔵地の管理等に要する経費です。 

 ２行目にあります調査委託料ですが、これは国から委託を受けた発掘調査業務を公益財

団法人高知県文化財団に委託して行うものでございます。26年度は東部自動車道、高知西

バイパスに関連する調査結果の整理や取りまとめ作業を行うこととしております。 

 ３行目の遺跡情報公開システム運用保守委託料は、平成25年度に緊急雇用創出特例基金

事業を活用しまして、埋蔵文化財包蔵地などの埋蔵文化財関連情報を公開するシステムを

開発しておりますが、平成26年度から公開することとしておりますので、この運用保守に

係る委託料でございます。 

 ４の埋蔵文化財センター管理運営費は、県立の埋蔵文化財センターの管理運営などを行

うものでございます。 

 １行目の管理運営委託料は、県立埋蔵文化財センターの管理運営につきまして、公益財

団法人高知県文化財団を指定管理者として行い、これまでに発掘した埋蔵文化財の保存や

展示、また児童生徒を対象とした考古学教室の開催など、埋蔵文化財に関する広報、普及

活動を行うものでございます。 

 次のページの631ページでございます。 

 ５の土地取得事業特別会計繰出金でございますが、これは平成19年度に特別会計で史跡

用地、高知城西堀史跡を県債を財源として取得しましたが、これの26年度の償還費の財源

のうち、一般財源分につきまして特別会計に繰り出しするものでございます。 

 以上が一般会計でございます。 

 続きまして、土地取得事業特別会計でございまして、755ページをお願いします。 

 土地取得事業特別会計につきまして御説明いたします。 

 史跡等用地取得事業費ですが、これは平成15年度に借り入れをしました県債の26年度分

の元利償還金でございます。平成19年度に、高知城西側の民有地を史跡高知城跡の一部と

するための史跡用地として国庫補助の採択を受けて購入しましたが、この際の補助の条件

に沿いまして、県債を財源に用地を先行取得し、毎年度、国庫補助金と補助残に対する一
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般会計からの繰入金とをあわせて償還を行っているものでございます。 

 続きまして、25年度補正予算でございます。 

 お手元の資料№６の議案説明書（補正予算）の320ページをお願いします。25年度予算

の補正について御説明いたします。 

 １の高知城保存管理費は、追手門東北矢狭間塀石垣改修工事を行っておりますが、施工

範囲の変更等のため、設計段階で減が生じましたことから予算の減額をお願いするもので

す。 

 ２の埋蔵文化財発掘調査事業費ですが、その中の調査委託料は、国土交通省から委託を

受けました国直轄の公共事業等に伴います埋蔵文化財の発掘調査業務を公益財団法人高知

県文化財団に再委託をして行っておりますが、国の予算成立のおくれ等により委託料を減

額するものでございます。 

 保存処理委託料は、西弘小路遺跡から出土しました木製品の保存処理を行っているもの

ですが、入札減により減額するものでございます。 

 次の都道府県派遣職員費負担金は、岡山県から当課に派遣を受けている職員１名の人件

費につきまして、派遣元の岡山県に対し負担金を支払うためのものでございます。 

 ３の埋蔵文化財センター管理運営費でございますが、その中の管理運営委託料は、県立

埋蔵文化財センターの管理運営につきまして公益財団法人高知県文化財団を指定管理者と

して行っているものですが、委託料の入札残や配置職員の人件費の減により、指定管理料

の減額を行うものでございます。 

 321ページの重点分野雇用創造遺跡情報公開システム開発委託料は、埋蔵文化財包蔵地

などの埋蔵文化財関連情報を公開するシステムを開発しているものですが、入札残により

減額を行うものです。 

 322ページをお願いします。繰越明許費でございます。 

 高知城保存管理費は、追手門東北矢狭間塀石垣改修などの工事が計画調整に日時を要し

たため、平成25年度中に完了できず、繰り越しをお願いするものでございます。 

 次に、債務負担行為の変更補正についてでございますが、県立埋蔵文化財センターにつ

きましては、先ほどから申しますように、高知県文化財団を指定管理者として平成25年度

から29年の５年間の期間で管理運営を行っているものですが、本年４月から消費税及び地

方消費税が変更になることなどから、支出予定額の変更をお願いするものでございます。 

 以上で文化財課からの説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を行います。 

◎米田委員 高知城の保存整備で、北郭と西堀のやつで、公園をつくるときの実施設計と

かはどうなっちゅうかというのと、それをつくるに当たって関係者やいろんな保存の会の

方おりましたよね。そういう方から御意見を聞かれているのか。 
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◎彼末文化財課長 一応、関係の地元の町内会の方と話し合いをさせてもらいまして、地

元の方の御意見をいただいております。アスファルトにしてくれるなとか、緑を配してほ

しいであるとか、北郭でありましたら、お城への震災のときの避難路であるとか、そうい

ったところに配慮してほしいというようなお話もいただいておりますので、実施設計段階

ではまた改めて一緒に相談もさせていただきますということで、説明もさせていただいて

おります。 

◎米田委員 そしたら、実施設計はこれからつくっていくということですかね。 

◎彼末文化財課長 26年度になっております。 

◎米田委員 はい、わかりました。 

◎西森（潮）委員 ちょっとお聞きしたいんですけど、四国八十八ヶ所霊場の世界遺産だ

ということで、窓口は政策企画課だと思うけど、具体的には文化財課のほうで調査をされ

てるということで、何を、どういう調査をするわけですか。 

◎彼末文化財課長 26年度につきましては、お寺と遍路道につきまして調査をするという

ことになっておりますけれども、その範囲の測量でございますとか、お寺でありましたら

文化財がどんなものがあるかといった調査をすることとしております。 

それを報告書にまとめまして、文化庁のほうに史跡指定でありますとかといったことで

世界遺産に向けての保存を確固としたものにしていくというような取り組みを進めてまい

ることとしております。 

◎西森（潮）委員 それは建物、その中の仏像だとか、全部。 

◎彼末文化財課長 文化財は建物でもありますし、中の貴重な仏像とか書物であるとか、

そういったものも含めてですね、全部調査するということになります。 

◎西森（潮）委員 何カ所ぐらいか。 

◎彼末文化財課長 26年度につきましては、２カ寺を予定しております。 

◎岡本委員 １点お聞きしたいんですけど、ニホンカモシカの調査を行われてるというこ

とで、個体数の変化ですよね、安定してるのか、それともどうなってるのかをまず教えて

いただけます。 

◎彼末文化財課長 毎年調査、追跡調査をしております。推計ではございますけれども、

一定、若干減りぎみではないかというようなことでございます。さらには、分布がだんだ

んと広がっているんではないかというような調査結果をいただいております。 

◎岡本委員 そこで気になるのが、野生鳥獣の獣害になっております鹿ですけれども、こ

のわなが結構広範にしかけられるようになって、このニホンカモシカへの影響が心配され

るんですけれども、間違ってそういうもんに捕獲されたというような事例はあるんです

か。 

◎彼末文化財課長 ニホンジカが食害を起こすような状況があって、ニホンカモシカに影
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響しているというようなこともありまして、一緒に連携して情報交換しながら、捕獲して

くださいというようなお願いもしているわけでございます。その中で、くくりわなという

ようなことで、去年の秋ぐらいから配付して対策をとっていただいてるんですけれども、

今その中で、ニホンカモシカがそれに捕まったというような情報はまだいただいてはおり

ません。 

◎中澤教育長 補足なんですけども、ニホンジカの繁殖によってニホンカモシカが追いや

られるような形になって、広がっていると言っていましたけども、生息域が変わってきて

おると。そういう状況があるということ。その上で、ニホンジカを捉まえるためのわなを

仕掛けてますが、ニホンカモシカはどうやらそこにはいなくても、追いやられておるから

ひっかかってないのではないかというふうに想定をしてます、想像してます。 

◎岡本委員 間違って捕獲されるということはないという判断で、それはちょっとそのあ

たり気になったもんですから。 

◎中澤教育長 それはあるかもしれませんけれども、生息域が分かれてますので、少しは

そういう心配はしながらも、一定の違いはあるんじゃないかなと思ってますけど。 

◎岡本委員 わかりました。 

◎坂本（茂）委員 米田議員の質問の関連ですが、先ほど言われたいわゆる実施設計は今

回の予算に中に入ってるわけですよね。加えて、整備工事費も予算に入ってて、整備工事

の関係が一応６月からいうことで予算見積もりの中ではなってますけども、新年度で実施

設計を組んで、それでそれに基づく整備工事がこの６月からやれるというような、６月じ

ゃない、ごめんなさい、８月か。その期間がタイトなことはないがですか。さっき言われ

るように、いろいろ実施設計を組むに当たって、地域住民の意見とか、そういうことを踏

まえて組んで、さらにはそれに基づいて整備工事の発注をして入札、さらには工事という

が、そこのタイトな部分を私ちょっと日程的に感じるんですけど、それは心配ないです

か。 

◎彼末文化財課長 順調にいきましたら、その予定ではいくんですけれども、いろいろ要

望がございまして調整があるとかいうことになりましたら、ちょっと後ろへずれることは

あるかと思います。その辺につきましても、その予算の補助をいただいている文化庁なり

に御相談しながらやっていくということになってくると思います。期間は２カ年を予定し

ておりますので、その中で調整できていくかとは思います。 

◎梶原委員長 よろしいですか。 

 以上で質疑を終わります。 

〈スポーツ健康教育課〉 

◎梶原委員長 次に、スポーツ健康教育課の説明を求めます。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 スポーツ健康教育課でございます。よろしくお願いいたし
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ます。 

 初めに、平成26年度当初予算につきまして、主要なものを中心に御説明をさせていただ

きます。 

 歳入についてでございます。資料番号、先ほどの②当初予算の説明書の632ページでご

ざいます。 

 ９の国庫支出金、２国庫補助金のうち、３児童生徒支援費補助金は、県立中学校及び特

別支援学校の要保護児童生徒の医療扶助に係る補助金及びスクールヘルスリーダー派遣事

業に係る補助金でございます。 

 （11）体育スポーツ費補助金は、平成26年度全国中学校体育大会高知県実行委員会の運

営に係る補助金及び武道館の耐震補強工事に伴う設計委託料に係る交付金でございます。 

 次の３委託金でございますが、（２）児童生徒支援費委託金は、スーパー食育スクール

事業、性に関する指導普及推進事業及び学校保健課題解決支援事業の委託金でございま

す。 

 また、（７）体育スポーツ費委託金は、地域を活用した学校丸ごと子どもの体力向上推

進事業、体育実技指導力向上事業及び運動部活動指導の工夫改善支援事業の委託金でござ

います。 

 14の諸収入でございます。これは、県民スポーツフェスティバルに係る独立行政法人日

本スポーツ振興センターからのスポーツ振興くじ助成金及び県立学校体育施設開放事業に

伴い、利用者から徴収いたします光熱水費の収入でございます。 

 632ページの下から633ページにかけまして、15の県債でございます。 

 これは、スポーツ施設改修事業費に充当するものでございます。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 634ページをお開き願いたいと思います。 

 初めに、２の児童費、１の児童生徒支援費でございます。 

 右の説明欄をごらんいただきたいと思います。 

 １学校給食推進費は、学校給食の運営、普及、充実と食育に関するものでございます。 

 まず、健康診断委託料は、県立学校の給食従事者に対する健康診断委託料です。 

 衛生管理研修会実施委託料は、公益財団法人高知県学校給食会に委託し、衛生管理研修

会を開催するものです。 

 次のスーパー食育スクール事業委託料は、食育を効果的に進めるために、学校が大学、

企業、行政機関、生産者等と連携してネットワークをつくり、食育の評価方法等に関する

モデルを構築するために、市町村教育委員会に委託をするものでございます。 

 １つ飛ばしまして、定時制高等学校夜食費補助金は、高知商業高等学校定時制の勤労学

生の学校給食に要する経費の一部を補助するものです。 
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 次の全国学校給食研究協議大会実行委員会補助金は、平成27年度に高知県で開催されま

す全国学校給食研究協議大会の開催に要する経費に対して、全国学校給食研究協議大会実

行委員会に補助するものでございます。 

 事務費の主なものは、県立夜間定時制高等学校の勤労学生の学校給食に要する経費や栄

養教諭等の研修経費などでございます。 

 ２の学校保健推進費は、学校保健の充実と児童生徒の健康管理に関するものです。 

 健康診断委託料は、県立学校の児童生徒の健康診断委託料です。 

 635ページをお願いいたします。 

 １つ飛ばしまして、医療扶助費は、県立中学校及び特別支援学校の要保護等の児童生徒

が虫歯等の学校病にかかった場合の医療費を補助するものでございます。 

 事務費の主なものは、学校三師といいますが、学校医、学校歯科医、学校薬剤師の報償

費及び養護教諭等の研修経費などです。 

 ５スポーツ費でございます。１体育スポーツ費ですが、右の説明欄をごらんください。 

 １の学校体育推進費は、子供の体格、体力、運動能力の実態調査を実施し、その結果を

学校体育活動に活用したり遊びや運動の機会をふやしたりすることにより、体力、運動能

力の向上を図ろうとするものでございます。また、教員の指導力向上を図るために研修会

などへの派遣や運動部活動の指導に地域の指導者を活用いたしまして運動部活動の活性化

を図るものです。 

 １つ目の大会運営委託料は、中学校、高等学校、定時制、通信制の県大会における運営

を競技団体に委託するものでございます。 

 ２つ飛ばしまして、平成26年度全国中学校体育大会対策費補助金は、８月に四国４県で

開催される全国中学校体育大会の開催に要する経費に対して、平成26年度全国中学校体育

大会高知県実行委員会に対し補助するものでございます。 

 事務費の主なものは、各種体育大会に生徒を引率するための旅費及び地域におけるスポ

ーツ指導者や夢先生を各学校に派遣する経費などでございます。 

 ２の生涯スポーツ振興事業費は、県民一人一人のライフステージに応じた、いつでもど

こでもスポーツを楽しむことのできる生涯スポーツ社会の実現に向け、幅広い指導力を有

する指導者を育成するなど、スポーツを通して地域の活性化と日本一の健康長寿県づくり

に取り組むものです。 

 ２つ目のスポーツ施設管理運営委託料でございますが、これは、県民体育館と武道館及

び新弓道場の管理運営を指定管理者であります公益財団法人高知県スポーツ振興財団へ委

託するものでございます。 

 636ページをお願いいたします。 

 スポーツ施設等情報システム保守委託料は、県立のスポーツ施設の利用許可等の管理、
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施設の紹介、予約システム等に使用するシステムの保守管理を委託するものです。 

 次の整備保守等委託料は、武道館の空調設備の保守を委託するもの、及び平成26年度全

国中学校体育大会開催のため、春野総合運動公園球技場の整備等を委託するものでござい

ます。 

 １つ飛ばしまして、スポーツ少年団育成事業費補助金は、県内のスポーツ少年団総合交

流大会などのスポーツ少年団活動の活性化と組織の整備強化に要する経費に対して公益財

団法人高知県体育協会に補助するものです。 

 次の高知龍馬マラソン開催費補助金は、高知龍馬マラソンの開催に要する経費を高知龍

馬マラソン実行委員会に補助するものです。 

 事務費の主なものは、県立学校開放事業における光熱水費及びスポーツ指導者講習会の

開催経費などです。 

 ３のスポーツ施設改修事業費は、南海トラフ地震に備え、武道館の耐震補強工事に係る

設計を実施するものでございます。 

 次の４の競技力向上総合対策事業費は、競技力を向上させるために選手及び指導者の育

成強化、組織の充実に要する経費です。 

 まず、メディカルチェック検査等委託料は、国体選手や強化指定選手等を対象としたメ

ディカルチェック検査の委託料です。 

 競技用施設保守点検委託料は、春野総合運動公園に設置しております山岳競技用人工壁

の保守点検委託料です。 

 次の県有馬匹管理等委託料は、幡多農業高等学校で管理しております馬術競技用馬匹の

装蹄及び予防注射等の経費です。 

 １つ飛ばしまして、競技力向上総合対策事業費補助金は、公益財団法人高知県体育協会

や高知県中学校体育連盟に加盟の各競技団体が実施します強化練習や合宿、遠征事業など

に要する経費や、中央からすぐれた指導者を招聘し、高度な技術、戦術の指導・助言を得

るための経費に対する補助でございます。 

 高知県体育協会運営費補助金は、公益財団法人高知県体育協会の運営費の一部に補助す

るものでございます。 

 637ページをお願いいたします。 

 ５の国民体育大会費の国民体育大会派遣費補助金は、国民体育大会へ出場する選手の派

遣経費を公益財団法人高知県体育協会に補助するものです。 

 また、国体競技施設整備事業費補助金は、よさこい高知国体で建設されました高知市の

くろしおアリーナの施設整備に係る地方債償還金に対して補助するものでございます。 

 次の国民体育大会四国ブロック大会開催補助金は、平成26年度に高知県で開催されます

国民体育大会四国ブロック大会の開催に要する経費に対し、公益財団法人高知県体育協会
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に補助するものでございます。 

 以上、スポーツ健康教育課の平成26年度当初予算は６億2,507万円で、対前年度比は

103.2％となっております。 

 続きまして、25年度補正予算について御説明をいたします。 

 資料番号の④補正予算の説明書の323ページでございます。 

 初めに、歳入について御説明をさせていただきます。 

 ９の国庫支出金、３委託金は、学校給食モニタリング事業委託料が、委託県が限定さ

れ、高知県が採択されなかったこと、また、運動部活動地域連携再構築事業委託金などの

内示額の減によるものでございます。 

 324ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、総額で2,221万6,000円の減額補正となっております。 

 まず、２児童費、１児童生徒支援費で、右の説明欄をごらんいただきたいと思います

が、１学校給食推進費の減額分は、先ほど説明をいたしました放射性物質測定委託料は、

委託県が限定をされまして、高知県が採択されなかったためでございます。 

 事務費の主なものは、県立夜間定時制高等学校賄い材料費が見込みを下回ったものでご

ざいます。 

 次の２学校保健推進費の減額は、児童生徒の健康診断委託料の減額や、国の内示額が予

算を下回ったことなどによるものでございます。 

 次の５スポーツ費、１体育スポーツ費、右の説明欄にあります１学校体育推進費でござ

いますが、これは学校体育大会の四国ブロック大会や全国大会への出場校数の減に伴いま

して旅費が減となったもの及び国庫委託事業の内示額が予算を下回ったためでございま

す。 

 次の２新弓道場整備事業費の減額でございますが、これは家屋事後調査の入札残、案内

板設置の入札残などによるものでございます。 

 事務費につきましては土地造成工事に伴う損失補償金が見込みを下回ったものでござい

ます。 

 325ページをお願いいたします。 

 ３国民体育大会費の国民体育大会派遣費補助金は、本大会の協議結果により宿泊数が減

ったため減額するものでございます。 

 補正予算に関する説明は以上でございます。 

 続きまして、条例その他の議案を御説明いたしたいと思います。 

 資料№⑤議案書の180ページ、そして、⑥の議案説明書の18ページをお開きください。 

 あわせまして、総務委員会資料でございます。スポーツ健康教育課のインデックスを張

っておりますところをあけていただきたいと思います。 
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 高知県立県民体育館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案及び高知県

立武道館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案の２議案でございます。 

 これにつきましては、昨日、生涯学習課のほうから説明があったものと同様で、現在の

利用料金、使用料金につきましては、内税方式で定めておりますけども、それを外税方式

に規定を改めるものでございます。 

 この他条例との整合性を図るための改正もあわせて行っております。 

 以上でスポーツ健康教育課の説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

◎梶原委員長 質疑を行います。 

◎坂本（茂）委員 全国学校給食研究協議大会が27年に開催されるということなんですけ

ども、高知県は学校給食の実施率が低いとかいうことも指摘されている中で、この大会を

高知で開催する以上は何か目標みたいなものを持って臨もうとされてるのかどうかという

ことと。 

 もう一つ、このスーパー食育スクール事業が、あわせて新規事業であるわけですけど、

これが関連もしてくるのかどうか、その辺についてお聞かせいただきたいのと。 

 もう一つ、新弓道場の日常的な稼働状況がどういうふうになっているか、教えてくださ

い。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 まず、学校給食の研究協議大会でございますけども、２年

後の開催に向けまして、今回実行委員会を設置することになっております。そのための経

費でございますけども、そこでは各分科会がございまして、学校、家庭、地域の連携でご

ざいますとか食に関する指導でございますとか、学校給食の安全のあり方等について協議

をされるところでございまして、先ほど委員がおっしゃられましたスーパー食育スクール

に関しましては、本年、高知県が手を挙げておりまして、採択されますと、そちらのほう

でその分科会等でのテーマになろうかと考えておるところでございます。 

 それで、両方とも食育の推進をするためのものでございまして、その食育を推進するた

めには、学校給食の実施というのが非常に大きなものとなっておりますので、委員がおっ

しゃられます学校給食の設置率向上に向けた一つの動きになろうかと考えておるところで

ございます。 

 それと、もう一つの弓道場の利用につきましてですけども、月当たり1,000名を超した

利用がございます。10月にはねんりんピックがございましたので、4,000人弱というとこ

ろでございますけども、稼働率は非常に上がっております。 

 一方、その武道館の弓道場の稼働を見ておりますと、新弓道場が７月にオープンをしま

したときに、約100名、150名ぐらいのダウンになっておりますけども、その分、新弓道場

のほうへ行ってるということと、なおかつ新しい利用者がふえてるというところで理解を
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しておるところでございます。 

◎坂本（茂）委員 学校給食の関係は、県としてもそういう方向性がありながら、もう一

つはやっぱり食の安全・安心ということを含めたこと、さらには高知の地産地消の食材利

用というようなことなど、高知的には結構アピールできる課題もあろうかと思いますん

で、そういったことが全国でも認知されるような、そういう取り組みにつながるようにぜ

ひ頑張っていただきたいなということと。 

 そのさっき言われた月1,000名程度の利活用というのは、それは言えばねんりんピック

が終わって、平時というか、平常の利用状況がそういう状況で、それは当初見込んじょっ

た数字との関係でいうとどういう状況ですか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 まず、最初の食に関しましてですが、安全・安心につきま

して、もちろん推進させていただきます。あと、地産地消のことに関しましては、地産地

消率は全国的に非常に高い位置におります。また、現在、地産地消に関してネットワーク

づくりを、県のネットワークを組んでおりますので、生産者と実施者等がどのような流通

ができるかということを進めておりますし、特色のあるものを学校給食のほうに利用して

いこうという動きで進めておるところでございます。 

 弓道場の稼働率につきましては、具体的に申しますと、７月1,432名、８月1,338名とい

うように、平均にこのように動いております。直近の１月、２月は、1,073名、２月は

800名というところなんですけども、当初の稼働率、人数についての資料を今待ち合わせ

ておりませんけども、旧の弓道場を使っていた学生とか社会人の方が移るとともに、新し

い方々の利用、また弓道だけではございませんので、ほかにいろんな面で会議室等も充実

をしておりますんで、その分ふえるというところでは見込みどおりと思っております。 

◎桑名委員 関連で。給食ですけど、全国大会やるのもいいでしょうが、やはり実施率が

最低というのもたまらないし、100％に向けて頑張ってもらいたいと思います。 

 先般、本会議で西内隆純委員が質問をしました。その前は米田委員、私が予算委員会で

したときは教育長は財政的に処置も考えようということでしたが、今回は答弁にあったよ

うに県に頼らなくてもつくってるところがあるから、それは公平性から見たらという返事

がありましたが、それも理解できるしそのとおりだと思います。 

 ただ、高知市なんかも金がないからつくらないということで前に進まないというのは、

これは本当に残念でならないんですね。今、体力とか学力ということをする前に、教育行

政の一番大切なことというのは、どの子供たちも同じスタートラインに立たせるというこ

とを考えないと、それは裕福な子供たちだけがどんどん伸びていきますよ、食べるものも

あれば教育費もあれば。そのスタートラインにどう立たすかというのが我々政治が考えな

くちゃいけないと思うし、皆さん方も考えなくちゃいけないと思うんですね。 

 私も前質問するときに、中学校へ行って聞いたら、やはり何人かの子がお昼になったら
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弁当開いてる子がいりゃあ、教科書を開いて我慢してる子がいたり、水を飲んだり、外に

行くって、それはぐれますよね。この子供たちに罪がないわけですからね。だから、そこ

のところをもう高知市も、前、松尾さんが給食化すると言って立候補したのに、当選した

のにそれを果たせなかった。これは高知市のことなんですけども、全体の子供たちを考え

れば、県も言うことができると思うんですが、何が本当に弊害になってるのか、ただお金

の問題だけなのか、また先般、米田委員が質問したときに、保護者の皆さんは給食の必要

性を感じてるのに、教員の中に必要性を感じないというところがあることに私は残念とい

うか、憤りを感じてるんですけども、何が高知市が進まない本当の理由なのか、もし教育

長にわかっていればお答えいただきたいと思います。 

◎中澤教育長 まず、全国的な情報を申し上げますと、都道府県がハード整備に対して県

単で上積みをしておるのは大阪府のみでございます。その他の都道府県は、そういうこと

なしに、あの給食の実施率でございます。私も、桑名委員と同じように、今めどが立って

ないのは高知市と須崎市だけです。あとは、計画がありますので、切歯扼腕をしてるとい

うところでございます。 

 例えば大阪府のように、県単独で施設整備に上積みをもしするとしたときに、じゃあ高

知市と須崎市がやりますかといえば、やるということではないんですね。市町村、市の行

政としてそこに至っていないということでございます。その物の見方というのはいろいろ

あろうかと思いますけれども、私が見ておるに、お金がないと言いますが、お金がないの

はどこも同じだと思ってます。行政需要というのはあまたあって、お金が足りない、その

中で、政策の優先順位だと思っています。そのときに、なぜそこにならない。現場ではい

ろいろ声もあろうかと思います。給食の準備すればその給食の時間慌ただしくなります

し、それから例えばアレルギーの問題だとかいろんな問題があろうかと思いますけれど

も、私は決断ではないかなと思ってます。 

 学校校舎の耐震化も、高知市と須崎市が進んでおりません。いつも何とか県でできない

かというお話いただきます。何とかしたいと思ってます。しかし、お金は出さないで市町

村に対してやりましょうやという話は、働きかけしたがために、あと２つだけになっと

る。ほかはやってきておると、やるようになってきたと私は思っております。そういう働

きかけは今後もしていきますが、どうしてやらないかというはっきりした返事がありませ

ん。いつもお金、多分教育委員会サイドからすれば、お金の問題だというふうに教育委員

会サイドは思っとるかもしれん、高知市も須崎市も。でも、判断するのは首長です。私は

そこに何か、まあいわば、私からいえば努力が足りないと思ってます。そこに県単を上積

みするのはおかしいと。だから、口で何とか言って、やりましょうという話をしていきた

いと思ってます。 

◎桑名委員 まさしくそのとおりですよね。優先順位の問題だと思うんですけども、お金
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の問題は確かにほかのところも苦しい中でやっているんでね。それはもう公平性の問題か

らいったら県もできないのはわかるんですが、やっぱり教育として何をしなくちゃいけな

いのかというのは、私なんかも市議会議員の皆さんにも言っていってますし、それでもな

かなか質問には取り上げてくれないのが現状なんですけどね。 

 ぜひ、本当に今でも、これからお昼迎えるに当たって、そんな子が一人でもこの高知県

にいるというのも、思うだけで僕はつらいですね。お昼御飯をみんなと一緒に食べれない

と、お弁当あけたら、片やハートのマークの入ったお弁当あけてる子がいりゃあ、逆に梅

干しと御飯だけの子供がいるということを思うだけでもつらいんで、そこはまた教育の問

題として、どうするんだと、この給食の問題をというのをまた県市連携の中でも取り上げ

ていっていただきたいというふうに思います。 

 それと次、変わりますけども、龍馬マラソンでございます。 

 私も今回走らせていただきまして、本当にスタートからゴールまで行きましたが、すば

らしい運営であったし、5,000人も走ればいろんな問題もあったと思いますけども、私が

走っている上においては気持ちよく皆スタートができ、気持ちよくゴールができたと思い

ます。これは教育委員会の皆さん方が走り回ってやっている姿も見ましたし、また各拠点

拠点にボランティアの県の職員、また地域の方々が出てきて、すばらしいもんですね。 

 教育的にもよかったのかなと思うのは、各少年のスポーツ団の子供たちもちゃんとユニ

ホームを着て、野球がいたり剣道がいたりサッカーがいたり、地域地域で応援してる。中

学校の前でも、皆がずらっと並んで応援してる。三里中ですかね、海辺へ行ったらブラス

バンドの皆さんが何時間も演奏してくれてるということで、ぜひあれは進めていっていた

だきたいと思うし、高知県も誇りに思っていただければいいと思うんですが、ただ今回の

予算見ると、前回と同じ2,000万円なんですが、知事は１万人規模にしたいという思いが

あって、当然5,000人から１万人というのは一気には行けないと思うんですが、今後、ど

んな形でこの大会というものを充実というか、拡充していくつもりなのか、スケジュール

的なものとか、おおよそわかっていれば教えてください。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 予算につきましてですが、第１回と第２回目を比較します

と、特に変わったのが人数が増になったおかげで参加料の増が見込めました。広告の協賛

企業でございますけども、こちらのほうもふえまして、参加料とその協賛金、それと今回

の規模からしますと、かなりきっちりやれたというところでございます。これから人数が

多くなるというところになりますと、係る経費、余り大きくならないところであります。

警備もこれ以上余りふえないし、コーンの数がふえるわけではありません。若干人数がふ

えるに当たりましてその計数倍のトイレの数だとか、あろうとしましても、この参加料等

ではいけるんじゃないだろうかと。ただし、個々協賛金がずっと続くとも限りません。今

回お願いしに回ったところで、何年続いていくのかという声をやはり聞きましたので、い
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ただくためには、この龍馬マラソンがどんどんこのような成長をして、例えば宣伝効果も

持つ大きな大会ということを認めていただければ、いろんな名乗りも出てくると思いま

す。お金だけではなくて、物品の提供もかなりことしはありました。第３回目に向けてや

りたいという企業さんもございますので、そちらのほうの動きもキャッチをしていきたい

と考えておるところでございます。 

◎桑名委員 これ全体の運営費というのはどれぐらいかかりよるんです。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 １億円でございます。 

◎桑名委員 １億円ね、はい。それと、大会の中で、去年は東京マラソンと重なったです

よね。ことしは、たしか徳島のフルマラソンと重なってると思うんですけども、全国のフ

ルマラソンというのはいろいろやってると思うんですけども、日程調整ですかね、徳島の

人も当然高知に来れると思うんですけども、徳島だったらそれは徳島で出るんでしょう。

そういったものは事前にはわからないもんなんでしょうかね。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 昨年度、東京マラソンと合致しまして、今回、いろいろな

構想等の関係もございまして、１週間前にしたということがございます。徳島につきまし

ては、海部川マラソンが一緒になっておりましたけども、徳島のメーンのフルマラソンは

４月でございます。あと、四国のバランスを見てみますと、２月の初旬には香川の丸亀の

ハーフマラソンがございます。そして、その１週間後には愛媛のマラソンがあります。そ

して、今回の第３週で高知龍馬マラソンがいくとするならば、順番にいっていくというよ

うなところで、四国内ではある程度事務局のほうでいつごろ開催だよというところは情報

交換しゆところでございます。丸亀は固定をしております。愛媛、高知等につきましては

様子を見ていくというような感じがあります。 

 あと、全国を見てみますと、京都マラソン、熊本城マラソン、那覇マラソン、泉州の国

際マラソンといろんなものが競合しておりますけども、何とか来ていただくような努力を

して、その人数もそれを考えながらやっていきたいと、動向も注視、注目しながらやって

いっております。 

◎桑名委員 はい、わかりました。 

◎中澤教育長 ちょっと補足です。東京マラソンは、中央の放送局が、ことしは何々系

列、次の年は何々系列という形で放送してます。日本テレビが当たったときは、ＲＫＣ高

知放送が東京マラソンの放映をしなければなりません。ということは、東京マラソンとそ

のとき重なっておれば、高知龍馬マラソンの放映ができなくなります。そうなると、スポ

ンサーの問題がありまして、そこな調整がございまして、ことしはＲＫＣが東京マラソン

を放送する年でしたので、そうすると龍馬マラソンの放送ができませんので、東京マラソ

ンとは違えたという作業をしております。 

 全国的に、あの時期、非常に今盛んですのであちこちとはいっぱいバッティングしてま
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すが、東京マラソンとの関係は、スポンサーから協賛金をいただくためにもテレビでゼッ

ケンが映るような形をどうしてもつくっていかなければならないということで、その調整

をしております。 

◎桑名委員 わかりました。 

 ぜひ、いろんな問題あると思いますけども、これを全国に誇れる大会にしてもらいたい

と思いますし、また私も今回走るにおいて、準備するんですけども、この時期になると本

当に、私と同じにわかランナーが１カ月前ぐらいからたくさん走ってるんですよね。これ

も健康の増進にもなるし、これをきっかけにマラソンとか健康スポーツを取り組むという

人たちも私もよく知ってますので、ぜひこれを定着させていただきたいというふうに思い

ます。 

◎西森（潮）委員 高知県は、御承知のとおり、気候条件というのは東日本なんかといく

と、冬場でもほとんどのスポーツができるというか、そういう優位性があるんで、スポー

ツのキャンプとか、知事も今回の議会答弁で言うたけど、こういうことは県勢浮揚するこ

とだと。もう一つ、野球関係者の話で、プロ野球を高知へ、例えば誘致するとしたらね、

観客数、客席が少ない。もう一つ新しい球場が欲しいと。プロ野球のキャンプなんかに来

てくれてる人も異口同音にそう言ってますよね。スポーツ健康教育課では、新しい球場を

つくるとかいうようなことは考えてませんか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 大規模な球場等はそこに至っておりませんけども、スポー

ツツーリズムを進めていく上で、現在県庁内で観光振興部のほうが音頭をとりましてプロ

ジェクトチームをつくっております。その中には、施設の土木関係もおりまして、あとス

ポーツのほうの私も入っておりまして、直近ではワールドカップとか、年中ではプロ野球

のキャンプでありますとか、ほかでは大学の合宿でありますとかいうキャンプの誘致のプ

ロモーションも含めまして、協議をしているところでございますが、設備等につきまして

は、中の整備を整えていくという声は出ておりますけども、若干大きな話はまだ我々のほ

うではちょっと出ておりません。 

◎西森（潮）委員 それはぜひね、やってね、韓国も今年はまた独立リーグも新たにでき

て、高知キャンプということも視野に入れてくれるということやけど、受け入れるほうが

ちゃんとしてないとできないということも１つ。 

 それともう一つ、ぜひ新しい球場をつくるべきだと、プロ野球のね。愛媛県なんかね、

オールスターゲームまで誘致しゆうじゃないですか。やっぱりそれぐらいのものを、じゃ

ないと客席が少ないとあんなの誘致できないんですよ。ぜひ視野に入れて、課長だけの判

断ではいかんと思うから、けどあんたんところもそういう構想持ってないとできんと思う

からね。 

 それともう一つ、パークゴルフもね、やっぱり高齢化がどんどん進んで、中土佐にはこ
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れは全国に誇れるパークゴルフ場があって、北海道なんかの人はこの冬はいっぱい来てま

すよ。移住した人までいる。それから、週末には友達を呼んだりしてやると。これもどん

どんニーズはふえてるんですが、新しくつくるという考えはないのか。これもぜひやって

ほしいという声がいっぱいあります。 

 それと同時に、今度、春野の多目的のグラウンドを一時サッカーにかなりとられるんで

すよ。今までパークゴルフやってたのが。それでも料金は同じということ。そらあ使える

日数が制約されるのに料金は同じというのは、これはあり得ん話だと思うので、そういう

ことについて課長さんのところへ話が来てるのかどうか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 まず、パークゴルフにつきまして、数年前にパークゴルフ

のところの整備がございました。それで、当課いろいろ調べまして、先ほどのなんか含め

まして、あと西南地域のほうにも北川がありますので、それをまずどのような規模で、ど

んな企画であるかということを調べさせていただきました。それで、それを把握したとこ

ろでとまっておりますけども、次の整備につきましては、まだ新しくというところはまだ

いっておりませんけども、これはまた土木のほうといろいろ相談をしながら、また春野で

ありましたらスポーツ財団管理者がございますので、そういう声を、料金の設定も含めま

して話を入れて検討をさせていただきたいと考えております。 

◎西森（潮）委員 これもね、僕は、ぜひ施設をすれば全国大会なんかもパークなんかで

も、高知は温暖なところやから、ぜひこういうのをして金を稼ぐと、スポーツの分野で

も、という意味でも、やっぱり整理ができてなきゃいかんと。 

 それともう一つ、東高校のウエートリフティングの例のね、重量挙げ、あれせっかく去

年ナショナルチームがキャンプに来てくれたんだけど、床が抜けておって、使えるところ

がごく限られてるという指摘があったけど、それは修理しました。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 私のほうでその修理は聞いておりませんでしたけども、東

高校からはその施設、学校施設の修理、整備等の要望はいろいろ出てきておりまして、こ

としでありましたら、学校安全課のほうに聞いたところでございますけども、テニス場の

整備でありますとか、あわせましてレスリングの等もあります。 

◎沢近学校安全対策課長 学校安全対策課でございます。 

 本年、体育館については全て床の見直しをさせていただきまして、工事がどの時期にな

ったのか、ちょっと手元にございませんけれども、床対策は全てやらせていただく、ある

いは来年度の予算に盛り込まさせていただいております。 

◎西森（潮）委員 見直しをしたということ、やったということ、今から予算化してやる

ということ、今年もキャンプ来てくれるという連絡があってるんだけど。 

◎沢近学校安全対策課長 来年度予算に組んでおりますので。 

◎西森（潮）委員 間に合う。 
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◎沢近学校安全対策課長 はい、早期にやりたいと思っております。 

◎米田委員 635ページの学校体育推進費の事務費に入っちゅうかと思いますけど、外部

指導者の派遣の事業で、予算は去年と比べたらぐっと減っちゅうがやけど、派遣の学校数

をふやすということで、そういうこと実際できるのかという思いがしちゅうわけですが、

そこら辺のことをちょっと教えてもらいたいのと、成果としてはどんなふうに見ておられ

るのか、また保護者や子供たちから見て、どんな反応があっているのか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 外部指導者の派遣につきましては、中学校では34校の

52部、高等学校では21校の32部がございます。中学校の中では日本一になったところもご

ざいますし、かなりこの外部指導者等の活用になっての効果というのは非常にございま

す。ただ、来年度から、特に力を入れてやることは、今まではクラブごとの動きでござい

ました。学校全体として、来年からは外部指導者のあり方をクラブ顧問等で話し合い、当

然、学校のマネジメントの中に入って全体の中で外部指導者がこのように活用されており

ますよというようなことで進めていく仕組みを特に力を入れてます。ことしも進めており

ますけども、そういったことをやっていきたいと思っております。需要は非常にございま

すので、はい。 

◎米田委員 来年度は派遣の校数がふえるんじゃないかと思いますけど、それは十分対応

できる予算になっちゅうということね。半分ばあに落ちちゅうけど。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 はい、校数もふやしております。それに対応するべく予算

でございます。 

◎米田委員 それと、外部派遣の方の、指導者の方の待遇がどうなっちゅうというのと、

それと外部指導者の方も含めて、いわゆるこの間ずっと問題になってきたしごき、体罰問

題についてもやっぱりきちっと、役立ってもらうにしても、その点はちゃんとせんといか

んし、あわせて外部指導者の方の得た経験や体験を学校に返していかんといけませんよ

ね。クラブ活動であらわれたいろんな子供たちのあれがありますから、そこら辺をどんな

ふうに運営されてるのか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 まず、謝金等でございます。 

 具体的に言いますと、中学校につきましては2,650円の25回でございます。高等学校で

ありますと3,000円の15回。これは25回、15回と申しましたけども、大体年間通じてやっ

ていただいてる方が多くございまして、ただ予算の範囲の中で限度額ということをさせて

いただいております。 

 また、２つ目の体罰等につきましては、今年度、外部指導者の方に対して年度当初に講

習会をしました。具体的に、高知大学の矢野先生に来ていただきまして、メンタルのほう

とそのメカニズムというのを教えていただきまして、非常に参加者からの声は大きかった

です。具体的には、もっと早くからやっていただくほうがよかったというところと、我々
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に目を当てていただいたように感じるという声が出ました。 

 ３つ目の今後の外部指導者の活用につきましては、来年度、力入れると申しましたけど

も、これをいい仕組みを県内に広めていくと。現在も、その報告書は配っておりますけど

も、ややもすると配っただけで終わってるような気がしますので、しっかりそれを活用し

て、こういう活用の仕方がいいんですよという話をしながらやっていきたいと思います。 

◎米田委員 はい、わかりました。 

◎岡本委員 県民体育館と武道館の設置及び管理に関する条例をお聞きしたいんですけ

ど、その前段に関連することとして、当初予算の中でスポーツ施設管理運営委託料という

のがありますよね。ここで、この両施設の指定管理の委託料だというふうに説明を聞いた

んですけれども、どんな業者にこの委託をすることになるのか。それを教えてくれます

か。それで間違いないのか。この両施設の指定管理でやるのが。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 現在、26年度まで両施設とも春野にあります高知県のスポ

ーツ振興財団が行っております。27年度につきましては、今年度中に指定管理者の選定の

委員会をやりまして、次に臨もうと考えておるところでございます。 

◎岡本委員 それで、この財団というのは、ちょっと勉強不足なんですけれども、消費税

の納税業者になってますかね。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 はい、なっております。 

◎岡本委員 ということは、納税しなければならないと、消費税増税分はね。そういうこ

とになるんですね。わかりましたけれども、今の県民の状況を考えた場合に、例えばこの

委託料の中に増税分も入れた委託料をするような検討はされませんでしたか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 収入等を見込んでのことでございますで、来年度につきま

しては、５％から８％までのことを勘案しまして予算にしております。 

◎岡本委員 じゃあ、その分が委託料の中に入ってるわけですか。 

◎葛目スポーツ健康教育課長 はい、それを勘案して入っております。 

◎中澤教育長 歳入歳出、いわゆる財源構成の中には消費税相当分がこれこれこういうこ

とになるということになってますが、今、岡本委員の言われるのは、公費でもって消費税

分を補填したらという話ですが、それはそうではなくて、それは利用者から消費税はいた

だくというルールでございますので、そのようにやっております。 

◎梶原委員長 よろしいですかね。 

◎岡本委員 わかりました。もう繰り言になるので。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を終わります。 

〈人権教育課〉 

◎梶原委員長 次に、人権教育課の説明を求めます。 

◎赤間人権教育課長 人権教育課でございます。よろしくお願いいたします。 
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 人権教育課の平成26年度当初予算議案及び25年度補正予算議案について御説明をさせて

いただきます。 

 資料№②当初予算議案説明書の638ページをお願いいたします。 

 まず、歳入について主なものを御説明いたします。 

 国庫支出金の一番右の説明欄にございます教育支援体制整備事業費補助金につきまして

は、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置を初めとする教育相談体

制の整備充実を図るための国庫補助金を受け入れるものでございます。 

 続きまして、緊急スクールカウンセラー等派遣事業費委託金につきましては、東日本大

震災により被災した児童生徒が在籍する学校へのスクールカウンセラーの派遣に係る国か

らの委託金を受け入れるものでございます。 

 続きまして、初等中等教育等振興事業委託金につきましては、人権教育の推進に係る国

の調査研究委託事業の実施に伴う国からの委託金を受け入れるものでございます。 

 続きまして、諸収入の科目の節の欄を見ていただきますと、（10）といたしまして、教

育委員会奨学資金貸付金でございますが、これは地域改善奨学資金貸付金に係る現年度分

の返還額を、続きまして、節の中の（20）人権教育課収入とございますけれども、こちら

は同じく地域改善奨学資金貸付金に係る過年度分の返還額をそれぞれ見込んだものでござ

います。 

 続きまして、同じ資料の640ページをお願いいたします。 

 歳出でございますけれども、26年度の当初予算案は３億2,790万7,000円で、前年度に比

べ2,395万3,000円の増となっております。その主な要因といたしましては、年度末に策定

を予定しております高知県いじめ防止基本方針に沿いまして、いじめの防止等のための対

策を総合的かつ効果的に推進するための新規事業を盛り込んでいること、また依然憂慮す

べき状況にございます少年非行の問題を改善するため、学校現場での問題行動等の未然防

止や早期発見、早期解決に向けた取り組みについても充実をさせることとしておりまし

て、その取り組みに要する経費が増加したことによるものでございます。 

 続きまして、それぞれの事業について御説明をさせていただきます。 

 まず、教育総務費、人権教育費の１人権教育推進費でございます。 

 右端の説明欄をごらんください。 

 人権教育研究推進事業委託料につきましては、国からの委託を受けまして、学校、家

庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な研究や、学校における人権教育に関する指

導方法の改善及び充実に資することを目的とした実践的な研究を高知市ほか２市町で実施

をいたしまして、人権教育の一層の推進を図ってまいります。 

 続きまして、高知県人権教育研究協議会補助金でございますけれども、こちらが社団法

人高知県人権教育研究協議会が実施する人権教育に関する各種研修会開催の経費等に対し
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て補助をするものでございます。 

 その下の事務費でございますけれども、人権教育の充実を図るため、学校教育や社会教

育など各分野の委員で構成をしております人権教育推進協議会の開催あるいは人権作文募

集事業、それから市町村における人権教育推進事業の支援や課の管理運営経費等を計上し

ております。 

 続きまして、２地域改善対策進学奨励事業費でございます。 

 電算処理システム保守点検等委託料につきましては、奨学資金管理システムの保守点検

及びシステム改修を行うための委託料でございます。 

 奨学資金返還相談員設置委託料につきましては、返還金未納者の戸別訪問等を行い、納

付指導や返還免除手続等の相談活動を行う返還相談員の委託配置に要する経費でございま

す。 

 地域改善対策進学奨励貸付金等事務費交付金につきましては、奨学生等の返還通知や免

除の申請などの手続は市町村を通じて行うこととしておりまして、この事務に要する経費

として市町村に交付をしているものでございます。 

 事務費の主なものといたしましては、非常勤職員２名の人件費をここに入れておりま

す。 

 続きまして、641ページをごらんいただきたいと思います。 

 この中の豊かな心を育む教育推進費及び心の教育センター費につきましては、資料変わ

りまして恐縮でございますけれども、お手元の別冊、参考資料平成26年度当初予算案主要

事業説明資料をもとに説明をさせていただきたいと思います。 

 主要事業説明資料の14ページをお開きいただきたいと思います。 

 まず、夢・志を育む「開発的生徒指導」推進事業についてでございます。 

 この事業は、県内の中学校計19校を推進校に指定をいたしまして、生徒指導推進員等の

配置による問題行動への対応の強化あるいは統括アドバイザー等の助言を受けて子供に内

在する力や可能性を引き出す開発的生徒指導の充実を図るなど、各学校の実態に応じた組

織的な生徒指導を段階的に推進をしてまいるものでございます。この事業に係るアドバイ

ザーの謝金等を事務費に計上しております。 

 次に、15ページをごらんください。 

 いじめ防止対策等総合推進事業でございます。 

 本県では、いじめ防止基本方針を今年度内に策定をするよう取り組みを進めているとこ

ろでございまして、26年度からは、その基本方針に沿っていじめの未然防止、早期発見・

早期対応の両面からいじめ問題等の総合的な取り組みを推進してまいります。 

 いじめ防止基本方針につきましては、後ほど報告事項で説明をさせていただきます。 

 16ページをごらんください。 
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 いじめ防止子どもサミットについてでございます。この事業では、子供たちの企画、運

営によるサミットの開催を通じまして、子供たちの自主的ないじめ防止の取り組みを促進

するとともに、いじめは絶対に許されないという県民意識の高揚につなげていきたいとい

うふうに考えております。バスの借り上げ等に係る経費を事務費に計上させていただいて

おります。 

 続きまして、17ページをごらんください。 

 ネット問題への総合的な対策といたしまして、このポンチ絵の中央下にあります学校ネ

ットパトロール事業を新たに実施をいたします。民間業者に委託をいたしまして、児童生

徒が学校非公式サイトやプロフ、ブログなどの誹謗中傷の書き込みなどによって、ネット

上のいじめ等のトラブルに巻き込まれていないかを監視を行い、早期発見・早期対応を図

ってまいりたいと考えております。 

 19ページをごらんいただきたいと思います。 

 教育相談体制充実費でございます。 

 そのポンチ絵の右下のほうにございますスクールソーシャルワーカー活用事業でござい

ますが、いじめや不登校、児童虐待など児童生徒を取り巻く環境が複雑になっていること

から、教育や福祉に関する知識や技術、活動経験のある方をスクールソーシャルワーカー

として市町村等に配置をいたしまして、子供や保護者、教員などからの相談に応じたり、

関係機関とのネットワークを活用して課題解決に向けた支援を行うものでございまして、

来年度は25市町村及び県立中学校へ配置をする経費を計上しております。 

 次に、その中ほど、下にございますスクールカウンセラー等活用事業でございますけれ

ども、こちらにつきましては、スクールカウンセラーを全ての公立中学校に配置すること

とし、うち２つの中学校につきましては、週５日配置をするなど、配置の拡充を図ってま

いります。スクールカウンセラーの報酬等を事務費に計上しております。 

 18ページでございます。 

 心の教育センターの新規事業でございます学校づくりリーダー活用推進事業でございま

す。 

 この事業は、各市町村が主体となり、温かい学校・学級づくりを進めるために、これま

でも要請をしてまいりました学級づくりリーダーを活用し、各学校の学校経営力の向上を

図るとともに、学級づくり地域リーダーの要請活用を通して、市町村全体の学級経営力向

上への取り組みを推進してまいるもんでございます。この事業に係る経費を事務費に計上

しております。 

 26年度当初予算議案の説明につきましては以上でございます。 

 続きまして、２月補正議案につきまして御説明をいたします。 

 資料№⑥補正予算議案説明書の327ページをお願いいたします。 
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 右端の説明欄をごらんください。 

 地域改善対策進学奨励事業費の国庫支出金精算返納金から説明をさせていただきます。 

 この奨学金は、国から３分の２の補助を受けて貸与を行ったものでございます。このた

め、奨学金の貸与を受けた者から返還された額と県の基準により独自に免除した額につい

て、前年度の実績額に基づき、国庫補助該当分を国への返還額として計上しているもので

ございます。 

 続いて、減額補正の内容について御説明をいたします。 

 １の人権教育推進費の中の人権教育研究推進事業委託料でございますけれども、こちら

は国の内示額、それから指定地域数が予定を下回ったことに伴う減でございます。 

 それから、豊かな心を育む教育推進費の中の電話相談委託料でございますけれども、こ

ちらはプロポーザル方式による調達時に、調達金額が予算額を下回ったための減でござい

ます。 

 それから、スクールソーシャルワーカー活用事業委託料でございますけれども、こちら

につきましては、国の内示額が当初の計画を下回ったことによる減でございます。 

 それから、生徒指導推進事業費補助金でございますけれども、こちらについては、補助

金からの流用及び一部他の事務費を活用して実施したためによる減でございます。 

 その他、事務費の部分につきましては、学校に派遣をしております外部専門家、それの

派遣要請が当初見込みを下回ったもの、あるいはスクールカウンセラーの派遣に伴う国の

内示額が当初計画を下回った、こういったことによる減でございます。 

 以上、補正予算といたしまして5,390万3,000円を計上しております。 

 以上で人権教育課の説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

◎梶原委員長 はい、質疑を行います。 

◎坂本（茂）委員 子供たちをネット上のトラブルから守る事業の関係で、私、去年の

11月、たまたま東京のほうで行われていたネット上の人権侵害の講演会を聞きに行ったん

ですけども、そこでの中心はやっぱり子供たちのそういうトラブルに巻き込まれた場合の

対応とか、そういう講演がほとんどでした。そういう意味では、こういう事業に着手する

というのは必要だろうと思うんですが、１つは、ネットパトロールをするというのは具体

的にどういうふうにされていくのかというのがありますし、そういう対応業者が県内であ

るのかどうかということ。 

 そして、私の感じでは、ネットパトロールの段階に出てきた段階ではもう相当ある意味

深刻な状態になっているんではないかなあというふうに思うんですね。やはり、それに至

る過程で、親子の間でもっとネットの使い方とかについてきちんと取り決めをしておくと

か、スマホなんかについてもフィルターをかけるとか、そういったことなんかを徹底して

おくというようなことで、対策をしていくことも必要ではないかというふうに思います。 
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 その意味で、ちょっとさっきのネットパトロールの事業の関係と、もう一つはその親子

で考えるネットマナーアップ事業のほうで、啓発するんだけども、例えばじゃあその結果

として親子の間でこういう取り決めがされましたかということを、個人情報が出ないよう

な形ででもやっぱり検証していくいうのは必要ではないのかなというふうに思いますけど

も、その辺についてどのように考えられているのか、お聞かせいただきたい。 

◎赤間人権教育課長 まず、１点目のネットパトロールの部分でございます。 

 このネットパトロール事業の実施の形態といいますか、スキームでございますけれど

も、やはり専門業者でないとなかなかこういったものは捕捉できないという部分がござい

ますので、民間業者に委託をするわけでございますが、恐らくこのネットパトロール事業

をやっている業者というものが全国的に見てもかなり数としてはそんなに多くはない。あ

る意味、寡占市場のような形になっている部分も確かにございます。 

 そういったところに恐らく委託をする形になるかと思いますけれども、事業の流れとい

たしましては、そういった書き込みを委託業者のほうで監視をする中で、発見したものに

ついて、まず県の事業としてやっておりますので県の教育委員会のほうに一元的には情報

が来ると。そこの中で、小中学校、市町村立の学校のものにつきましては、市町村の教育

委員会を通じて学校へ、県立学校のものにつきましては私どものほうから県立学校のほう

にこの学校のこの子供についての書き込みはこういうものがあるということで学校のほう

での指導というのをお願いするというような形になろうかと思います。 

 当然、犯罪性の高い書き込みのようなものがあれば、警察等の関連機関との連携という

ものも当然必要になりますし、違法性のある書き込みということでそれの削除ということ

も作業として出てくるかと思います。 

 それから、ネットマナーアップの事業につきまして、検証が必要ではないかというとこ

ろでございますけれども、そこはまさしくおっしゃるとおりでございまして、25年度の事

業で私ども、ここにありますように児童生徒用の、それから保護者用の啓発用のリーフレ

ットというものを作成させていただきました。 

 おっしゃるとおり、ネットパトロールの段階で出てくるものというのは相当重篤なもの

であったりということが当然ございますので、我々としては、これはあくまで対処的な部

分の一つであって、やっぱり予防的な部分の対応というのが当然重要だろうと。それは一

つにはその児童生徒に対する情報モラル教育ということもございますし、それからやはり

御家庭における保護者の方々への啓発というものを両面で進めていかなければならない

と。 

 その中でも、家庭でのルールづくりというもの、具体的には携帯スマートフォンの中で

具体に家の中で使う時間とか、そういったものを御家族の中で約束事、そういったものを

ぜひ決めてルールをつくっていただきたいと。そういうことを呼びかけております。 
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 我々としても、リーフレットをお配りして、またＰＴＡの研修などに赴きまして、そこ

をいろいろ御説明するわけですが、やはりそういった部分でどれだけそういったものが浸

透してるかということについては、何らかの形で検証できないかということは今後検討し

ていきたいというふうに思っております。 

◎坂本（茂）委員 この仕組みの中にも書いてありますように、ネットパトロールでやれ

るのは年間の12回とか、あるいは小学校、特別支援学校で年間４回ですから、そういうす

き間にどういう実態が起きてるかということも抜かってくるわけですので、ぜひ予防の面

を力入れていくような、そんなところにシフトし切っていけるようなことをお願いしてお

きたいというふうに思います。 

 それでもう一つは、カウンセラーの派遣の関係で、緊急スクールカウンセラー派遣事業

のいわゆる東日本大震災から本県に転入してきた方たちへの心のケアということで、こ

れ、前年より予算額がふえてますけども、これはほとんど国費で、県単で保育所を上積み

しちゅうというのがありますが、その予算の見積もりを見てみると、校数がふえてますけ

ども、やっぱり毎年そういった被災された方の移住という関係もあるのかもしれませんけ

れども、高知に来られて、そういう支援を受ける対象のお子さんがふえているのかという

ことと、そういった子供さんたちの把握の抜かりとか、そういったことはないのかどう

か、その辺についてお聞きしたい。 

◎赤間人権教育課長 おっしゃる部分につきましては、25年度と26年度の数字を見ます

と、配置校あるいは受け入れ児童生徒数に増減があるわけでございますけれども、転校等

で当然転出していってる方も実際にはおられます。要は、それを上回る形で外から来られ

ている方もいらっしゃるということで、トータルとして配置校数がふえているという形に

なっております。 

◎坂本（茂）委員 大体把握に抜かりはないでしょうか。 

◎赤間人権教育課長 基本的には、幼稚園から高等学校、それから県単で保育所も含めて

確認をしております。それから、実際に被災地から来られてる方がおられて、それに対し

て必要があるかどうかということも含めて確認をさせていただいております。 

◎坂本（茂）委員 最後です。必要であれば直接の被災地でなくても、例えば東京などか

ら、放射能汚染なんかを避けて避難されてこられてる方もおるんですけども、例えばそう

いった方でニーズがあれば相談にも応じるとかいうふうなことはされてますか。 

◎赤間人権教育課長 個別具体に御相談があった事例は、私のほうで把握できていないと

ころがありますけれども、基本的には御相談があったものに対しては柔軟に対応するよう

に努力したいというふうに考えております。 

◎米田委員 641ページの豊かな心を育むの事務費の中と思うんですけど、スクールカウ

ンセラーやソーシャルケースワーカーとかスクールソーシャルケースワーカーとか配置さ
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れてるんですけど、これはスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーで、全部

の市町村じゃないですよね。24か25で、それは地元自治体がいいよという話なのか、予算

上の問題なのか、そこら辺はどうなのかというのと。 

 高知県の経済状況や子供たちの置かれてる状況から見て、非常に頑張って僕は配置を進

めてると思うんですけど、さらに配置を進めないかんという認識なんですかね。ちょっと

そこら辺を。 

◎赤間人権教育課長 まず、スクールソーシャルワーカーのほうにつきましては、先ほど

私の説明の中で25市町村ということで申し上げましたけれども、我々としては全市町村で

手を挙げていただけるのであれば、それはそれにこしたことはないわけでございますけど

も、これは希望を募った結果、こういうふうな形になってるというような状況でございま

す。 

 また、やはりスクールソーシャルワーカーとなり得る方の人材の確保というところもな

かなか実態面では難しいところもございますので、そういったことも一応にらみながら、

配置する市町村の拡大というものを図っていきたいというふうに考えております。 

 スクールカウンセラーにつきましては、先ほど説明をさせていただきましたけれども、

まずは公立の中学校に、全ての公立中学校に全校配置をするということを我々目標として

やってきましたので、それを来年度の予算の中でまずは全校配置をすると。それに加え

て、そのうちの２校につきましては、週５日配置ということで重点的に配置をいたしまし

て、教育相談体制の充実というものを図っていきたいというふうに考えております。 

◎米田委員 非常に状況に応えるという姿勢で取り組んでおられるんですけど、結局、新

たに配置もしようと思えば、やっぱり専門性持った、両方そうですよね、臨床心理士とか

を含めて。そこら辺は、県内にそういう人材はあるのか、まだそういう配置できるような

余地があると見てるのか、そこら辺はどうなんですか。 

◎赤間人権教育課長 例えばスクールカウンセラーにつきましては、資格のある方といい

ますと、基本的には臨床心理士の資格を持ってる方というものがメーンになってまいりま

す。高知県のほうに登録をしていただいてる臨床心理士の数というのは、全国的に見て

も、非常に少ない状況でございます。 

 したがいまして、なかなか県内の中で臨床心理士有資格者の方を確保するというのは非

常に難しいと。我々も、今回、スクールカウンセラーの方を確保する、お声をかける中

で、県外の方も含めてホームページ上で公募をしたり、あるいは徳島の鳴門教育大学のほ

うに行きまして、実際に学生のほうにお声をかけさせていただいたり、いろいろな努力を

させていただきながら、県外の方も含めて人材を確保するというような形で努力をしてお

ります。 

 また、当然のことながら、県内でそういうふうな資質を持った方を確保するということ
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も、当然片や必要になってまいりますので、そういった部分につきまして、教育委員会の

ほうで大学院への派遣をしております。それも、鳴門教育大学に派遣をしておりますけれ

ども、派遣をした方、戻ってきてすぐ臨床心理士になるということでは当然ありませんけ

れども、戻ってこられてスキルをつけられて臨床心理士になられて、そういうふうな活動

もしていただけるような方になっていただきたいというふうに思っております。 

◎米田委員 スクールソーシャルワーカーの場合は、これはどうなんですか。 

◎赤間人権教育課長 スクールソーシャルワーカーの場合は、例えば社会福祉士ですとか

精神保健福祉士というものが有資格者として想定されてるわけですが、資格を持った方と

いうのは高知県の場合非常にレア、むしろ数としては非常に少ない、むしろ資格を持って

おられない方で実務経験などを勘案してお願いをしてる方が非常に多くございます。 

 ただ、スクールソーシャルワーカーの場合は、特に高知県の場合ということに限られる

かどうかわかりませんけれども、やはり厳しい御家庭に対してアプローチをしていく、そ

して関係機関とのつなぎというものをやっていただくというところが、スクールカウンセ

ラーとの一番大きな仕事の違い部分でございます。 

 そういった面では、やはり地域に根差した方、そういった方がスクールソーシャルワー

カーとしての資質というのは非常に持っておられるという部分はございます。家庭とつな

がっていける、その地域とつながっていけるという方が非常に望ましいところもありまし

て、そういった方を我々のほうでも発掘をしていきながら、事業を進めていきたいという

ふうに考えています。 

◎米田委員 わかりました。それで、言い方は悪いけどスクールカウンセラーの方は何校

か兼務されちゅうわけよね。スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーは実質

何人の方がこういうあちこち行ったりしてくれるのか、ちょっと教えてもらいたいのと。 

 その待遇とかいうことについては、県外から来てくれるというたらそれなりの待遇らも

必要だと思うんで、全国から見ても高知県のそういう待遇はそんなに遜色ないよという位

置にあるんですかね。そこら辺どうですか。 

◎赤間人権教育課長 まず、配置の実人数ということでございますけれども、来年度の予

算につきましては、スクールカウンセラーについては予算上63名を想定しております。そ

れから、スクールソーシャルワーカーのほうにつきましては、実人数としては44名で活動

をするという形になっております。基本的に、スクールソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラーともに国の補助要綱に沿った形で実施をさせていただいてますので、私どもの

待遇がほかと比べてということは恐らくないかと思いますけれども、とにかくいろんな形

で協力していただける方に我々としては幅広く声をかけて、できるだけ人材を確保してや

っていくということを引き続き努力をしていきたいというふうに思っております。 

◎桑名委員 非行対策についてお聞きしたいんですけども、ことしから非行対策について
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は学校と警察と地域が連携をして取り組むということでやってます。連携というのが大事

なんですが、昨年の予算委員会でも、少し警察と教育委員会のちょっと認識が違って、連

携とれてないじゃないかと私も質問したら、尾﨑知事は、いや、これは今年度からやる問

題だからもうちょっと待ってくれということで、今はそれは連携とれてると思うんです

が、ただ私先般こんな話を聞いたんですね。学校がよくないですよ。これは去年の秋から

暮れにかけてなんですけれども、この中心の商店街で子供たちが悪さをしていたと。商店

街の人が学校に電話をしたら、校長先生が出て、何と言ったと思いますか。もうその子供

たちは学校から帰ってるんで、我々の範疇ではないと。そんな答えがこの高知市内の中心

の校長先生から返ってきたんです。 

 やりとりしてる中で、かけてきたあなたは誰だという、それはちゃんと言いますよね、

どこどこのお店の誰々です。最後に言われたのが、もしそれだったら、うちの子供である

ということを証明する写真とかそんなものを撮って持ってこいということで、そんなこと

してるうちに、そんな子供たちはいなくなっていくわけなんですけども、それが実は今の

学校の、これは一つだけのことなんですけども、実態だと思うんですね。 

 その方は、すぐに学校でやりとりしててもだめなんで、今後どうするかというのは教育

委員会に電話したんだけれども、それはそれなりにお話はしてくれて、私のところへ来ま

した。 

 私も、教育委員会に言おうと思ったんだけど、結局皆さん方がまたそこの校長先生に言

って、いや、俺はそんなこと言った、言わないとか、そんな話になるのが最後の結末だと

思って、言わずに、私はすぐに警察の少年課に言ったらもうその数時間後にそこに来て、

これからどういう見回りをするかということでやったんですけれども、これが実態なんで

すよね。 

 これを捉えて全ての中学校がそうではないと思うんですけれども、そんな校長先生がま

だこの大きな学校の校長先生をやってるということ自体に、僕は何か残念で、だから高知

の非行なんてなくならないんだと。この教育相談のこの19ページのやつ見ても、いろんな

相談のやつでも学校が中心になっているんですよ、連携といったって。中心になるところ

が放校してますから、もう我々の範疇じゃございませんと言ったら、何を我々地域の人た

ちは頼っていいのか。そこのところからやっぱりしっかり見直していかないと、これはい

ろんな非行対策にしても何にしてもすばらしい絵をかいてますよ。学校を中心にね。で

も、学校がこれだと。 

 これから不祥事の問題がありますよ。これは不祥事を起こした先生も問題だと思います

けど、ただ人数が多けりゃあ全てがすばらしい人ばっかりじゃないんであると思うんです

けども、これも校長先生の対応が悪かったわけですよね。去年の県立高校での飲酒の問題

にしても、あれほど言ってるのに、やっぱり校長先生の対応が悪いということで、そこか
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らやっぱり見直していかないと、校長の任用の問題についても試験のあり方なんかも私は

しっかりと考えてもらいたいというふうに思います。 

 これは、教育長、どうです、その実態を聞いて。 

◎中澤教育長 それが事実ということであれば、私は返す言葉がございません。本当に腹

くくって取り組んでいかなければならないと思います。 

◎桑名委員 はい。ぜひそういった問題があったということを、これは人権教育課だけじ

ゃないですよ、教育委員会全体が捉えて取り組んでいただきたいと思います。 

◎梶原委員長 その件は、直接本人さんから県教委のほうへ連絡を入れたと桑名委員が言

われましたけど、把握はしてます。課長。 

◎赤間人権教育課長 私どもの課のほうでは情報としては特段いただいていないというふ

うに理解をしておりますけれども、事務局の中でどこか。 

◎桑名委員 多分、教育委員会につないで、夕方だったんでいる方に、担当の方につない

だだけで終わってると思います。その人もですね。それをまた課長呼べとか誰々呼べとい

う話にはなってないと思います。 

◎梶原委員長 桑名委員は、直接委員のほうから教育委員会には特定するんで言ってない

と言われましたけど、じゃあ現状、その県教委のほうで把握してなければ、その校長先生

は同じ対応のまま今もおられるということなので、その辺は改善につながるためにも県教

委のほうでまたしっかりと対応していただきますようにお願いできますか。課長。 

◎赤間人権教育課長 はい。そのように対応させていただきます。 

◎梶原委員長 それと、私からも１点、先ほども親子で考えるネットマナーアップ事業な

んですが、これは本会議のほうでも質問もさせていただきましたが、いじめについても、

また犯罪被害に遭うこと、また加害者になること等々についても被害に遭われた子のほと

んどが親から全くネットの使用について注意を受けてない、またフィルタリングなんかも

５％程度だったということで、特に年齢層が低い子供に当たっては、家庭でしっかりとそ

の危険性、親から教えてもらうことが大変大事なんですが、実際、先ほどちょっと坂本委

員の質問のときに聞き逃したんですけど、マナーアップ事業、これ35万8,000円というこ

とで、情報モラル教育推進に向けた実践事例集の作成と活用とか、ＰＴＡとかですけど、

ほとんど事例集作成なんかしたらそれだけで終わるぐらいの予算なんですが、そこをもう

ちょっと詳しく教えていただけますかね。 

◎赤間人権教育課長 親子で考えるネットマナーアップ事業につきましては、今年度から

の事業でございまして、今年度、保護者用の啓発リーフレットや児童生徒用のリーフレッ

ト、先ほど出したものでございますけれども、そちらの作成、配付というものを行いまし

た。当然、その印刷のストックのようなものは当然私どものほうにございますので、来年

度以降もそのリーフレットを活用しながら、各学校の児童生徒あるいは保護者に対しての
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啓発というのをまず進めていくというのが１点でございます。 

 それにあわせて、ＰＴＡに対する研修であったり情報モラル教育の実践事例集、これは

要は学校で情報モラル教育を子供たちに対してしていただく際に、どういうふうな形での

指導ができるかというものの指導参考事例集、そういうようなイメージになりますけど

も、そういったものを作成して、教職員の方々に配付していきたいと、そういうものでご

ざいます。 

◎梶原委員長 今年度どれだけ配付をされたのかと、今年度の事業費というのは幾らにな

ってますかね。 

◎赤間人権教育課長 このリーフレットの配付につきましては、国公私立の小学校４年生

以上の保護者、それから児童生徒に対して配付をしております。上は高校生までというこ

とになります。 

 それから、今年度の事業につきましては、こちらにもございますように、35万8,000円

という形でネットマナーアップ事業に関しては予算を計上しております。 

◎梶原委員長 はい、わかりました。 

 よろしいですかね。 

（な  し） 

◎梶原委員長 以上で質疑を終わります。 

 以上で教育委員会の議案を終わります。 

《報告事項》 

◎梶原委員長 続いて、教育委員会より３件の報告を行いたい旨の申し出があっておりま

すので、これを受けることにいたします。 

 まず初めに、教職員の不祥事について、小中学校課の説明を求めます。 

◎永野参事兼小中学校課長 総務委員会資料、報告事項をお開きいただきたいと思いま

す。 

 不祥事の事案ございますので、御説明させていただきます。 

 この事案は、女子生徒に不適切な行為を行った公立中学校教諭、男性40歳代に対しまし

て６カ月間の停職とする懲戒処分を行ったものです。 

 また、同教諭による不適切な行為を知り得ながら、適切な対応ができなかった同校の校

長に対しましても減給の懲戒処分をあわせて行いました。 

 概要につきまして御説明させていただきます。 

 この公立中学校教諭は、顧問であります部活動に所属します女子生徒と平成25年７月下

旬ごろから個人的に携帯電話でメールや電話のやりとりをするようになりました。同年８

月２日ごろ、同教諭は、悩みを相談してきた同生徒に対しまして気分転換にドライブに行

こうと誘いました。４日後、６日の火曜日午前９時30分ごろ、同教諭は自家用車に同生徒
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を同乗させ、高知市内に向かいました。同教諭と同生徒は、高知市内のレストランや喫茶

店、雑貨屋等で時間を過ごした後、午後４時40分ごろに、同生徒の自宅近くに到着し、同

教諭は同生徒が座っている後部座席に移動し、同生徒を慰める意味で同生徒の頭をなで、

抱きしめました。また、同教諭は、同月14日ごろと24日ごろにも、同生徒と自家用車でド

ライブに行き、帰り際に抱きしめました。同教諭は、８月27日火曜日午前９時30分ごろ

に、自家用車に同生徒を同乗させて高知市内まで移動し、ビリヤードをしたりレストラン

や雑貨屋で時間を過ごし、午後５時30分ごろに同生徒の自宅近くに到着をしております。

そのとき、同生徒の母親に連絡を受けた同校長がその場に来て、同教諭の後部座席に同生

徒がいることを発見しました。その際、母親も来まして、同教諭と同生徒が一緒にいると

ころを現認いたしております。 

 その後、同教諭は同校の校長から、生徒を自家用車に乗せてはいけないと厳しく指導を

受けていたにもかかわらず、同年12月７日土曜日午後12時30分ごろ、同生徒を再び自家用

車に同乗させているところを発見されました。 

 これらの行為のほかにも、同教諭は同生徒と複数回にわたってメールのやりとりをして

いる中、同年８月下旬には、卑わいなメールを同生徒に送っております。 

 また、同校長は平成25年８月に本事案を知りながら、同教諭から事実確認をするなどの

適切な対応を怠り、約５カ月間の間、同校を所管する市町村教育委員会へ報告をしており

ませんでした。 

 同教諭のとったこれらの行為は、子供の人権を侵害する極めて悪質なものであり、教員

としてはもとより、社会人としてあってはならないものでございます。また、同校長は校

長としての管理監督責任を果たしていないばかりか、同教諭の不適切な行為を黙認したと

言われても仕方のない報告遅延であります。 

 子供たちの尊厳を率先して守り、その成長を支援していくべき教員がこのような行為を

行ったことの社会的影響ははかり知れません。教育公務員としての社会的信用を著しく失

墜させるものである。到底許されるべきものではありません。 

 そのため、平成26年２月18日付で同教諭に停職六月、同校長に減給一月、月額の10分の

２の懲戒処分を行いました。 

 以上、報告でございます。 

◎梶原委員長 質疑を行います。 

 校長先生の減給１カ月間、10分の２というのは、これもうどう考えても、これまで何度

も不祥事の話を聞いて、それがその県教委、市教委へ上がってないことに対してどうする

かということで、今回の状況で、さらにまた結局はその校長先生が報告をしてないような

状況で、この処分というのは甘いんじゃないですか。 

◎永野参事兼小中学校課長 教育委員会の中の懲戒処分の審査会あるいは教育委員の論議
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の中でもそういう観点のお話も出ております。が、私どものほうの調査では、当該の女生

徒の人権やプライバシーを守り切っていくんだという校長の強い意志のもとに学校運営を

していたというところを勘案をしております。それ以上のことがなかなか私どものほうか

ら発言できませんけれども、そういった校長の職責と、それから表に出る行為であります

現実に５カ月間の遅延があったということをしんしゃくいたしまして、この処分にいたし

ました。 

◎梶原委員長 学校の現場の責任者として思うこともいろいろ多々あってのことだという

ふうにも、それは理解もできますし、ただ県教委としてはこういう不祥事をとにかくなく

すと、出た場合には速やかに県教委のほうに連絡が入り、対応ができる体制というものを

ずっとつくっていくという中で、現実には、いろんな事情がありながらもそれだけ報告が

おくれたという現実は現実なので、それに対して今後どうするかということですよね。 

 この処分で今後じゃあ県教委にすぐ報告が上がる体制がとれるかというところの認識に

ついても問わなくちゃいけなくなりますんで、その辺はこの校長に対する処分というのは

これで本当に妥当だと。今の認識は、県教委としてのこの処分が妥当だという認識でよろ

しいんですか。 

◎永野参事兼小中学校課長 私どもも、相当な多角的な観点からこの検討を行っておりま

す。そういう意味で、ここで御報告しているように、この処分はこの事案についてはこれ

で妥当というふうにして御報告を申し上げております。 

 ただ、委員長が今るるおっしゃっていただいていること、これまでこの１年間の総務委

員会の中でもたびたび指摘を受けて、私どもが体制づくりを進めてまいりました。そうい

った意味の中で、再びこのような事象が起こってることにつきましては弁明の余地もござ

いません。 

◎西森（雅）委員 公立中学校ということなんですけども、学校名とか不祥事を起こした

者の氏名の公表とか、そういったところはしないのかどうか。 

◎永野参事兼小中学校課長 懲戒処分の事案につきましては、処分者の氏名、年齢等、所

属校等公表しておりますが、例外規定がございまして、当該の被害を受けたお子さんのプ

ライバシーあるいは家族の心情等々勘案をして、それに該当するという例外規定をもって

この場合は公表を差し控えさせていただいております。 

◎西森（雅）委員 非常に何というか、情けない話でありますけれど、今までもこういっ

たような不祥事というのは幾つか入ったわけですけども、これ、今まで教員に対する研修

とかそういった中で、こういったことというのは当然いけないですよというのはわかって

おらんといかんわけですけども、研修とかそういう中で、そういったものに対する確認と

かというのはやってるのかどうか。 

◎永野参事兼小中学校課長 先ほども申し上げましたけども、この委員会でもたびたび御
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指摘を受けて、再発防止のためのプログラム、冊子も含めてもう一度つくり直して現場に

発信する。それと同時に、各管理職に対しても、また一般教員に対しても、私どものでき

る限りの対策というのはとってきたところでございますけども、まだ完全にこういうとこ

ろが断ち切れてないというところでございますので、まだ対策が必要というふうに思って

おります。 

◎西森（雅）委員 そうすると、実際は研修等でもこういったことは確認はしていってる

けども、行われてると。それに対しての対応策を今後どうしていくのかということを考え

ていくということになるんかということです。 

◎永野参事兼小中学校課長 はい、さようでございます。 

◎弘田副委員長 ほかの御父兄がどう思うかということです。例えば娘を持つ親の気持ち

としたら、こういう先生には絶対習いたくないんですよね。それは全員そういうふうに思

うと思います。 

 もう一つは、これ見て感じるのは、校長は隠そうとしてたんじゃないかというふうなこ

とを感じますね。やっぱり、子供の人権を守って、子供のプライバシー守るということ、

これは当たり前の話なんですけど、この先生がこういったことをするということ自体を隠

そう、そういうふうなことをするとすれば、この校長先生は管理者として失格だと私は思

いますね。委員長のほうから、この処分軽いんじゃないかというふうな話が出たんですけ

ど、私も同じように思います。やっぱり、子供の人権、プライバシーを守るということ

と、教員を、仲間を守るということを混同しておるように、そういうふうに感じますね。 

 ですから、今後はこういう事例があったら直ちに教育委員会に報告して、直ちに処分を

すると。 

 この40代の先生についても、例えば研修、いろんなことでこういったことはもう絶対起

こさないというふうなことにしてもらわんと、親としては安心できないというふうに私は

思います。 

 たびたびこういう報告があるんで、ちょっと言うのも嫌になってくるんですけど、気を

つけていただきたいというふうに思いますし、今後そういったことをきちんとした指導と

か方針とかあってやっていけるようなことを確立させていただきたいと思います。 

◎梶原委員長 この件については、インターネット上でよく２チャンネルとかいろいろあ

りますけど、そんなところでも結構話題になってる状況なんかも把握しています。課長。 

◎永野参事兼小中学校課長 ネット上のそういう教育公務員の不祥事というのはございま

すけども、その中での記事になってるというのは確認はしておりません。 

◎梶原委員長 公務員の不祥事とあわせて、生徒の側からどういうことを言うたとか、い

ろんなところで正確性があるかどうかはわかりませんけど、かなり記事になってる状況な

んか、どうですか。 
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◎永野参事兼小中学校課長 この件ということでなくて、これまでのこちらのほうでも御

説明させていただきましたいろんな不祥事の報告等は、ほぼネット上に瞬時に公開され

て、もちろんこちらのほうで氏名も申し上げたものはその氏名も所属も全部出ておりま

す。そういった意味でのネット上での情報公開というのはもう瞬時に全国へ広がるという

ことであります。 

◎梶原委員長 そういうことじゃなしに、このことがネット上で話題になっておることを

知っておるかということ。 

◎永野参事兼小中学校課長 私のほうはこの案件についてのネットでの確認をしておりま

せんので、承知をしておりません。 

◎梶原委員長 それと、いろんな先ほどから言われる公表するかどうかですよね。これ、

だから公表のガイドライン的なものがあると思うんですけども、結構、例えば佐賀県のほ

うなんかでは懲戒免職以外でも公表するとか、処分が決まる前でも社会的に影響があるも

のは公表するとか、そういうところまで対策をとってるようなところがありますけど、ど

うです、県教委としては。 

◎中澤教育長 公表基準は定めておりまして、その公表基準についてもこの総務委員会で

御議論もいただいた上で決めております。この場合は当該生徒の精神状況は非常に不安定

になっておりますので、オープンにはしないということにしてます。ただ、その公表基準

の中で、一定の時期が来たらまたオープンにすることがあるという公表基準にしておりま

す。 

◎梶原委員長 県教委として、その公表基準を今後見直すとかは。 

◎中澤教育長 私が教育長になってから、随分この総務委員会で御議論いただきまして、

改正をしました。ですから、それをまた改正するということは現在のところは考えており

ません。 

◎梶原委員長 皆さんはよろしいですか。 

（な  し） 

◎梶原委員長 はい。以上で質疑を終わります。 

 ここで昼食のため午後１時まで休憩といたします。 

 

（昼食のため休憩 11時57分～12時59分） 

 

◎梶原委員長 それでは、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 次に、県立高等学校再編振興計画について高等学校課の説明を求めます。 

◎小野高等学校課企画監兼再編振興室長 それでは、お手元の青ラベルの教育委員会とつ

きました総務委員会資料の報告事項、赤ラベル、高等学校課の１ページをお開きいただき
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たいと思います。 

 県立高等学校再編振興計画の策定については、２月６日の臨時総務委員会でお配りさせ

ていただいたものにその後の教育委員協議会における協議の状況などを加えたものでござ

います。 

 県立高等学校再編振興計画については、１月27日に前期実施計画の案の策定に向けたた

たき台を示した後、高知南中高校、須崎工業、須崎高校の保護者や校友会の皆様、市町村

教育委員会や小中校長会などへの説明を行うとともに、教育委員協議会においてたたき台

についての協議を行っております。 

 このたたき台については、特に高知南中高校の保護者の皆様からは、なぜ学校の統合が

必要なのか、なぜこの学校なのかといった御意見をいただき、教育委員協議会において

も、なぜ学校を統合し６学級以上を維持するのか、なぜ高知南中高校なのか、学校の統合

の仕方の３点について考え方を整理し、丁寧な協議を進めていくこととし、先日の３月８

日の教育委員協議会において、なぜ学校統合が必要なのか、なぜ高知南中高校なのかなど

についての協議を行ったところでございます。 

 本日は、この３月８日に開催いたしました教育委員協議会での資料に基づきまして、高

知南中高校と高知西高校の統合に関する検討案と須崎高校と須崎工業高校の統合に関する

検討案について御説明をさせていただきます。 

 それでは、資料を１枚おめくりいただきまして、資料１の高知南中高等学校と高知西高

校の統合に関する検討案について御説明させていただきます。 

 資料の３ページをごらんいただきたいと思います。 

 なぜ高知市内校の統合が必要なのか、一律に学級数を減らすことで対応できないのかに

ついて御説明をさせていただきます。 

 まず、生徒数の大幅な減少については、公立中学校卒業者数の推移の表にありますよう

に、公立中学校卒業者数は、昭和62年の高知南高校開設時の１万1,546人から、現在の平

成25年には5,639人と約２分の１に減少し、10年後の平成35年には県全体でさらに1,000人

程度減少し、旧高知学区においても10年後には400人程度減少し、その後も生徒数の減少

が続くことが見込まれております。 

 この表は、県全体と旧高知学区、高知市の生徒数の推移としておりますが、その他の地

域の状況については14ページの参考資料１をごらんください。 

 これは県内の公立中学校卒業者数の推移を旧学区別に記載しております。資料としまし

て公立の小中学校の推移も記載しておりますが、中学校卒業者数についてはいずれの地域

においても生徒数の減少が続くことが見込まれており、20年後の平成45年の推計になりま

すが、生徒数が現在の半分程度にまで減少する地域も想定されているところでございま

す。 
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 また、３ページにお戻りいただきたいと思います。 

 こうした生徒数の大幅な減少を踏まえての県立高等学校再編振興計画の基本的な考え方

の案では、高校教育の質を維持していくための適正規模について、県全体としては１学年

４学級から８学級とすること、その上で高校としての教育活動の充実や部活動などでより

活気あふれる学校づくりを進めるといったことを考えると、一定の生徒数の確保が見込ま

れる高知市及びその周辺地域の中央部では、１学年６学級以上の維持に努める必要がある

ということを基本的な考え方として位置づけているところでございます。 

 次に、この中央部において、１学年６学級以上を維持する意義について御説明させてい

ただきます。 

 まず、習熟度別事業による学習指導の充実でございます。１学年６学級になりますと、

下の国の算定基準に基づく学校規模ごとの教員定数の表にありますように、１学年４学級

の教員数29名が６学級では教員数が43名となり、14名の増員となります。内訳としても、

生徒指導が６学級から配置されますし、習熟度、少人数授業も学校規模が大きくなると教

員の配置がふえてまいります。 

 このように、教員数が多くなることで、下の習熟度別授業の実施状況の表にありますよ

うに、習熟度別授業数の割合や習熟度別の授業科目数において、１学年６学級以上になり

ますと４から５学級規模に比べて習熟度別授業数の割合が10％程度高くなりますし、授業

科目数の学校平均も7.4科目から20.8科目と多くなり、効果的な習熟度別授業の実施によ

って生徒の学力に応じた適切な学習指導が可能になり、学力の向上を図ることができるよ

うになってまいります。 

 次に、４ページをごらんください。 

 教員の指導力の向上でございますが、下の教員配置状況の表にありますように、１学年

６学級になりますと、４から５学級規模に比べて平均教員数で20名程度多くなっており、

全ての教科で教員数が多くなりますし、理科や社会、地歴公民になりますが、といった複

数の科目がある教科で、例えば理科であれば物理、化学、生物、地学といったそれぞれの

科目の専門教員を複数配置することが可能になることから、教科指導力の向上に向けた教

科科目別の校内研修なども行われ、教員同士が切磋琢磨しながら指導力の向上を図る環境

を整えることができてまいります。 

 また、多くの教員が配置されることで生徒間の相談などに対して個々に応じた対応が可

能になりますし、各教科の教員が複数配置されてることで、放課後に生徒が質問に来たと

きに細かな対応といったことも可能になってまいります。 

 また、部活動の充実など、生徒が切磋琢磨しながら成長できる環境の充実についても、

生徒数が多くなりますと学校行事や特別活動などを通じて社会性や協調性の育成、互いに

切磋琢磨しながら成長する環境づくりを進めていくことができますし、部活動につきまし
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ても、下の体育系や文化系の部活動の状況にありますように、１学年６学級以上になりま

すと４から５学級に比べ、体育系では部活動数や平均部員数が多くなり、団体競技で大会

に出場できる部の数も多くなりますし、文化系の部活動でも多くの分野に取り組むことが

可能になるように、生徒の希望や適性に応じたより充実した教育環境を提供することがで

きるようになってまいります。 

 こうした部活動の状況でございますが、15ページの参考資料２をごらんください。 

 こちらは学校規模の違いによる部活動の状況の例でございます。 

 １学年４学級規模の学校から順に、８学級規模までの体育系及び文化系の部活動の状況

を記載しております。学校の規模が１学級大きくなりますと、３学年の全体で120人の違

いとなり、学校規模が大きくなれば当然のことながら生徒数が多くなりますので、活動し

ている部の数、部員数も多くなり、生徒の皆さんにとってより多くの選択ができることに

なってまいります。 

 次に、４ページの一番下でございますが、他県、四国３県の学校規模の状況でございま

す。 

 ３県とも、県全体を考えて適正規模については４学級以上としながらも、人口の多い都

市部、それぞれの県庁所在地においては１学年６学級以上の学校規模が維持されていると

ころでございます。 

 次に、５ページをごらんください。 

 統合の必要性について御説明をさせていただきます。 

 生徒数の減少に対しまして、高知市及びその周辺地域の中央部では、これまで各高校の

入学定員を一律に減じることで対応してまいりましたが、今後も生徒数が減少し、10年以

上先も減少することが見込まれている中で、下の中央部における学級規模の推移にありま

すように、10年後や20年後の学級数、入学者数の減少を考えますと、先ほど説明したよう

な１学年６学級以上の活力ある学校を維持していくためには、これ以上各校で一律に学級

数を減らしていくことには限界が来ておるというように考えております。 

 よりよい教育環境をつくるためには、一律に学校規模を縮小するのではなく、６学級以

上を維持することにより、学習指導の充実や教員の指導力の向上、生徒が切磋琢磨しなが

ら成長できる環境を確保することが必要で、生徒数の確保が見込まれる中央部においては

学校の統合により１学年６学級を維持する必要があると考えております。 

 ただし、中山間地域におきましては、地域で唯一の学校として他に通学できる学校がな

いことから、高校で学ぶ機会を保障するためには、生徒が減少していく中にあってもでき

るだけ地域の学校を残す必要があると考えております。 

 また、一定の生徒数が見込まれる中央部において、学校を統合するんではなく、仮に一

定の財源を確保して教員の配置等を行ったとしても、一律に入学定員を削減し、学校規模



- 37 - 

を縮小していくということでは、活力ある充実した教育環境づくりや安心して学ぶことが

できる教育環境づくりに向けた解決策とはなり得ないと考えているところでございます。 

 次に、６ページをごらんください。 

 今回のたたき台におきまして、なぜ高知南中高校を高知西高校に統合するのかについて

御説明をさせていただきます。 

 まず、具体的な統合のあり方の検討に当たっての視点としましては、学校の統合によっ

てどのようにして教育活動の充実やグローバル教育を初めとした新たな可能性を実現する

ことができるのかということ。また、南海トラフ巨大地震への対応として、将来にわたっ

て安心して学ぶことができる教育環境をどのように整備していくのかという視点ととも

に、産業系の専門高校については、生徒や保護者のニーズ、通学の利便性などを考慮し、

単独校または産業系専門学科を各地域に配置しており、普通科高校とは別に産業教育全体

を見据えていく必要がありますし、募集停止をした場合に、生徒の進学先が確保できなく

なります。産業系の専門高校の場合、中央部での生徒数の減少への対応は、学校の統合で

はなく、学級数の減、学校の改編が必要となってくるというふうに考えておるところもご

ざいます。 

 また、学び直しの場としての役割を担っている学校については、他の学校と同列に議論

すべきではないと考えておりますし、進学の拠点校は県内全域から生徒が入学してきてい

ることや募集停止をした場合には生徒の進学先は確保できなくなってまいります。 

 こうした観点、視点をあわせて総合的な検討を行ってきました。 

 こうした総合的な検討の結果として、生徒数の大幅な減少が見込まれる中で、１学年６

学級以上の適正規模を維持すること、震災に強い教育環境を整備すること、グローバル人

材の育成に取り組むためには、高知南中高校と高知西高校の統合が必要であると考え、た

たき台としてお示ししたものでございます。 

 次に、南海トラフ巨大地震への対応、高知南中高校における対応の必要性について御説

明させていただきます。 

 南海トラフ巨大地震への対応は、全ての学校で取り組むべき重要な課題であり、まずは

生徒の命を守る取り組みとして、耐震化工事や避難道の整備、備蓄の整備などの取り組み

をされているところでございます。 

 こうした中で、高知南中高には、その立地条件から想定されるリスクがございます。 

 また、16ページの参考資料３、Ａ３の資料をごらんいただきたいと思います。 

 高知市の長期浸水予測図というふうに書いてございます。 

 こちらは、左側の大きな地図が県の作成しました浸水深によって色分けをされておりま

す長期浸水の高知市の予測図に、高知南を含め、県立高校の位置を示したものでございま

す。 
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 右側の地図は、高知南高校の周辺を拡大したもので、赤い星印で周辺の大きな工場や木

材団地、石油基地の位置を示したものでございます。位置関係の地図でございます。 

 また、資料６ページのほうにお戻りいただきたいと思います。 

 高知南中高校については、最大想定で３メートルを超える津波浸水深、先ほどの地図で

示されたように、学校を含めた周辺地域の長期浸水、港や木材団地が近いことでの船舶や

木材などの漂流物による被害、津波火災、周辺の工場や石油基地の被災による影響などが

高知南中高の立地条件から、他の県立高校にはない大きなリスクが想定されます。 

 こうしたことから、高知南中高につきましては、将来にわたって安心して学ぶことがで

きる教育環境を整えるために、適地への移転や他校との統合といった対応が必要となりま

すが、新たな場所への移転については、県中央部においても生徒数が大きく減少する中

で、単独移転は現実的ではありませんし、単独移転は県中央部における生徒数の減少に対

する抜本的な解決策にはならないことから、他の高校と統合することで対応していく必要

があると考えたところでございます。 

 ７ページをごらんください。 

 他校との統合を考えた場合、これまでの高知南中高での国際理解教育やキャリア教育の

取り組みの成果を継承し、発展させることができる学校は高知西高校であり、両校の統合

により、これまでの取り組みの成果を継承発展させることで、大きな教育課題であるグロ

ーバル人材の育成だけでなく、本県の高校教育全体のレベルアップにもつながるものと考

えております。 

 そのため、統合後の高知西高校において、中学校を併設するとともに、グローバル科を

高校に設置し、その科の中に本県のグローバル教育をリードしていくための国際バカロレ

アコースを設けることをたたき台としてお示しをしたものでございます。 

 続きまして、資料の８ページをごらんいただきたいと思います。 

 高知南中高の生徒の皆さんが安心して学んでいただくための取り組みについて御説明さ

せていただきます。 

 現在、示しているたたき台では、今春入学いただく生徒の皆さんには、卒業まで全ての

学年がそろった状態で学ぶことができる学習環境を維持し、安心して学校生活が送れるよ

うに対応していくこととしておりますが、統合の仕方については、教育委員協議会でもま

だ協議していかなければならないところで、さらに検討が必要なところもございますが、

現状の生徒の皆さんへのケアとして取り組まなければならないものですので、生徒の皆さ

んには今回の再編振興計画について十分な説明をしていくとともに、アンケートなどを通

じて心の状態の把握に努め、スクールカウンセラーなども活用しながら、卒業まで安心し

て学べるようしっかりと対応していかなければなりません。 

 具体的な対応としましては、中学校での複数担任制、スクールカウンセラーの常駐、心
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の教育センターの重点支援校としての定期訪問、カウンセリングマインドに関する教員研

修の充実などに取り組んでいくことを考えております。 

 また、生徒の進路に応じた習熟度別授業の拡大や教育センターの研究校として指導主事

と高知南中高の教員が連携した授業改善や部活動などの特別活動についても重要な役割を

果たしているものですので、しっかりとした対応が必要だと考えております。 

 次に、高知南中高の特色を生かした教育活動の充実として、体験活動の充実を図るとと

もに、キャリア教育支援員の配置などの学校の取り組みに対して予算的、人的な措置を確

実に講じるとともに、新たな高大連携により、大学などの専門家による助言などの取り組

みを通じて、教員の指導力の向上を図るとともに、生徒の皆さんの海外派遣研修の充実や

留学生の活用などにより、国際理解教育を推進していく必要がございます。 

 いずれにしましても、高知南中高校の具体的な振興策については、学校関係者の意見を

聞きながら、教職員とともに統合に向けたスケジュールに応じて、必要な対策を確実に講

じる必要があると考えておるところでございます。 

 続きまして、資料２の須崎高校と須崎工業高校の統合に関する検討案について御説明さ

せていただきます。 

 まず、両校の保護者等説明会での意見について報告させていただきます。 

 12ページをお開きいただきたいと思います。 

 まず、須崎工業での説明会でいただいた御意見でございます。 

 須崎工業は、就職率100％でＯＢ会も活発である。統合の場所として適地であると思う

が、カラーの違う学校が一緒になる。須崎工業という名前が、学校名がなくなると求人に

関する財産がなくなる。学校名は残してもらいたいといった御意見や、工業科の学科改編

に関する御意見、学校を統合せずに単独校でもやっていけるのではないか。学校やＯＢな

どのこれまでの努力を認めず統合するのかといった御意見。地域の意見を吸い上げ、説明

会等を開いてもらいたい。また、決定までの期間が短いのではないかといった御意見を須

崎工業での説明会ではいただいております。 

 また、須崎高校での説明会では、生徒数の減少と高知市へ通学する生徒が多い高吾地域

には、活力ある学校が必要であるという御意見。須崎高校と須崎工業が統合すると、どの

ような学校になるのか、統合後の学校のイメージが湧かない、統合してどのような高校を

目指すのかといった御意見。 

 12ページから次の13ページにかけてですが、新たな通学路の整備など震災への対応に関

する御意見もいただいておりますし、統合について、13ページでありますが、統合につい

て生徒の意見が大切であるやパブリックコメントについての御意見。最後に記載になりま

すが、これからかかわる世代である小中学校の保護者への説明、情報提供してもらいたい

といった御意見をいただいております。 



- 40 - 

 こうした両校での説明会の中でも御意見をいただいておりますが、なぜ須崎高校と須崎

工業の統合が必要なかについて御説明をさせていただきます。 

 10ページをごらんいただきたいと思います。 

 まず、生徒数の大幅な減少については、県全体での公立中学校の生徒数の減少が続くと

ともに、旧高吾地域においても、10年後の平成35年には、現在と比べると250人程度減少

し、その後も生徒数の減少が続いてまいります。 

 下の公立中学校卒業者数の推移では、両校への進学者の７割を占めております須崎市、

津野町、中土佐町の３市町の生徒数の推移も記載しておりますが、３市町の生徒数も10年

後には100人程度減少することが見込まれております。 

 こうした地域の生徒数の減少を踏まえた県立高等学校再編振興計画の基本的な考え方の

案では、高校教育の維持をしていくための適正規模を県全体としては１学年４から８学級

とするということを基本的な考え方として位置づけているところでございます。 

 次に、須崎高校と須崎工業高校の統合の必要性について御説明させていただきます。 

 地域の生徒数の減少とともに、現在、地域の中学校卒業者数のうち５割程度が高知市な

どの高校に進学していることから、両校を単独校として継続した場合、下の両校の学校規

模の推移にありますように、両校とも１学年２学級規模の学校になることが想定をされま

す。このため、両校を統合することによって、学校の適正規模を維持し、教育環境を整備

する必要があると考えているところでございます。 

 また、南海トラフ巨大地震への対応については、高知南中高と高知西校の統合に関する

検討案で御説明したとおり、全ての学校で取り組むべき重要な課題であり、まずは命を守

る取り組みを進めているところでございます。 

 しかしながら、須崎高校については、その立地条件から、最大想定で７メーターの津波

浸水、地震発生後28分での30センチ高の津波の到達、漂流物などの被害による学校の早期

再開は難しいといった大きなリスクが想定されており、こうしたリスクをできる限り少な

くするためには、適地への移転が必要であると考え、須崎工業高校との統合についてたた

き台として示したものでございます。 

 11ページをごらんいただきたいと思います。 

 次に、両校の統合後の姿について御説明をさせていただきます。 

 両校の統合により、高吾地域において進学から就職まで生徒の多様な進路希望に対応す

るとともに、部活動などの活性化により活気あふれる取り組みができる拠点校として適正

規模を維持し、将来にわたって安心して学ぶことができる教育環境を整えていかなければ

ならないと考えております。 

 普通科と工業科が連携することで、大学進学にも対応できる学力を保障するとともに、

体験的な活動を通じて、勤労観、職業観を養うことで、進学から就職まで生徒の多様な進
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路希望に対応できる学校として、進学指導では習熟度別授業の実施やきめ細かなカリキュ

ラム編成により、今まで以上の大学進学につなげていくこと。就職の面では、工業科と普

通科の連携を通じて基礎学力の定着を図ることなどにより、生徒の希望に応じた就職選択

につなげていく取り組みが必要であると考えております。 

 また、防災教育での地域との連携やドラゴンカヌー大会に代表されるような地域おこし

活動も継承し、積極的に地域貢献にも取り組むことで社会性や協調性を育成し、地域を支

える人材の育成や部活動でも生徒の希望に応じた多様な部活動の充実を図り、特別活動な

ども通じて、生徒が切磋琢磨できる環境をつくる必要があると考えております。 

 最後に、両校の統合の進め方について御説明させていただきます。 

 まず、統合に当たってのハード面の整備については、現在の須崎工業高校の校舎の増改

築や設備の更新、グラウンドの拡張などによる学習環境の整備や地域の防災拠点としての

活用を見据え、新たな通学路の整備について、学校の関係者や地域の方々の御意見もお聞

きし、また地元の須崎市とも協議しながら具体的な検討を進めていく必要があると考えて

いるところでございます。 

 また、両校の円滑な統合に向けた取り組みとしまして、生徒の皆さんが安心して学べる

よう、しっかりと対応していかなければなりませんし、統合に向けて両校の学科の特色を

より明確化するために、須崎高校は３学級規模の普通科に改編するとともに、須崎工業は

３学科への学科改編を行う必要があると考えております。 

 今回の統合のように、目指す方向が異なる学科が融合するには、時間をかけることが必

要ですので、統合前から防災教育や部活動などの教育活動で、例えばボランティア活動な

ど生徒会活動の連携や部活動での合同練習の推進といった両校の生徒が連携する取り組み

を実施し、円滑に統合できるようにしていく必要もあると考えております。 

 統合後の新しい学校は、高吾地域の新しい拠点校として、学校関係者や地域の皆様への

情報提供に努め、地域の中学生や保護者から期待される学校、進学したいと思える学校の

実現に取り組んでいかなければならないと考えているところでございます。 

 長くなりましたが、説明については以上でございます。よろしくお願いいたします。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を行います。 

◎坂本（茂）委員 この資料は教育委員協議会で使われたものということですので、そこ

で出された意見も踏まえて、ちょっと詳細をお聞きしておきたいのは、１つは、４ページ

に、四国他県の状況が出されています。四国他県でも、都市部において１学年６学級以上

維持しているということなんですけども、維持しているのは平成26年度の入学定員で、こ

こらのそれぞれ徳島、高松、松山において10年後はどういうふうな想定がされてるのかと

いうことをお聞きしたいのと。 

 委員の中から、その都市部での全国水準を維持せよというような意見が出たということ
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なんですけども、県庁所在市で６学級維持ということについて、どこの県庁所在市もそう

いった形の方針で、将来、10年後、それを見直すとか、10年後にわたっても６学級維持を

していくんだというふうな方向性で全国の県庁所在市では議論がされているのかというこ

と。 

 それとあともう一つは、公立、生徒の減少の推測の関係で、公立中学校の卒業者数とい

うことで想定がされてるわけですけども、例えば小学校卒業者で私学へ進学する方もおい

でるわけで、そういった方はのいてるわけですね、この公立中学校の卒業者ということ

は。じゃあ、私学の例えば想定数というのは現状のままで推移するだろうというふうに想

定されてるのか、私学も縮小するだろうというふうに想定されているのか。その上で、こ

ういう想定になっているのかというのが３点目。 

 ４点目に、資料の中で説明された６ページのなぜ南中高なのかという中に、産業系専門

高校の関係、学び直しの場の関係、進学拠点校、こういう形で絞り込んだというふうに思

われるんですけども、じゃ具体的にその校名を入れてこの絞り込みがされたのか。例えば

新聞なんかでは学び直しの場は北高であるとかというふうな形で出てますけども、高知市

内の高校で全てこの３つに分類していくとどういうふうに分類されて、南だけが分類され

なかったというふうなことなのかどうか。その４点、資料の関係でお聞きしようと。 

◎小野高等学校課企画監兼再編振興室長 まず、１点目でございます。 

 四国の他県３県、この10年後の想定でございますが、同じようなパターンで高校の再編

計画をやってるわけではございませんので、聞き取りの話になります。ただ、他の３県と

も、当面はその生徒数は確保されると、高知とは状況が違っておるというところで、その

学級規模が維持されていくだろうという、それは聞き取りでございます。他県３県での話

でございます。 

 ただ、10年後に必ずこうなっておるという想定はされてるものではございませんけど

も、当面は６学級ということで維持されていくということでの聞き取りでございます。 

 また、全国の県庁所在地全てで議論されているのか、全てその47都道府県全てというこ

とではない部分もございますが、多くの県庁所在地においてその６学級以上というものが

現状として維持、ただ市町村の合併統合がある関係で、その６学級以下の学校がある県庁

所在地の市町村も当然ございます。周辺、もともと小さかった市町村が一緒になった場合

に、そこに残ってる学校はちっちゃい規模のままというのはありますけども、もともと人

口の多いところにおいてはやはり６学級以上というのは基本的には維持をされておるとい

うふうに聞いております。 

 また、その私学の推計でございますけども、例えば12ページでございますが、10年後に

つきましては、私立中学校の卒業者数を現状程度というふうに考えての推計をしてござい

ます。 
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 こちらは過去３年間での進学状況、進級状況から推計をしてございますので、私学につ

いてもこの３年間の状況から10年後、言えば今と10年後については変わらない状況という

ことでの推計をしてございます。ただ、20年後になりますと、なかなか私学の推計という

のはできません、しづらいところもございますので、私学についても一定数減少がするの

ではないかというところで20年後については推計をしているところでございます。 

 また、４点目でございます。 

 その想定に当たって、学校名を入れて具体に想定をしたのかということでございます

が、当然、内部で検討していくに当たっては、学校名ということで検討しましたけども、

それで残ったのが南だけなのかということではございません。当然、幾つかの学校がこう

いった中に分類されてる中で残ったのが南だけかということではなく、幾つかの学校が、

これに該当しない学校もあるんではないかというふうに考えておるところでございます。 

◎坂本（茂）委員 幾つかの学校がこれに当てはまらなかったということであれば、その

幾つかの学校を言っていただけませんか。 

◎中澤教育長 そういう一つの物差しではかっていったときに、複数の学校が残りまし

た。別の要因で、ファクターで言うと、例えば南海地震対策があるというようなことで、

南だけが残ったということです。 

 そのほかにどこがあったかというようなことは、非常にまた慎重に扱いたいと思いま

す。といいますのは、皆さんそれぞれ母校愛を持ってます。いわゆる情の部分でございま

す。それから、地域の方々も地域愛があります。幾つかを出すと、その学校間で対立が起

こったり混乱が起こったりするおそれがありますので、そこは御容赦をお願いしたいとい

うふうに考えてます。 

◎坂本（茂）委員 それを言うなら、もう起こってるんですよね。もうこうやって南と西

が出た以上、それは起こってるんですよ。ただ一方で、委員の中からもですよね、その消

去法でいったときの思考回路を説明してあげたらというふうに言ってますんで、そういう

意味でいうたら、こういう３つの分類でやったと。ほいで、そのとき複数残ったと。ある

いは南海地震対策でいうたらこれだけ、複数あったと。そういう中で、トータルで判断し

て南になりましたというふうに言わないと、逆に言うと、それは言われるように、非常に

各学校とも母校愛があって、極めてナイーブな問題であるというのは、それは思います。 

 けども、こうやって出た以上、出された学校にとって、説明を求めるとしたらやっぱり

そういう求め方いうのは出てくると思うんですよね。それに対して、じゃあほかの学校の

ことには配慮して、南も最後はもうえいやあで南なんですよと言われても、そこはなかな

か理解できん部分があるんじゃないですか。 

◎中澤教育長 確かに、そこは説明をどういうふうにしていくかというのがあると思いま

す。それで、幾つかの、保護者の方から複数案を出さないのかというお話がありました。
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そのときの複数案というのは、例えば南を存続する案も含めてといったような形の案ある

いはその統合の仕方も含めた複数の案なのか、それともＡ校とＢ校、Ｃ校とＤ校というよ

うな複数の案なのか、ちょっとそこがわかりにくいところが、正確に把握してませんけれ

ども、ただ単にしらったの段階でＡ校とＢ校の案、Ｃ校とＤ校の案を出して、さあどっち

がいいでしょうというような形の求め方というのは、先ほど私が言いましたように、対立

と混乱を生むからそれは避けるべきだと思ってます。 

 ただ、坂本委員がおっしゃいましたように、なぜ西と南になったかというところについ

ては、少し説明の仕方なりを考えながら、御理解をいただく上で、どこかある程度踏み込

む必要があるのかなというところでございます。それはちょっと思考形態としては今、先

ほど申し上げましたように、こういう形でこういう物差しで見たときに、こうで幾つか残

るので、別の物差しもあるという形でいって、最終的には南と西ということになりました

よということなんですが、その過程のことをどこまで御説明していくかというのは非常に

テクニカルなもんがありますので、今おっしゃったことを全部否定するわけではございま

せんけども、少しそこは出していき方というものを考えていかなければならないというふ

うに思ってます。 

◎坂本（茂）委員 それは、委員協議会の中でも、そこは丁寧に説明するようにという意

見も出てるわけですから、その出し方は教育長が言われるような配慮ということも含め

て、今後、御説明をしていただけたらというふうには思います。 

 それと、四国他県の６学級維持の関係と都市部の関係ですけども、それほど高知だけが

急速に少子化が進むのだろうかと。例えば今説明があった四国３県でいけば、ほかの県は

生徒数は維持されるだろういうけど、ほかの３県は全然子供が減らんのんかというと、決

してそれはそうじゃないだろうというふうに思います。 

 ただ、学校再編の議論の仕方としては、高知と違う仕方であるから、そこはいろいろ比

較のできない部分はあるかもしれんので、そういうことはあるかもしれません。ですから

そこの部分なんかも比較する以上はやっぱりできるだけ比較しやすい議論の材料を出して

いただかないと、なかなか我々も理解できん部分もあるということです。 

 それともう一つ、都市部という場合に、ただ都市部といっても私は県庁所在市の中でい

うたときに、例えば高知県と同規模県とか、あるいは生徒数が同規模生徒数の県庁所在市

とか、そういうところと比較してみる。全然違うような大都市部と比較しても意味ないで

すから、そこら辺をもう少し知りたいという意味でお聞きしましたんで、もしそこがわか

れば御説明をいただきたいということです。 

◎中澤教育長 一つ、前提として、今、高知県が再編振興計画をつくってます。つくろう

としゆうわけですけれども、これは現在のやつが25年度までの計画で次に移っていくと。

つまり、現在、平成15年から取り組んできた高知県の再編計画があって、それの次の計画
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としてつくってます。ほんで、どこの県も大体２期目に入っとるわけです。１期目の取り

組みの仕方によって、現在の状況が各県によって随分違うんですね。高知県の場合は、現

在の計画では過疎地域の生徒数の減少をどうするかということで対応してきて、中央部に

ついては、生徒、統合せずに学級数の減少だけで対応してきた。ほかの県に行くと、ちょ

っとその対応が違うと思いますので、今、坂本委員がおっしゃったようなことを説明する

とき、そこも含めて多分御説明をしなきゃならないかなと思ってるところです。。 

◎坂本（茂）委員 あと、ちょっと最後のほうにあったんですけども、生徒さんたちへの

サポートの問題、南中高の生徒が安心して学んでいただくための取り組みというのがある

んですけれども、これが非常に何かむなしい言葉の羅列のような気がします。こういうこ

とを再編案を出されて、今後学力向上について頑張りなさい、特別部活動なんかも頑張り

なさいというても、じゃほいたらどう頑張ったら、ひょっとしたら僕たちの学校残るんだ

ろうかと。もっと発展するんだろうかというふうなことが示されていたら、頑張ろうとい

う気にもひょっとしたらなるかもしれん。けど、まあ言うたら、なかなかそこへ至らない

中で、じゃあ学力向上面でこんなサポートしますとか、あるいは部活動面でこんなサポー

トします、学校の特色生かした教育活動をこういうふうに充実させますという言葉が私は

非常につらいもんがあります。 

 県はこういうふうに言ってますよということをよう説明せんですね、これでは、そこら

あたり本当にどんなふうに考えられてるのか、教育長、ちょっと。 

◎中澤教育長 まず、私どもは統合をするという前提で物事を考えてます。そうしたとき

に、今の案はですね、統合するときに学校を募集停止して生徒数が減っていきます。そう

すると、そのいわゆる移行期間というのはまさに教育環境としてはなかなか厳しい状況が

絶対に出てくることは間違いない。そのときに、そこに在籍する生徒さんが犠牲になるよ

うなことは何とか避けなきゃならんと。そのために、その移行期間に、例えば南に在籍す

る生徒さんのためにできる手だては一生懸命やっていかなければならないという、こうい

う思考形態でこの委員協議会に出したペーパーはつくっております。そういうことで考え

ているところでございます。 

 ですから、現実の問題として移行期間中はなかなか私どもは教育環境を整えると言いな

がら、難しい教育環境がそこで生じてしまう。そこは期間的にはできるだけ短い期間で、

だけれどもそこにきっちり手を打っていかなければならないという考え方でございます。 

◎坂本（茂）委員 最後に、さっき言うような、いわゆる絞り込みの基準がある以上は、

どんなことをしても南の移転存続の可能性というのはありませんよということなんですか

ね。あるいは、例えばこういう条件をクリアすれば移転存続の可能性もありますと。そこ

に向けて、例えば生徒、保護者、教職員が一体となって頑張っていくというふうなことも

可能性としてありますというようなことはあるのかないのかというたら、どうなんでしょ
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うか。 

◎中澤教育長 論理的に言えば、それはないことはないんでしょうけれども、これからの

高知県の高等学校のあり方を見据えたときには、それはないではないかと私どもは思って

おります。といいますのは、何といいましてもあの津波の問題が出てきました。確かに、

中学校ができてから期間も新しいのにという御意見もそのとおりだと私も思います。しか

しながら、あの３・11を見たときには、やっぱりもうその価値基準を変えなければならな

い。特に、南は３メーターで、そのほかの例えば宿毛だとか清水なりに比べれば、津波高

は低いんですけれども、１つは長期浸水、それからもう一つどうしても忘れられないのが

あの気仙沼の津波火災でございます。ああいうことが起こるかもしれない、現実に私ども

はあれを映像で見ております。見ておって、そこにじゃあ学校を置いたままで教育行政本

当にするんですかと。私は自分が今の教育委員会の事務局長として、あるいは教育委員と

しての立場で絶対にそれは避けたいと思います。ですから、そういう意味で、坂本委員が

おっしゃいましたほかの可能性はあるのかといったときには、なかなか難しいなと。 

 それからもう一つは、じゃあ高台に移転すればええではないかというお話がありますけ

れども、１つは、高知市、中央部においても生徒数がどんどん減ってきておる中で、新た

に高台を開発してそこに移転をして、小規模になっていくことがわかっておる教育環境の

中で公費を投資してやりますかと。 

 実は、今回は、前期の実施計画ということで出してますが、つまり学校の統合は高吾地

域とこの中央部で出てますが、じゃあこれから先、さっきの高知県の全体の生徒数を見た

ときに、東部はどうしますか、幡多はどうしますかということも次のテーマとして必ず上

がってきます。そうしたことも考えていくと、やっぱり私どもは今つくっておるたたき台

のほうが一番高知県の実態に合っているのではないか。情においては大変忍びないんです

けれども、少々角が立っても智に働いて未来を見据えて大所高所から判断をせざるを得な

いのではないかというふうに考えているところでございます。 

◎坂本（茂）委員 ただ１つ、気仙沼の問題を言われて、それは私らも同じです。津波火

災の危険性というのは私も議会で津波火災の問題を質問したぐらいですから。ただ、そう

いう津波火災の危険性から逃げる環境を整えるということが必要やと思いますし、だとす

れば移転存続という選択肢を例えば実現するために、今いろいろ言われた問題もあるかも

しれんけれどもどうなのかという議論していた経過とか、あるいは県民の皆さんに納得し

てもらうこと、そこは必要になってくるだろうと思いますね。 

 一方で、津波火災と向き合っている県民もいっぱい住んでるんですね。確かに、未来の

ある子供たちをそれから守りたいというんであれば、やっぱり県民も守るということで、

そのことは一緒になってやるぐらいの決意を県と一緒になってそれは示していかないと、

あそこに住んでいる住民もそうですし、ほかの津波火災に向き合っている県民に対して
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も、それはやっぱりきちんと説明していくことやと思います。 

◎中澤教育長 そのことはまさに今回の県議会の中でも、そういうたしか議論が出ておっ

たと思います。それはもう県政として当然向き合うていかなければならない。つまり、今

まで幾つかの３・11以降、いろんな対策をとってきておりますけれども、その津波火災だ

とかいったことに関してはリスクがあるということがわかっているけれども、どういう対

応すれば完璧かというところまではいっていない。正直そうですね。その中で、できるだ

けリスクを減していく努力というものをこれから県政としてしていくべきだというふうに

思ってます、それは。 

◎米田委員 ４ページの県立学校の教員配置状況のところで、１学年６から８学級と、４

から５学級の比較をしてますけど、これは当たり前よね、７学級、８学級という大きい学

校もたくさん入ってるわけですから。私たちがこの間、本当にいわゆる教育行政側が適正

規模と言われる数をですよ、県全体としてとかいうことで下線引っ張っちゅうけど、そん

な、へこすい理屈ではなくて、４学級から８学級は適正規模ですよということを打ち出し

てきたことから考えたときに、そしたら実際上、１学年６学級ではこうですと、１学年４

学級はこうですという、僕は比較をしてもらいたい。そういう比較しちょれば、いただき

たいというふうに思います。 

 それから、南の先生、保護者も言ってますし、後でもあれですけど、この去年の振興計

画の保護者とか生徒のアンケートをとった中で、高校とか中学校の進学で部活動とかいう

のはいろいろあっていいと思うんですよ。しかし、部活動するために、行きゆうがじゃな

いという子供がたくさんおるんですよ。それが圧倒的なんですよ。それをわざわざです

よ、こんなクラブ活動ができる、こればあ所属が入っちゅうというね、私はこういう資料

を出して、情けない、教育委員協議会がそれで納得すると。出すほうも出すほうだと。率

直に思いますよ。今説明されましたけど、多いのが当たり前のことやないですか。８学級

おるところは入る人も多くなるのは当然ですよ。ほんで、ちっさな学校に行ったら、ちょ

っとちっさい規模の学校に行ったときに、こんなスポーツがないきこっち行こうとかいう

ふうになったりする。それは子供たちの選択であるわけですから、しかしそれは決定的な

問題ではないし、それをわざわざ４学級ではだめだ、６学級でないといかんという、そう

いう根拠材料として、僕は持ってくるのはどうかと。 

 それと、今ほかの四国３市の話されましたけど、本当これは僕はこういう資料の出し方

いいですかと思うんですよ。それぞれの県の教育実情、県民の状況があって、高知県は頑

張って郡部の山間校を守ろうと、東の子を守ろうというて１学年１学級20人以上とかいう

方針頑張って出しゆうわけですよね。そういう全県的な取り組み状況も全く抜きで、今現

在こうですというだけを出す資料の提供の仕方が、僕は保護者は納得せんと思います。何

だそれは、この資料はというふうに思うんですね。 
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 それからもう一つ、結局６学級ということでいくと、平成45年も統廃合となりますね。

20年後さらに減りますから、６学級を規模、適正規模、高知市はこれを維持堅持するとい

うことになると、統合ということは視野に入らざるを得んわけよね。腹くくって、そうい

う話をされてるのか。適正規模という話をね、それを聞きたいです。 

 それと、吉良議員も本会議で質問させてもらいましたけど、はっきり答えてもらいたい

のは、去年２年かけたこの再編振興検討委員会、この中には、適正規模は高知市とか中央

部とかいう、そんな限定はどこもないです。県全体としてというのもどこもないです。こ

こに出ちゅう適正規模と言われるものは４から８学級でしかないんですよ。しかもです

よ、４学級含めてですよ、今後も生徒の個性や能力、進路希望などの多様化に対応した習

熟度別指導ができると、総合選択制等による弾力的な教育課程も編成できると、きめ細や

かな指導も行えると、１学年４から８学級ですよというて、ここは述べたわけです。 

 この委員会はどんな委員会かいうたら、委員会で何回か議事録見ましたけど、委員の中

でいろいろ意見が出てましたけど、そういう経過で来たのに、突如として高知市、きょう

は高知市と書いてますけど、今まで中央部という話でしたけど。そこらが非常に曖昧だと

思うんですけど、それやったらなぜ４から５学級は適正規模ではないということを言わん

といかんじゃないですか。その整合性、どうなってるのかということと。 

◎梶原委員長 米田委員、質問数が多いんで、一度区切りませんか。答弁も。 

◎米田委員 はい。 

◎中澤教育長 まず、この３ページの３でございますけれども、１学年６学級を維持する

意義で、（１）、（２）、（３）とあります。１つとして、この中にその部活の問題、そ

れから部活だけではなくて、特別活動なども通じて社会性や協調性の育成、互いに切磋琢

磨できる環境づくりがありますと、こういうふうに言ってます。 

 これが絶対のものとは何も言ってません。本会議でも言いましたように、幾つかのファ

クターがあって、そのうちの一つとして部活もありますという説明をしてます。部活も、

学校教育活動の一環です。その中でよりよい部活ができれば、部活の中で精神的に、肉体

的に、生徒が大きく成長することも確かでございます。ほんで、それだけのことを言って

いるわけではございません。全体の中の一つとして言ってます。総合的な判断をしたもの

でございます。 

 それから、四国の３県の状況なんですけども、先ほどちょっと坂本委員との議論の中で

もお話がありましたけども、今の１次の計画がどうなっておって、次がどうなるかという

のが県によって多少違いますよということがあります。今、米田委員が言われましたよう

な形でそれぞれの県でもっと詳しく全体の過疎地域も含めてというお話もありましたが、

例えばそういう出し方もあるんでしょうけども、ここは県都はどうなのかということで、

委員協議会で協議をするための資料でございますので、少し視点が違ってますので、この
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中ではそういう形になってます。 

 それから、学校の適正規模に関しては、検討委員会の中で県下全体を見据えた形で４学

級から８学級が適正規模という形で報告をいただいてます。報告をいただいたものを受け

て、我々はどう考えるかということで基本的な考え方を改めて考えたときに、県下全体で

見たときには４から８学級でしょうけれども、この中央部においては６学級以上つくるこ

とができるから、そのほうがいい教育環境ができるから、この中央部では６から８学級に

しましょうということで、我々が今その議論をしておるところでございます。 

 基本的な考え方の案として、それも教育委員協議会で議論をしてきて、検討委員会から

いただいたものを若干修正ではないですね、中身を少しさび分けをして考え方を再整理し

たものがその６から８学級というのを維持することが望ましいという基本的な考え方とし

て出しとるわけです。改めて、４から８学級ということで報告いただいたけれども、その

考え方をもう少し具体的にやっていこうとしたときにはこういう考え方がいいでしょうと

いうことで、今我々がまとめようとしておる基本的な考え方です。 

 それから、20年後の話ですが、今の私どもの考え方でいけば、将来、例えば20年後にな

るのか30年後になるかわかりませんけれども、またその段階において統合するかしないか

の議論はまた当然出てくると思います。 

◎米田委員 例えば部活動についても教育活動の一環というのはようわかっちょります。

でもね、最低適正規模は６学級以上ですよと、４学級以上ですよという判断するときに、

体育部の活動でどればあやりゆうかということはそんな違いじゃありません。少ない生徒

の中でも、東の何とか高校から出たりとかしゆうわけですから、それをもってして、高知

中心部は６学級以上じゃないと適正規模とは言えませんと、言う材料、根拠にするような

もんじゃないんじゃないですかと。４学級しかない高校において部活動もでき、頑張り、

入部される方もふえたりしゆうわけですよね。いろんな努力によってね。ですから、そう

いう一つの例としてですよ、６学級以上でないと適正規模と言えないという理由に出てき

ちゅうから、そういうことをメリットとして出してくる、決定的な判断材料で出してくる

のはおかしいんじゃないですかと。 

◎中澤教育長 決定的な要因とは言ってません。 

◎米田委員 決定的要因の一つでしょう。 

◎中澤教育長 （１）、（２）、（３）とありますと、それを総合的に判断して６学級以

上が望ましいと言ってます。さっきもそのように説明しました。 

◎米田委員 １、２、３、４と４つあったら、決定的な４つの一つなんですよ。根拠の一

つなんですよ。子供たちがクラブ活動どれほどできるかという根拠を一つ、それを理由に

して、６学級規模がいいですよと、４学級はだめですよと、高知市の中心部の子供は。そ

んなこと誰も言えんじゃないですかということを私は言った。 
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◎中澤教育長 ４学級がだめですとは一言も言ってません。６学級以上がより望ましいと

言ってます。 

◎米田委員 それと、何かこれ、検討委員会の報告はですよ、県全体で考えたときという

意味じゃなくて、どこに子供たちがいても教育行政が責任を果たさせる、しかも一番切磋

琢磨する量的な人数が４から８学級だと言うてるんですよ。私が聞きたいのは、そしたら

高知市中心部は４学級いかんというて教育長言うわけで、望ましいとしか言やせんわけで

ね、だから４学級でもやりたいね、そういう選択肢を残してほしいという声がずっとある

中でですよ、決定的な違いはないわけですから、だから僕らの受けとめは統合をせざるを

得ないということを打ち出すために、望ましい学級は６以上ですよというのを持ってこざ

るを得ない。そういう判断が僕は働いてるという疑念がありますし、だからそういうこと

をなおかつ言ってるわけですけど、中央部、高知市は６学級でないといかんよという結論

はいつの時点で誰が出したんですかね。 

◎中澤教育長 まず、検討委員会からは適正規模は４から８学級ということで報告をいた

だいてます。今、我々のたたき台の中の基本的な考え方も４から８学級なんだけれども、

中央部においては生徒数を集めることができるから６から８学級が望ましいと言っておる

のは、検討委員会の報告と方向性が違うとは思ってません。同じベクトルの中にあってさ

び分けをしてるものでございます。 

 これがいつごろそういう話になったかというと、去年の12月ぐらいだと思います。基本

的な考え方の取りまとめを教育委員協議会の中で、そういう話が出ましたので、たたき台

としてまとめましたので。 

◎米田委員 だから、今保護者や子供たちが言ってるのは、それは人が多かったらそれで

ええかもしれんよと。高知市は望ましいのが６学級以上ですよと。しかし、現状は、現在

のまま学校を残しても、４学級と５学級のところができると。しかし、それは当初から出

発時点であるように、適正規模の中に範疇に入っちゅうじゃないですかと。もしそこに、

生徒多いときと比べて教員の手が足りんとなれば、県の独自の教育環境の整備の視点もあ

るわけですから、そういう努力をしていただいたらええというのが皆さんの思いなんです

よ。 

 だから、６学級のために４学級か５学級になるところをばっさり削って６学級を維持す

るという、そういう選択肢ではない、そこに皆さん納得し切れない問題があるんですよ。

１校や２校、４学級、５学級残ってもいいんじゃないですか。 

◎中澤教育長 確かに、南の中高の生徒さん、保護者の立場から考えますと、当然母校に

対する愛着がございますので、そういうお考えが出てくるのも私はある面自然なところが

あろうかと思います。しかしながら、全部の学校がそういう小規模なものになっていった

ときに、今、米田委員も言われましたように、幾つかの要因でこう、問題があってこうい
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うふうにしてますので、じゃあそれで絶対だめかといえばだめではないが、小さな学校規

模でやっておると、さまざまな面で課題が出てくる、問題が出てくる、これは本会議で私

ボディーブローのようにきいてくるという話は差し上げましたけれども、だんだんきいて

きて、活力がなくなっていくおそれがあるんです。ですから、よりよい環境整備をしなけ

ればならないという思いで、今たたき台をつくって議論をしてるところでございます。 

◎米田委員 確かにね、教育行政も大変ですけど、子供が減ることによって、学校、教員

全体減らざるを得んけんど、それ以上に教育行政も、お金も人も出してという同時のやっ

ぱり苦労、痛みというか、分かち合うというか、やっぱりしていかんといかんわけで、教

育長が言われるように、全部が小規模になったらいかんという、僕は全部が小規模にって

一つも言うてないのよ。６学級だったら、そろったらええけど、たまたま４学級、５学級

のところが残る。そしたら、それを残してくださいよと。学校の選択の幅をそのまま残し

てくださいということを言ってるわけじゃなくね。 

◎中澤教育長 そのお考え、お気持ちよくわかります。ただ、この生徒数の減少を見てみ

てください。生徒数を減していって、じゃあ一定の規模のところは残していこうとする

と、特定のところの学校の規模をちっちゃくしていかなきゃなりません。例えば南でいい

ますと、今６学級ですけれども、これをじゃあ４学級にしますよ、大きなところを残して

いこうと思うたら、じゃあ３学級にしますって、だんだん特定の幾つかの学校が学校規模

が物すごく小そうなります。そうなれば、その学校はなくなっていきます。現実の問題と

して。そういう現実の話があるから、統合してやってったほうが将来のためですよという

考えで取りまとめたもんでございます。 

◎米田委員 例えばこの平成34年度ですよ、これでいくと10年後までやれるじゃないです

か。 

◎中澤教育長 今の計画がたたき台で統合が完了するのが平成34年か35年ですよね。大方

10年かかるんですよ。その後、まだ減っていくんですよ。だから、その先も見据えて、私

どもは10年後のことを言ってますけれども、20年後はこうなるということがわかってます

から、それも念頭に統合計画を考えてるところでございます。 

◎米田委員 教育長は20年後のカウントで、僕もそう思うんですけど、教育長言われまし

たよね、上田委員の質問に答えて、南高校、26年前につくったときにもう減ることわかっ

ちょったじゃないかと。しかし、わかっちょりましたが、そこにおる子供たち１年、２年

のことを考えてやりゆうわけですからね、今おる子供たちが10年、20年後減っていくけ

ど、まだこれから引き続き検討したらいいわけですよ。しかし、当面、今の教育環境を維

持しながら、改善もしながらやってくださいという父兄や県民が現にいるわけですから、

だからそこにやっぱり力を注ぎながら、当面はしのいでいくという判断も僕は十分すべき

ではないかというように思うんです。 
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◎中澤教育長 ちょっと補足させていただきたいんですけども、上田議員の御質問は、県

立中学校、南中学校をつくったときにはもう生徒数が減っていくということがわかっちょ

ったじゃないですかということなんですね。高校をつくったときには当時の県計画では人

口ふえていく想定でしたので。中学校をつくったときは確かにもう生徒の減少が見えてま

した。平成14年ですから。それで、おかしゅうないかえというのが御質問の趣旨であった

と思います。そういうふうに思われてる御父兄の方もいらっしゃるかもしれません。それ

こそ、南海トラフ地震で環境が変わったんです、そこで。ですから、南については確かに

そのときにはもう生徒数が減少する中でも、県立の中学校という選択肢を置きましょう

と。それは南でやっていきましょうと。いや、受験エリート校をつくるんじゃないですよ

と。６年間の一貫教育の中で新たな教育をやっていきましょうということでやってきたん

です。 

 最初は４学級でした。それを生徒数の減少に合わせて、今３学級ですね。これからも減

ったら、まだ減さなあかんでしょうけども、この南海トラフ地震対策を考えたときには、

当時の考えたことが根底からひっくり返される状況が起こってきておると。こういうふう

に私どもは考えてます。 

◎米田委員 それと、適正規模の問題では、３年前ですかね、教育委員会がアンケート調

査をやられてますよね、何千人のね。 

◎中澤教育長 はい。 

◎米田委員 この検討委員会でも提出されてます。これ見ても、子供たちも保護者の方

も、１学年２学級から３学級が38％、４学級から５学級が35％、中学生の場合ね。だか

ら、６割から７割がこういう規模でやりますよと。よくわからんということがあるかもし

れませんよ、中学、高校生ですからね。しかし、そういうアンケート、子供たちの実態、

保護者の実態調査もやられてるわけですから、私はこういうことから見ても、今出してる

方向はこういうアンケート結果からも本当に沿うてるのかというように思いますよ。 

 それから、さっき部活の話しましたけどね、確かに重要な教育活動であることは私らも

もちろんわかっちゅうわけですけど、例えば通学の便利さが高校生の回答では一番です。

42％。ほんで、就職や進学の実績で35％、学科やコースの内容で学校を選ぶという、こう

いう順番になっちゅうんですよ。部活はそのずっと４番目か５番目なんですよ。だからと

いうていう意味じゃないですよ。けど、そういうことからも、６学級あったらもっとこん

なことできますよという資料としてわざわざ出すことが極めて恣意的ではないかというふ

うに思うんですけど。このアンケート結果から見てどんなふうに。 

◎中澤教育長 中学校は大体高知県は規模がかなりちっちゃくなってます。成長の過程に

おいて、学校規模というのも一定考えていかなければならないと思います。小学校はもっ

とちっちゃくても、それはいいと思います。だんだん社会人になる前の前段としての高校



- 53 - 

生ぐらいの年代のときには、やっぱりいろんな友達と刺激し合って成長していくところが

あろうかと思います。 

 高知県では、いわゆる小さなところで育った、小さな学校で育ってるのが非常に多いわ

けですので、それが普通だと、これが自分たちの環境だと思っておられるところもあろう

かと思います。それは非常に多分居心地がいいと思います。でも、社会人になる前の高等

学校は、できればやっぱり数多くのいろんな友達がいて、その中で刺激をし合う、教員も

数多くのいろんな人間がおります。そういうのを見て、その接触の中で人間として成長し

ていくもんだなと思いますので、いろいろ大きい方が、それは高校生ぐらいになると、よ

り望ましいと考えてます。 

◎米田委員 全然否定するもんでもありませんし、１学年20人以上とかいう話もあるわけ

で、それを言うがやったら、そうした１学年４学級と、ほんなら１学年６学級とどう違い

ますかと言われたら答えれんでしょう。切磋琢磨、人の交流。 

◎中澤教育長 例えば今、高吾では須崎と須崎工業の話が出てます。それから、東部もど

うするか、幡多もどうするかいったときに、そもそもそこではもう４学級を維持するのが

精いっぱいの状況ですよね、これから将来を見据えたら。でも、中央部ではできるんだか

ら、できるのであればそういう環境をつくっていくのが教育行政としての責任じゃないか

なと考えてるんですけど。 

◎米田委員 できるのであればと言うけど、それは一つを潰したらできるという意味でし

ょう。 

◎中澤教育長 潰すという言い方ではなくて、学校を統合すればです。生徒数がふえたか

ら学校がふえたんであって、生徒が減れば学校は減っていくのは自然の摂理です。 

◎米田委員 だから、４学級でもそういう社会的な意識とかそういうのは十分つくれるん

じゃないですかと。だから、適正規模ということを４学級以上さしちゅうわけでしょう。 

◎中澤教育長 だから、４学級でもできないことはないと申し上げております。しかし、

それよりか大きいのがいいから、そういうのができるから、やったほうがいいと、こうい

うふうにお話ししてます。 

◎米田委員 これは統合してまでやるべきことではないということです。それは６学級以

上にしなければにならない、科学的な県民の納得できる、保護者の合意できるそういう根

拠づけではないですよ。それぞれの考え方にしかすぎないというふうに私は思います。 

◎梶原委員長 米田委員、その適正規模の件についての見解は、もうかなり何度も問いま

したんで、また。 

◎米田委員 もうええというか、すれ違うてしもうたき。 

 それと、いつかの教育委員協議会で保護者の意見を聞く場を設けるということも言われ

てましたよね。どんなふうに今段取りされてるんですか。 
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◎中澤教育長 その具体的にどういう形でその保護者の方々と意見交換するかという話は

まだできてません。といいますのは、まだ委員協議会の中で教育委員として大体の方向性

みたいなものがないと、保護者の方ともお話がしにくいと。かえって混乱してもいけない

ということで、今その作業をしておるところでございますんで、それが一段落しました

ら、委員からも保護者の方と話し合いをすべきだという御意見出てますので、そこはまた

その話し合いの場を設定したいと思ってます。 

◎米田委員 これは、そしたらきょう説明してくれた資料とか中身については、まだ委員

協議会の協議途中の最新のいう意味ですか。 

◎中澤教育長 この資料は、委員協議会で協議をした資料をここにお見せをしておりま

す。例えば県民の皆さんに説明するペーパーだとか、保護者の方々に説明するときのペー

パーがこのままいくかと言えば、それはまたわかりやすいようなものも考えていかなきゃ

ならないと思います。これは委員協議会で、このペーパーでもって議論をしてますという

ことできょうは報告をしているところでございます。 

◎米田委員 はい、わかりました。今のところ。 

◎西森（雅）委員 ちょっと幾つか確認をさせていただきたいと思います。 

 きょう、示されてる資料は、先日の委員協議会のときの資料であるということでありま

す。これを委員協議会でも示して議論をしてもらったと、先ほどの教育長の話がありまし

たですけども、それで８日の委員協議会でどこまでの確認がされたのか、それをちょっと

教育委員長にお伺いしたいと思いますけど。 

◎小島教育委員長 当日は、２月の何日ですか、南中高の保護者とお会いして、その意見

を我々お聞きしました。そして、その中で、もう少し詳しくわかりやすく説明すべきとい

うことで、そのために会合を３月８日に持ちました。そのときの題としては、なぜ高知市

内の統合が必要なのかという点と、それからなぜ高知南中高等学校なのかというタイトル

で話をしました。 

 それで、その２つを主に議論をして、そしてこれからまたいろんな形の意見を聞き、保

護者との会合ということもありましたけども、そういう場に臨むに当たっては、やっぱり

一応の意見集約ということをしておかにゃいかんということで、今最終的な決定ではあり

ませんけども、その段階での集約をしたということでございます。 

◎西森（雅）委員 その集約をしたものは、先日新聞にも載ってましたけども、統合は必

要であるということで確認をし合ったということでいいんですかね。 

◎小島教育委員長 はい。その方向性として、統合は必要だと。それから、高知南中高等

学校が西高校と統合すると。この２つは方向性として確認しています。 

◎西森（雅）委員 私もなぜこういった何というか、議論になっているのかと、非常に皆

さん今までの議論もそうですし、前回の２月の臨時のこの常任委員会でも話がありました
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けども、南がなくなってしまうということに対する保護者、関係者を初め不安を持ってる

ということですよね。 

 なぜ、そしたらそれに対して不安を持ってるのかということを考えたときに、どういう

ふうにお考えになるのか、ちょっとそこをお聞かせいただければと思いますけど。 

◎小島教育委員長 統合は２つの学校で、校名がどうなるかにしましても、一つになって

いくわけですが、ただ継続をされるわけですね。ですから、なくなるということではない

と思います。ですから、全部記録も、新たな統合された学校の形にずっと保存されていき

ますので、将来的にはその学校の卒業生とかそういう形になるんじゃないかと思います。 

◎西森（雅）委員 それと、場所の問題もあろうかと思います。ちょっと私も、なぜちょ

っとそういった南高校、特に。 

◎小島教育委員長 これまでの統合した学校の状況を見ますと、同窓会とかそういう名簿

の書き方は別にしましても、西高という名前で統合されますと、事務はずっと西高に引き

継がれますので、残っていきます。 

◎西森（雅）委員 それで、場所の問題もあるでしょうけども、大きな不安というのは、

やはり統合と言いながら片方を廃止していくんじゃないかという、そういった思いを持つ

わけですけども、統合の意味は、先ほどの委員長の話だと２つを言ってみればフィフティ

ー・フィフティーを一つにするという考え方でいいんですかね。 

◎小島教育委員長 基本的にはそういうことだと思います。 

◎西森（雅）委員 そうすると、私もなぜちょっとひっかかるのかということでずっと考

えていっておったんですけども、この２月６日のこれ委員会の資料なんですね。これは１

月27日の教育委員協議会の資料なんですけども、ここでこういう表現を使ってるんです

よ。南高校、南中学校、そして西高等学校の統合の進め方について、こういう表現になっ

てるんですよ。高知南高校を高知西高校に統合するとなってるんですよ。それで、もう一

方の須崎高校と須崎工業に関しては、須崎高校と須崎工業高校を統合するなんですよ。だ

から、本来であれば南高校と西高校を統合するのであれば、南高校を西高校に統合とは言

わないですよね。統合という表現を使えば。南高校をと来れば、西高校にと来れば、吸収

という話になってくるわけですよ、表現的には。ただ、先ほど確認しましたら、委員長は

統合というのはフィフティー・フィフティーだということでしたので、そこがちょっと須

崎工業と須崎高校を統合ということとは違う形でこれ県民の皆様にも捉えられておったの

かなというふうに思うんですね。 

 きょうの資料を見ましたらですね、ここは確かに南中学校高等学校と高知西高等学校の

統合になってるんですよ。須崎工業、須崎高校に関しては同じ、須崎高校と須崎工業の統

合ということになってるんですよね。だから、恐らくこれ教育委員会サイドではもう意識

の中では西高校に南高校を吸収合併するみたいな、そんなイメージで私は進んでおったの
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かなというふうに思ったりもするわけですね。 

 だから、南高校の関係者の皆さんはそれは納得できませんよということになってきてい

るんじゃないかと思うんですよ。ただ、やはり統合というとですね、２つが一つになるわ

けですから、やはりある面では南高校も言ってみれば関係高校でありますけども、西高校

だって関係高校なんですよ、本来であれば。ただ、意見聞いてないですよね、西高校の、

関係者の皆さんには。そこは本当はフィフティー・フィフティーになってないんですよ

ね。だから、きちっとそのあたりももうちょっと丁寧な説明をしながら、例えば新しい高

校にしていく。だから、私、やっぱり一番の不安に思われているのはその先が見えない、

どんな高校になるのというビジョンが示されてないというところに、西高校の充実に関し

ては話してますよ。ただ、南高校と西高校が一緒になってどんな学校になっていくんだと

いうものがやはり示されてないから、県民の方も関係者の方もなかなかちょっと納得しづ

らいねというところがあるのではないかと思いますけども、これに関してはちょっと教育

長に。 

◎中澤教育長 確かに、西森委員が言われることはもっともだと私も思います。先ほど委

員長が統合というのは基本的にはフィフティー・フィフティーだというお話がありました

けれども、３校が一緒になるやり方もありますし統合もいろいろ形態があろうかと思いま

す。今回の南と西の場合は、全くフィフティー・フィフティーの統合とは今私どものこの

たたき台の案は確かに少し違っておると思います。ですから、今、西森委員が言われたよ

うな形で、保護者の方が不安を持たれるというのはある面わかります。 

 教育委員協議会の中でも、ここのところの見せ方なり、ちょっとまた工夫する余地があ

るんではないかという御意見も出てまして、そこは確かに今までこの案でもって私自身が

これは全くフィフティー・フィフティーよとはとても言えるような中身ではない。実は違

いがあるというのは、正直認めざるを得ないと思ってます。それの中で、それをいかにこ

れからどうやってやるかのところの議論がまだ残っておると思ってます。 

◎西森（雅）委員 やはりそこはある面ではやっぱりフィフティー・フィフティーにしな

いといけないですよ。統合ということであれば。それで、いかにどういった学校にしてい

くのかというところを示さないと、南高校関係者の皆さん、それは納得しないと思います

よね。そこをやっぱりきちっと今後やっていってもらいたいというふうに思いますね。 

 例えば学校名をどうするのか、西高校という名前で残った場合、それはもう納得しない

ですよ、南高校も。校歌はどうなるの、校章はどうなるの、校旗はどうなるの、西校のま

んま残ったら、これは統合じゃないですからね、それは、言っておきますけどもね。それ

は吸収合併ですよ。だから、そういう形にするんであれば、もう最初から吸収合併という

ことで話は進めていかないといけないでしょうし、だけど今統合という形で進めていって

るわけですから。それは統廃合という言葉でもないですからね。統合という言葉ですか
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ら、私も統合と統廃合の違いは何だろうと思って、ちょっと辞書をコピーしたりしていろ

いろ調べても見たんですけども、統合という言葉で進めていってるということは、さっき

協議会の中でもそれで確認したということを委員長は言われたわけですので、そこは崩し

てもらいたくないですね。 

 やはり、問題になってくるのは、学校名であるとか、そういったことも問題になってく

ると思いますね。これどうするのか。西校のまま残すのか、南高校にするのか、あわせて

西南高校にするのか、グローバルな形だから高知グローバル高校にするのかとか、いろい

ろ世界に向けるから高知龍馬高校にするとか、いろいろあるかもしれませんけども、だけ

どきちっとやっぱりそこのところを明確に示していかなければ、少子化ですから、全国的

にそうですよ、もう全国的に学校の統合というのはもうやむを得ないですから、もう各都

道府県でも進んでいっているこれ状況ですよね。その中で、高知県もやっぱりやむを得な

い部分というのはあると思いますよね。ただ、その統合したときに、キーワードになるの

は、バージョンアップですよ。グレードアップですよ。この２つの学校を一つにすること

によって、どういったグレードアップしたものを示せるのかどうかという、ここが示され

なければやはりそれは納得されないと思いますよ。単なる吸収だとか、そういった捉え方

になってしまいますから。だから、そこを早く示さないといけないというふうに思います

ね。 

 きょうの資料の中でも、須崎工業、須崎高校に関してはあれなんですよね、今後の姿、

統合後の姿とか、統合の進め方、こういうのは示されてますけども、西と南に関しては、

この統合後の姿だとか、そんなのは全く、必要性は書かれてますけども、その統合後の姿

というのが示されてないと。だから、ここをやっぱり早急にグレードアップしたものにし

ていくんだというところを早急に示すということが大事だと思いますけども、委員長、ど

うでしょう。 

◎小島教育委員長 全くそのとおりでございまして、この統廃合に関する、再編計画に関

する議論の中でも、やっぱり数合わせでなくて、全体的に見ましても、新しい県立高等学

校像をつくっていこうという強い思いがあります。したがいまして、この南中高と西校と

の関係につきましても、バージョンアップした高知県の教育界をリードする学校をつくっ

ていきたいと考えていますし、実は内部でもその議論は教育委員同士でしています。まだ

外には出していませんけども、かなり議論はしています。 

◎西森（雅）委員 人数の問題ですね、量の問題とやっぱり質の問題、やっぱり質をどう

していくのかということをある面では早くそれは示していくということがやっぱり大事だ

なというふうに思います。 

◎梶原委員長 よろしいですか。 

◎西森（雅）委員 はい。 
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◎梶原委員長 先ほどの西森（雅）委員のお話にもあるように、今後具体的な学校の姿

等々を提案していくについて、今までの議論というか、一連のことを見て、これだけなぜ

なのかと言われるということは、やはりその説明が足りなかったということとあわせて、

教育長もおっしゃられましたけども、それは県全体、将来を見据えての教育委員会として

好きで出した案ではないですよね、全くこれは。卒業生、保護者、当事者、生徒にしても

自分の学校がなくなるということはその情の部分では全く理解できるというふうにおっし

ゃられています。その情の部分で、言うたら当事者になってる方々への配慮が少し足らな

かったからここまでのあれになってるんじゃないかなということが今まですごくあるんで

すよ。 

 きょうみたいに、なぜなのかということをこれまで議論してきたと、最初から今の説明

のあり方だったらここまでの議論になっとったかなという気持ちもしますし、その辺は、

今後、その当事者、関係者、そして県民の理解を得る上で、そういう学校がなくなるとい

うことに対する関係する人々への配慮というものを含めて、もう少し丁寧な姿勢というの

を望みますが、お考えはどうですか。 

◎中澤教育長 私ども、統合していかなければならないという方向性についてはかくある

べしだと思ってますが、確かに委員長おっしゃられましたように、この我々の検討状況が

表に出ていったときのその出ていき方が私どもの意図しないような形の反応も出てきたと

いうことで、そういうことを踏まえますと、今委員長の御指摘のとおり、私ども反省すべ

きところがあると思いますし、そこはこれから先、十分留意して取り組んでいかなければ

ならない、大きな反省材料だというふうに思っております。 

◎西森（潮）委員 ここでの意見というのはやっぱり県民の声を反映してね、県民の代表

としての考え方、意見を申し上げてきてるんですけど、やっぱりこれだけ人口が減りね、

対象の児童が減ってくる、生徒が減ってくるということになると、いずれ再編ということ

が出てくることはこれはもう否めない事実なんでね。私らも、母校は小学校も中学校も高

校もないですよ、寂しいですよ。だから、そういう声が出るのは当然だと思うんですが、

ただ高知県の教育に責任を持つのは教育委員会ですから、きょう出たいろんな意見を踏ま

えてね、将来あるべきという一つの方向をしっかりと出してもらうということを願ってお

きたいですね。 

◎西森（雅）委員 先ほど委員長のほうからもありましたですけども、やはり言葉という

のは非常に大事だと思いますよね。さっきの南高校を西高校にとかという、きょうも、だ

けど企画監もそういう表現使ってましたよ。だから、まだそのあたりがきちっと委員会と

して整理がされてるのかどうなのか。委員会として、本当に南高校を西高校に吸収合併す

るみたいな、そういったイメージでもって進めようとしているのではないかというよう

な、そんなやっぱり心配もします。 
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 それは県民の皆さんがやっぱり感じるところだと思いますので、そのあたりやっぱり気

をつけながら、きちっと先ほど委員長が言っていただきましたけども、説明をしていくと

いうことが大事であるというふうに思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

◎坂本（茂）委員 もう一つ聞きたいと思ってたのは、いわゆるなぜ私学の定数の関係を

聞いたかというと、公教育がそこまで担うのかという議論がこの間あってるんですが、統

合高校がＩＢ認定校になったときに、それは私学に影響を及ぼすのか及ぼさないのかです

ね、例えば今まで私学へ進学してた生徒がどっとそのＩＢ認定校の公立高校へ押し寄せる

というふうなことになったとき、その私学の定数の問題いうのは出てくると思うんですよ

ね。 

 だから、そこのところを県はそのこともいろんなことを想定する中で、一つの課題とし

てにらんだ上で議論はしてるのかどうか。 

◎中澤教育長 多少の影響はあるかもしれません。しかし、ＩＢの定数はわずかですの

で、20名ですので、そのＩＢそのものが私学にそれほどの影響は与えないのではないか。

ただし、ＩＢを頂点とした形のグローバル教育ができてきたときには、私学にも多少の影

響は出てくるのかなと。あるいは逆に言いますと、私学に多少の影響が出てくるぐらいの

学校にはしたいなという思いは持ってます。 

◎坂本（茂）委員 そういうふうな思いがあれば、逆に言うたら、私学との議論も一方で

しよらんと、またそこでもよね、いろいろ出てくるんじゃないですか。 

◎中澤教育長 私学の将来の生徒数がどれぐらいになるかというのが、実は私学と話があ

まりできるような状況にございません。多分、私学はそれぞれ学校の経営というものがご

ざいますので、簡単に生徒数を減したりすることはなかなか難しい状況があるだろうと。

これを私学に今どうですかと話をすると、このことだけで全然話がもうまとまらない、数

字が出てこないと思いますので、私学は一応今のままの生徒数で基本的にいくだろうとい

う前提で今回の計画はつくっております。 

◎米田委員 最後に、南へつくったというのは、地域の学校という側面があるわけでね。

それは教育長も言われよったように、例えば併設型の中学校については私たちちょっと意

見を異にしてますけど、例えば県立南中学校に潮江、横浜、長浜のそれぞれの中学校から

中学校全体の何割が行ってると思いますか。掌握してますか。 

◎中澤教育長 中学生の何割かではなくて、南中学校に来ておる生徒さんの45％ぐらいが

その高知市南部の小学校から、校区から上がってきております。高校は２割ぐらいです

ね。 

◎米田委員 中学校の場合、そういう非常に地域性が強い、例えば外進生の高校になった

ときには、全市的、全県的に集まってるという面があるわけですね。ですから、それはや

っぱり西があり、それから東ができ、南ができという経過もあって、教育長も言われるよ
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うに、地域の人々のその思いはわかるということです。ですから、ある意味ですよ、僕は

言葉の問題、捉え方ではなくて、やっぱり事実上統廃合ですよね。その進路に当たって、

皆さんが選択する重要な一つにやっぱり通学、思うわけですよ。教育内容、通学が近いか

どうか。 

 そうなると、１つはやっぱりそういう教育環境が大きく変わります。今までの県立中高

からいえばね。それともう一つ、残念ながら、今の高校の状況、立地状況を見たときに、

やはり程度の問題はずっと残ってきてるわけですから、そしたら南高校を選択してた子供

たちが次どこへ行くかとなったら、東か、岡豊か、東は総合ですよね、普通科でいえば岡

豊かという一つの選択肢。そういうことになるわけです。 

 ですけど、これは非常に地域や子供たち、全体の子供たちにとって選択肢は狭まり、通

学条件が大きくやっぱり変化し、後退していくような側面は十分あるわけですからね。だ

から、保護者のその思いというのは僕はなかなか強いというふうに思うんです。 

 たびたび答えられてますので、デリケートな問題だからということで途中で発表したと

いうふうに言われてましたけど、校長先生にも十分話してもないし、学校の先生も前日の

土曜日にしか聞いてないしいうふうなことで来てますので、本来、デリケートな問題です

し、教育委員会事務局の方の我が子供がですよ、１週間したら受験すると、中高を、その

直前になくなるかもしれませんという実名出したときに、それが本当にデリケートで子供

たちに思いを寄せた、僕は進め方だったかいうことを今でもずっとやっぱり中学校の先生

やいろいろ聞いてもそう思うんですね。 

 ですから、高知市の問題、中央部の問題、判断するときに、まともに高知市内の中学校

長にも意見を聞いてないということはやっぱり問題なんで、僕は今後進め方については、

どういう方向へ行くかは別にしても、今後も検討するに当たっては、やっぱり十分そこは

今回したことについてどう考えるかわかりませんけど、今後手だてはやっぱり十分とる、

とらないかんし、とるべきだというように思うんです。その点だけ。 

◎中澤教育長 少し事実関係違うところがありますけれども、ただ少し手が足りてなかっ

たという反省していますので、そこは先ほど申し上げましたように、十分意を尽くしてや

っていきたいと思います。それはもう叱責をも受けとめざるを得ないと思います。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を終わります。 

次に、高知県いじめ防止基本方針について人権教育課の説明を求めます。 

◎赤間人権教育課長 人権教育課の報告事項といたしまして、高知県いじめ防止基本方針

の案について御説明をさせていただきます。 

 お手元総務委員会資料の報告事項、人権教育課の赤のインデックスがついておりますペ

ージの１ページをお願いいたします。 

 内容の説明に入ります前に、高知県いじめ防止基本方針の案の策定に係る経緯を、口頭
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で恐縮でございますけれども、簡単に御説明をさせていただきます。 

 いじめの問題が社会問題として大きく取り上げられる中で、社会総がかりでいじめに対

峙していくために、いじめ防止対策推進法が国会で成立いたしまして、平成25年９月に施

行されているところでございます。さらに、その法律の施行を受けまして、国のいじめ防

止基本方針が昨年の10月に策定をされてるところでございます。 

 この基本方針の中では、各地方公共団体が国の基本方針を参考として地域の実情に応じ

た地方いじめ防止基本方針を定めることが望ましいというふうにされております。 

 県といたしましても、昨年の11月以降、県の基本方針を年度内に策定するべく急ピッチ

で作業を進めてまいりました。 

 お手元の高知県いじめ防止基本方針案につきましては、外部の有識者から成る検討委員

会で御議論をいただき、そこでの御議論を踏まえて取りまとめたものでございまして、現

在、パブリックコメントを実施しているところでございます。 

 それでは、高知県いじめ防止基本方針の案について御説明をさせていただきます。 

 １ページ、２ページ目は概要の資料になってございますけれども、具体的に中身を見て

いただいたほうがイメージが湧くと思いますので、６ページから御説明をさせていただき

ます。 

 ６ページ、はじめにの部分でございますけれども、こちらは県の基本方針の基本理念を

お示ししてるものでございます。 

 ここでは、１つには、子供の模範となるべき大人一人一人が、しっかりとした人権感覚

といじめは絶対に許されないという意識を持ち、それぞれの役割と責任を自覚しなければ

ならないこと。 

 そして、いじめの解決を通して、子供たち一人一人が夢や志を持ち、その実現に向けて

自分の力を思う存分発揮できる学校づくり、さらには心豊かで安全・安心な社会づくりを

県民一人一人が主体的に進めなければならないこと。 

 そして、このような基本理念に基づきまして、いじめ問題の克服に向けて、関係者が主

体的・積極的に取り組むようこの基本方針を策定いたしまして、県民総ぐるみで、いじめ

の防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進することとしております。 

 ７ページから８ページにかけましては、基本方針の目標と取り組みの視点というものを

お示ししております。 

 検討委員会の委員の方々からも、基本方針に高知県らしさや県として大切にしたい視点

を県民にもわかりやすい言葉で示してはどうかという御意見もいただきまして、いじめ問

題の克服に向けて、県民総ぐるみで対策に取り組んでいく上で大切にしたい視点といたし

まして、１から４に掲げておりますように、子供の変化に気づく力を高める、子供たちが

「夢」や「志」を持てる社会づくり、人と人との結びつきを強める、みんなで子供を守
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り、育むといった４つの視点をお示ししております。 

 少しページが飛びまして、10ページの下段から11ページ中ほどをごらんいただきたいと

思います。 

 こちらでは、いじめの防止等のために県が設置をする組織についてお示しをしておりま

す。 

 （１）のいじめ問題対策連絡協議会や（２）の教育委員会の附属機関につきましては、

国の基本方針で各地方公共団体や教育委員会に設置することが望ましいとされている組織

でありまして、いずれも条例により設置する方向で現在検討をしております。 

 （１）の県のいじめ問題対策連絡協議会につきましては、いじめの防止等に関係する機

関及び団体の連携を図ることを目的とした会議でございます。 

 また、（２）の教育委員会の附属機関につきましては、２つの機能を有しておりまし

て、まず平時の機能といたしまして、いじめの防止等のための有効な対策を検討するため

の専門的な審議を行う、こういった機能を１つ有しております。さらに、後ほど御説明を

いたしますけれども、学校において重大事態、この法律で言う重大事態というものが発生

をした場合、それが県立学校で発生をした際に、学校の設置者であります県の教育委員会

がその事実関係の調査を行う、こういったことが想定されるわけでございますけれども、

そういった県の教育委員会が県立学校で発生した重大事態の調査を行う、その際に、この

県の教育委員会に置かれております附属機関を調査組織として活用すると。そのようにし

ております。 

 続きまして、11ページ下段から大分いきまして16ページ中ほどまで、しばらく続きます

けれども、いじめの防止等のために県が実施をする施策についてお示しをしております。 

 時間が限られておりますので、かいつまんで御説明をいたしますけれども、未然防止の

観点からいいますと、児童生徒の心を耕す教育ということで、キャリア教育、道徳教育、

人権教育といったものの推進、それから児童生徒一人一人が持っている力を引き出す生徒

指導あるいは児童生徒の主体的な活動の推進、それからいじめの早期発見という観点にお

きましては、いじめの実態把握や相談体制の整備充実、そして喫緊の課題でありますネッ

ト上のいじめへの対応、こういったことも記載をしております。 

 それから、県民総ぐるみでということで、さまざまな方が連携をしながら取り組んでい

くということもございますので、学校、家庭、地域、関係機関が連携した取り組みを推進

すること、それから県民のいじめ問題への関心を高め、正しい理解を深める取り組みの推

進、こういったことを通じまして、教育委員会の取り組みだけではなく、知事部局や警察

等の関係機関の取り組みもあわせまして、総合的に対策を推進していくことを示しており

ます。 

 16ページ下段から19ページにかけましては、いじめの防止等のために、今度は学校が実
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施する施策についてお示しをしております。 

 学校につきましては、いじめの防止等のための取り組みを組織的に推進するために、

（１）の学校いじめ防止基本方針の策定や（２）の学校におけるいじめの防止等の対策の

ための組織、こういった組織の設置が法律上義務づけられてるところでございます。 

 続きまして、19ページ下段のあたりから重大事態への対処ということについてお示しを

しております。 

 いじめ防止対策推進法におきましては、いじめにより児童生徒の生命、身体、財産に重

大な被害が生じた疑いがあるもの、あるいはいじめにより不登校となってるような疑いが

あるもの、こういったものを重大事態と定義をしておりまして、学校において重大事態が

発生した場合には、その学校の設置者または学校による事実関係の調査の実施が義務づけ

られているところでございます。 

 20ページの中ほど、また以下のパラグラフにもありますとおり、児童生徒や保護者か

ら、いじめられて重大事態に至ったという申し立てがあったときは、その時点で学校がい

じめの結果ではないと、あるいは重大事態とは言えないというふうに考えたとしても、重

大事態が発生したものとして報告、調査等に当たるということにしております。 

 20ページのイのところにありますとおり、重大事態が発生した場合、県立学校は県の教

育委員会を通じて、そして私立学校につきましては県の私立学校主管部局を通じまして、

知事に事態が発生をしたことについて報告することとされております。 

 調査の主体につきましては、学校または学校の設置者となります。 

 その際、重大事態に係る調査を行うための組織を設けることになりますけれども、21ペ

ージのエのところにありますとおり、その構成員につきましては、弁護士、精神科医、学

識経験者、心理、福祉の専門家など専門的知識及び経験を有する第三者の参加を図り、調

査の公平性・中立性を確保するよう努めることとしております。 

 23ページの下段、（２）の箇所でございますけれども、ここからは知事による再調査に

ついて記載をしております。 

 23ページから24ページにかけて書いておりますけれども、重大事態が発生したものの報

告を受けた知事は、必要があると認めるときには、専門的な知識または経験を有する第三

者等による附属機関、この附属機関は先ほどの教育委員会の附属機関とは別に知事部局に

置かれる附属機関という形になりますけれども、その附属機関を設置し、学校の設置者ま

たは学校が行った調査の結果について再調査を行うこととされております。 

 知事あるいは教育委員会におきましては、その再調査の結果を踏まえ、重大事態への対

処と再発防止のために必要な措置を講ずるとともに、県立学校について知事が再調査を行

った場合には、知事がその結果を議会のほうに報告することとされております。 

 以上で高知県いじめ防止基本方針の案についての説明を終わらせていただきます。よろ
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しくお願いいたします。 

◎梶原委員長 質疑を行います。 

◎桑名委員 これは県が案としてつくったものですからしっかりしたものができてると思

うんですが、地方いじめ防止基本方針や、あと高知県いじめ問題対策連絡協議会、これは

義務じゃなくて、定めるように努めるようにするということなんですけども、各市町村の

教育委員会は今の状況としてどこも設置をする、また方針を決めるというような方向で進

んでるんでしょうか。 

◎赤間人権教育課長 全ての市町村に聞き取りができてるところではないんですけれど

も、聞き取りができてる範囲内でお答えさせていただきますが、27の市町村の教育委員会

に聞き取りをしましたところ、19の市町村のほうで３月までには市町村としての基本方針

を定める予定であるという回答をまずはいただいております。 

 それから、いじめ問題の対策連絡協議会につきましてですけれども、これにつきまして

も27の市町村の教育委員会にお聞きをしたところ、25の市町村でつくるというお答えをい

ただいております。ただ、その設置に向けた検討に当たりまして、３月までに時期的な問

題としてなかなか間に合わないというようなお答えもいただいてるところがございます。 

◎桑名委員 この基本方針を定められないところは、期日の問題であるのか能力的な問題

であるのか、またうちの町村には関係ないと思ってるのか、それぞれさまざま理由がある

と思いますけれども、どのように受けとめてます。 

◎赤間人権教育課長 市町村としての基本方針につきましては、私どもが国の基本方針が

出て、県として年度末までに基本方針を定めますと。そういうことも踏まえて、市町村に

対して説明をしていく際に、必ず市町村においてもつくっていただきたいと。それは学校

において基本方針をつくり、学校において組織を置くということが法律上義務づけられて

る中で、設置者である市町村が基本方針をつくらないという考え方は恐らくないだろうと

いうことで、そこら辺については強く申し上げてまいりました。 

 そういった中で、先ほど申し上げましたけれども、27の市町村につきましても、時期的

な問題はあるにせよ、つくるというところについてはいずれの市町村もつくるというふう

な回答をいただいております。 

 ただ、３月までに間に合わないというところにつきましては、我々としても具体的にそ

の作業の進捗がどういう状況になっているのか、それは先ほど申し上げられたような教育

委員会の体制的な面があるのか、そういったことも踏まえて、我々のほうからもいろいろ

とてこ入れをしていきたいというふうに思っています。 

◎桑名委員 このいじめ問題、これぐらい社会問題になって、本当に社会が取り組まなく

ちゃいけないという問題、そしてまた先ほど課長言われたように、学校がですよね、それ

ぞれの義務づけられた基本方針をつくるということで、このやれてないところの市町村教
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育委員会というのは公表できるんですか。 

◎赤間人権教育課長 最終的には、私どものほうで、それぞれの市町村における基本方針

の策定状況であったり、当然県立学校はお膝元でございますので、つくってる学校という

ものは調査をいたします。それから、文部科学省のほうの、要は国の問題行動調査、そち

らの中でもそういったことを調査するということで、調査の依頼も既に来ております。そ

ういった中で、我々として数字を把握する、学校名を当然把握することもできますし、逆

に言いますと、そのつくった基本方針、学校の基本方針あるいは市町村の基本方針につい

ては、できるだけホームページで公表してくださいということも私どもは申し上げていま

す。 

 そういった中で、策定状況なども把握をしながら、我々のほうからここがつくっていま

せんというふうに公表するのがいいのかどうかという問題はあるわけですけれども、いず

れにしろ、つくっていないところに対しては私どものほうから積極的に指導していきたい

というふうに思っております。 

◎桑名委員 ぜひお願いします。 

 それと、学校のいじめ防止基本方針の策定と対策のための組織をつくれというのは、こ

れもまた学校の大小、規模の問題があったり、能力の問題があって、こっちのほうがまた

大変だと思うんですけれども、県立学校はそれぞれ県教委が指導してできると思うんです

が、全ての学校で、これつくるに当たっての課題とかそんなものは今多く出されてると思

いますけども、そういったものはどのように対応してますか。 

◎赤間人権教育課長 学校に置く組織もそうでございますし、それから市町村に置く組織

でもそうなんですが、基本的にこの法律あるいは国の基本方針を貫いてる考え方として、

できるだけ外部の専門家を組織の中に入れるという考え方がございます。 

 先ほどお話しになった学校の組織につきましても、これはマストではございませんが、

当然組織として動くということで複数の教職員から成る組織をつくっていただくというこ

とが当然１つありますし、必要に応じてそこに外部の専門家を入れてほしいという考え方

になっております。 

 そこの中で、学校としてもそういった人としてどんな人がいるのだろうかと。一番考え

やすいのは、学校にスクールカウンセラーの方が配置をされてるような場合がございます

ので、そういった方に定期的に入っていただくということができますけれども、それ以外

に医師とか弁護士とかといった場合に、高知県の中ではそういった人材は非常に限られま

す。そういった面で、学校も市町村もなかなか苦しんでいるというような状況がございま

す。 

 そこの部分につきましては、私どもも今後連絡協議会や附属機関の委員として外部の専

門家に入っていただくというお願いも当然団体に対していろいろしていかなければなりま
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せん。そういった意味で、県として、市町村からも同じようにそういうふうなお願い、あ

るいは学校からもそういったお願いが恐らくあると。そういった中で、団体のほうからも

できるだけ可能な範囲で協力をしていただきたいというお願いはさせていただきたいとい

うふうに思っています。 

◎桑名委員 十分に各市町村教育委員会、また学校のほうですね、指導していただきたい

と思います。 

◎梶原委員長 よろしいですかね。 

（な  し） 

◎梶原委員長 それでは、質疑を終わります。 

以上で教育委員会を終わります。 

ここで３時20分まで休憩といたします。 

 

（休憩 14時57分～15時19分） 

 

◎梶原委員長 それでは、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

《警察本部》 

◎梶原委員長 次に、警察本部について行います。 

 まず、最初に議案について本部長の総括説明を求めます。 

 なお、本部長に対する質疑は各課長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますので、

御了承願います。 

◎小林警察本部長 どうぞよろしくお願いいたします。 

 警察本部のほうから、今回は４つの議案について御審議をお願いしております。１つが

26年度の当初予算、２つ目が25年度の補正予算、そして条例改正議案が２つでございま

す。 

 まず、私のほうから、それぞれの議案についてごくごく概略を御説明した後に、特に当

初予算の柱について御説明をいたします。その後に、会計課長に引き継ぎたいと思います

ので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、１つ目の平成26年度の当初予算でございますが、これはお手元の資料①の５ペー

ジのところをごらんいただければと思います。 

 14番の警察費のところに222億3,553万9,000円ということになっております。これは、

25年度の予算に比較いたしますと大体３億円程度の減ということになっております。内訳

といたしましては、警察総務費が190億8,842万1,000円、それから警察活動費が31億

4,711万8,000円でございます。 

 ここには書いておりませんが、特に26年度当初予算の柱といたしましては、高齢者の交
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通安全対策、それから少年非行対策、そして南海トラフ地震対策、この３つについて考え

ております。これについては、後ほど改めて御説明をさせていただきたいと思います。 

 続きまして、同じ資料の13ページをごらんいただければと思います。 

 こちらには、債務負担行為について書いてございます。 

 ２行目から、運転者管理システム修正委託料、運転免許センター設備改修事業費、それ

から航空隊基地整備事業費、この３つについて債務負担行為をお願いするものでございま

す。 

 以上が１件目の平成26年度の当初予算案についてでございます。 

 続きまして、２つ目の議案が平成25年度の補正予算についてでございます。 

 これにつきましては、お手元の③の資料になりますが、③の資料の５ページのところに

額が書いてございます。 

 左側の一番下、14番警察費でございます。これにつきましては、３億6,431万5,000円の

減額補正となっております。この減額の内容につきましては、いわゆる新陳代謝による給

与などが見込みを下回ったこと、それから各事業の執行残によるものでございます。 

 以上が２つ目の補正予算に関する議案でございます。 

 それから、３つ目、４つ目の議案は、条例の改正議案でございます。 

 １つ目が、条例議案第45号高知県手数料徴収条例等の一部を改正する条例でございま

す。 

 これにつきましては、駐車監視員資格者講習の手数料を改定しようとするものでござい

ます。 

 それから、４つ目の議案が条例議案第90号高知県自動車運転免許試験場使用料徴収条例

の一部を改正する条例議案でございます。 

 これは、高知県の自動車運転免許試験場の使用料の改定を行おうとするものでございま

す。 

 これらにつきましても、詳細につきましては、後ほど会計課長から説明がございますの

で、よろしくお願いいたします。 

 以上がごくごく簡単でございますが、４つの議案の概略でございます。 

 続きまして、最初の当初予算の話に戻りまして、先ほど申し上げました26年度当初予算

案の柱について、簡単に御説明をしたいというふうに思います。 

 お手元に県警のほうからあらかじめ配付をさせていただきました配付資料というものが

あろうかと思います。 

 配付資料の２ページ目、平成26年度当初予算施策体系というカラー刷りのものがＡ４横

長であろうかと思います。こちらをごらんいただければと思います。 

 先ほど申し上げましたとおり、平成26年度当初予算案、222億3,553万円ほどをお願いし
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ております。 

 この中身につきましては、こちらの左側の欄に書いてありますとおり、基本的には７つ

の重点項目を掲げております。この項目はどこから来てるかと申しますと、県警といたし

ましては、毎年どういう施策を行っていくかという重点項目、重点目標というものを作成

しております。この重点目標、ことしどういう活動をするかという重点目標に沿った形で

この予算の項目についても掲げさせていただいております。 

 この７つの項目、いずれも重要なんでございますが、特に26年度の予算要求といたしま

しては、４つ目の少年非行対策、５つ目の交通事故、特に高齢者の方の交通事故対策、そ

して６つ目の南海トラフ地震対策、この３つを予算要求の柱とさせていただいておりま

す。 

 この３つの柱につきまして、それぞれについてごく簡単に中身について説明をさせてい

ただきます。実はこの中身につきましては、先般、本会議の中でも若干触れさせていただ

きましたので、なるべくくどくならないように御説明を申し上げたいと思います。 

 まず、１つ目の高齢者交通安全対策でございます。 

 この同じ資料の右側の上の欄に書いてございます。 

 まず、これはどういうことかと申しますと、これまでもいろんな場で御説明をさせてい

ただきましたが、高知県におきましては、交通安全対策、非常に重要な課題となっており

ます。確かに、平成25年度は死者数が前年度より減りましたが、それでもなお免許人口に

対する割合等に鑑みると、まだまだ全国的にも高い状況にございます。 

 特に、高知県の特徴といたしましては、高齢者の方が巻き込まれる、関与する事故が多

いということがございます。昨年の場合を見ましても、死者のうちの75.8％が高齢者の

方、65歳以上の高齢者の方で、これは全国平均の52.7％より相当高い、全国でも２番目に

高い数字になっております。 

 さらには、その背景を見ますと、大変残念なことに交通ルールを守っていただいてな

い。横断歩道のないところで道路を横断される、あるいは横断歩道を渡っていただけるん

だけれども、信号を守っていただいてないと。こういったようなことが見られるわけでご

ざいます。 

 したがいまして、高齢者の方の事故を減少させるためには、高齢者の方の交通安全意識

を高めていただくなどなどの施策が必要かというふうに思っております。 

 そこで、こういう目的を達するために、26年度で何を考えてるかといいますと、こちら

に書いておりますとおり、２点、高齢者の交通安全支援委託ということと、それから高齢

者に優しい交通安全施策の整備、この２つの施策を考えております。 

 １つ目の高齢者交通安全支援委託というものは、これは交通安全に関する広報あるいは

啓発、こういった活動を民間の業者に委託いたしまして、私ども警察職員が高齢者の方に
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広報啓発をするのと並行して、高齢者の方に対してこういう広報啓発を行っていただこう

というものでございます。 

 なぜかと申しますと、これまでも警察職員によって広報啓発活動を行ってるんでござい

ますが、人員の制約等もございまして、これまでのやり方ですと大体県内に22万人から

23万人いると思われます高齢者の方の大体20％弱の方々に対してしかアウトリーチできて

いないという計算になります。 

 そこで、少しでもこの高齢者の方にアウトリーチできる割合を高めようということで、

我々警察職員が広報啓発を行うとともに、民間の方にもそういう事業を委託して行ってい

ただこうというものでございます。 

 この委託事業を行いますと、私どもの計算ではこれまでのアウトリーチ率、大体20％ぐ

らいから、これが大体25から30％弱ぐらいまでにはアウトリーチ、高齢者の方に接して広

報啓発をできる割合が高まるというふうに考えております。 

 それからもう一つが、先ほど申し上げました高齢者に優しい交通安全施設の整備という

ことでございます。 

 先ほど申し上げましたとおり、事故の原因の一つとして、高齢者の方が横断歩道を渡っ

ていただけない、あるいは渡っていただけるんだけれども、例えば赤のまま渡ってしまう

というようなことが背景にございます。 

 そこで、私ども考えておりますのが、こういったある種のハイブリッド押しボタン信号

みたいなものを整えていこうと思っております。これは既に実際に試験的に高知市内の電

車通りにつけてあるもんなんでございますが、どこが違うかといいますと、１つは、ライ

トがある。これはその夜間に高齢者の方が、高齢者とは限りませんね、歩行者の方が近づ

いてきますと、この強力なライトがその横断歩道を照らし出すというようなことをするも

のでございます。さらには、ここにちょっと見にくいんですが、非常に大きな看板、これ

が拡大したものがこうなるんですが、押しボタンを押してくださいというものが普通の押

しボタン信号よりも大きな文字で書いてあります。さらには、歩行者の方が近づいてきま

すと、音声が出て、押しボタンを押してくださいというような音声が流れることになって

おります。こういういわばハイブリッドな押しボタン信号機をつけることによって、少し

でもちゃんと押しボタンを押して渡っていただくということを徹底していきたいと思いま

す。 

 予算がお認めいただけましたら、また県内の特に事故の多いところに数カ所設置させて

いただいて、また成果等を検証して、もしいいものであればさらに県内にこういうものを

広めていきたいと思っております。 

 以上が高齢者の交通安全対策事業に関してでございます。 

 次に、２つ目の柱でございます少年非行防止対策について御説明をいたします。 
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 少年非行につきましては、これはお手元の資料の右側の下のほうに、下段のほうに書い

てあるものでございます。 

 高知県、これまでも御説明してるように、少年の非行が全国の中でも多くなっておりま

す。確かに、昨年は少年のいわゆる刑法犯で検挙される少年の数は減少はいたしました

が、それでも人口割で見ますとまだまだ全国大体５番目から７番目ぐらいの高い割合にな

ります。 

 高知県の場合の特徴といたしましては、２つ上げられます。１つは、いわゆる入り口型

非行、万引きであるとか、あるいは自転車盗とか、非常に軽微な犯罪が少年による刑法犯

の約６割から７割近くを占めているということがあります。それからもう一つは、再犯率

が非常に高い。再犯率というのは、少年の刑法犯の中の２回目以降、初犯ではなくて累

犯、２回目、３回目の犯行であるというのがどれぐらいいるかというその再犯率が高知県

の場合は大体40％でありまして、全国平均の30％よりも高くなっております。 

 まず入り口型非行が多いということの背景には、すなわち規範意識がちょっと低いのか

なというところがあります。それから、再犯率が高いということに関して言えば、一旦非

行を起こしてしまった少年の方に対する立ち直り支援、この取り組みがちょっと甘いのか

なということが私ども反省として上げられるわけでございます。 

 そこで、26年度に力を入れようと思っておりますのが２つございます。ここに書いてあ

りますとおり、１つは、規範意識の醸成、それから少年サポートセンターの体制強化、こ

の２つでございます。 

 規範意識の醸成というのは、先ほど申しましたとおり、少年たちの規範意識を高めよう

というものでございます。具体的には、３つのことを考えております。１つが、ここに書

いております中学生サミット、それからもう一つが、ここに書いてあります少年非行防止

啓発事業、具体的にはＤＶＤの作成あるいはテレビコマーシャルの作成といったことを考

えております。 

 中学生サミットというのはどういうものかと申しますと、いろんな中学校から代表の生

徒さんに来ていただきまして、非行問題の専門家等々の方をお招きして、具体的な討論を

していただくと。例えばいじめの問題であるとか、あるいはネットの問題、こういったこ

とに関して学生さん自身に議論をしていただく。この議論していただくということが、一

方通行の講義形式の広報啓発よりも、参加された学生さんの意識をより深めるということ

に大変役立つというふうに考えております。 

 この事業は既に平成20年から行っているものではございますが、一定の効果があるとい

うことが本県のみならず他の都道府県でも見られますので、これを一層拡充しようという

ふうに思っております。 

 それから、非行防止啓発事業、具体的には先ほど申し上げましたＤＶＤの作成、それか
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らテレビコマーシャルの作成でございます。これは、より具体的に申しますと、スマート

フォンであるとか携帯電話、これに対するリテラシーを高める広報啓発をしようというふ

うに思っております。 

 本会議のときに梶原委員長からもお話、御指摘があったかと思いますが、最近、やはり

少年の方のスマートフォンあるいは携帯電話の使用が、これ自体文明の利器でいいことな

んですが、場合によっては非行のきっかけになりかねないというような事態が各種の調査

からも明らかになっております。特に問題なのは、スマートフォンですとか携帯電話の持

つ危険性をよく知らない。要は、リテラシーが低いまま使用するということが問題である

わけで、というふうに思われます。 

 したがって、このリテラシーを高めるための広報啓発を行おうと思っているんですが、

その一つの問題は、県警の中にもこういうスマートフォンとかネットあるいは携帯電話に

関する専門知識を持って話をできる職員が少ないということがございます。 

 そこでどうするかというと、そういう話を盛り込んだＤＶＤを作成して、これを各学校

に配付することによって広く少年の方々にそのリテラシーを高めてもらうということを考

えております。 

 さらには、このスマートフォンであるとか携帯電話、ネットに関して申し上げると、そ

れを使用する少年たちのみならず、買い与える保護者の方にもリテラシーを高めて、家庭

においてよく注意をしてもらいたいというふうに考えております。 

 このためには、保護者の方を集めてなかなか講習等をするわけにもいかないので、テレ

ビのＣＭ、これを作成いたしましてしかるべき時間帯にこのＣＭを流す。これは、私ども

の計算によれば、中学生等の少年を持つ保護者の方に５回から10回ぐらいは見ていただい

てリテラシーを高めていただき、家庭における規範意識を高めていただこうというような

ことを考えております。これが規範意識の醸成でございます。 

 それからもう一つが、少年サポートセンターの体制強化でございます。 

 少年サポートセンターというのは、主には先ほど申し上げましたような少年の立ち直

り、非行少年の立ち直り活動に携わってるところでございます。ここで重要なのは、以前

も別の機会で申し上げたことがあるかもしれませんが、警察のみならず、教育の現場、学

校ですね、それから行政、特に児童相談所、この３者が三位一体となって立ち直り支援に

当たるということが重要かというふうに思います。 

 当県の場合、警察の設置しております少年サポートセンターに、25年度から教育委員会

より出向の方に来ていただいております。さらに、26年度からは、児童相談所からも専門

家の方に来ていただこうということを計画しております。これによって、先ほど今し方申

し上げました警察、教育、それから児童相談所の三位一体のワンストップセンターができ

て、立ち直りの防止に一層効果があらわれるものというふうに考えております。 
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 この少年サポートセンターの体制強化というのは、今申し上げましたような三位一体の

ワンストップをつくり上げるために、いろんな必要な資機材等々について、それを整える

ための予算をお願いしてるものでございます。 

 以上が少年防止対策について御説明を申し上げました。 

 最後に３点目、資料次のページ、３ページ目になります。 

 南海トラフ地震対策についてごく簡単に申し上げたいと思います。この表になってるも

のでございます。 

 これは、県警が行っております南海トラフ地震関係の特に予算関係のことにつきまし

て、全体像がわかるように取りまとめたものでございます。 

 左側の縦のところを見ていただきますと、実際に地震が起こるということを考えて、地

震が起こる前に何をやっておくか、それから地震が起きた後、一体警察は何をするのかと

いうことを時系列的に順番に書いてあるわけでございます。 

 横軸については、予算の要求といたしまして、今までにどういうことを要求して御予算

をいただいて整えてきたか。そして、26年度にはどういうことをお願いしようとしている

か。さらには、一番右のほうにいきますと、27年度以降には将来に向けてさらにどういう

ことを整えていこうと思ってるかということを書いてあるものでございます。 

 全部を御説明すると非常に長くなってしまいますんで、本当に重要なところだけ申し上

げますと、まず地震が起こる前ということを考えますと、やはり一番重要なのは警察施設

の耐震化ということ。左側の欄の一番上のところに警察施設の耐震化というところがござ

います。これに関しますと、既に25年度末までに警察署で申しますと15警察署のうち９つ

までが耐震化ができ上がっております。ただ、残り６つについてはまだできておりませ

ん。したがいまして、26年度以降も御予算をいただきまして耐震化というものを引き続き

進めていこうというふうに思っております。 

 26年度に関して申しますと、警察署ではちょっとないんですけども、運転免許センタ

ー、それから今回分庁舎ということになりますが、本山署、こういったものについての耐

震化というものをお願いしようと思っております。これ以外にも、地震への備えというこ

とでいえば、警察施設の電源確保、それからさまざまな警察職員の食料あるいは飲料水、

こういったものを数年間の計画を立てて、順次整備をしていきたいと思っております。 

 また、発災後の活動のところで特に重要なものとして申し上げますと、第１段階のとこ

ろに検視・身元確認作業というものがございますが、これも警察としては非常に重要な業

務となっております。この検視・身元確認作業、東日本大震災のときにも相当大変だった

作業なんでございますが、これに関しても、しかるべき数のやはり資機材が必要になって

おります。これも一度には備えられるものではございませんので、現在５年計画を立てて

順次整備をしてるところでございます。 
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 その他、緊急輸送路確保のための自動式の信号、交通信号のための発電機であるとか、

こういったものも順次整備を考えているところでございます。 

 以上、非常に雑駁ではございますが、南海トラフ地震対策予算についての主なポイント

について触れさせていただきました。 

 以上、私のほうから今回御審議をお願いしております４つの議案について簡単に概略を

説明させていただきました。これ以降、会計課長のほうから、さらに細部について説明を

させていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

〈会計課〉 

◎梶原委員長 それでは、続いて会計課長の説明を求めます。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 それでは、私から、まず第１号議案関係につきまして、

お手元の資料の②、平成26年２月高知県議会定例会議案説明書（当初予算）に基づきまし

て、順次項目を追いながら、主要な事業、多額の経費を要するものなどにつきまして重点

的に説明をさせていただきます。 

 資料の②の643ページをお開きください。公安委員会予算総括表であります。 

 平成26年度当初予算額は、先ほど本部長が申しましたとおり総額で222億3,553万

9,000円、前年度比で３億255万、1.3％の減額となっております。 

 性質別内訳では、人件費が163億5,756万5,000円で、4,440万3,000円、0.3％の減額、物

件費では58億7,797万4,000円で、２億5,814万7,000円、4.2％の減額となっております。 

 それでは、項目に従いまして御説明をさせていただきます。 

 まず、歳入予算からであります。 

 資料の644ページをお開きください。 

 款７分担金及び負担金は高知市へ派遣しております職員３名分の給与等の負担金でござ

いますが、1,980万円で前年と同額となっております。 

 款８使用料及び手数料は、前年比で5,808万8,000円増の９億500万9,000円を見込んでお

ります。主な増加理由ですが、運転免許証の更新予定者数で１万6,100件の増加を見込ん

でおりまして、これによるものでございます。なお、この歳入は、運転免許事業などに充

当するものでございます。 

 続いて、646ページをごらんください。 

 款９国庫支出金に関しましては６億8,581万9,000円で、１億9,396万2,000円、22.0％の

減額となっております。これは高知東警察署に係る補助金の減額が主なものでございま

す。 

 款10財産収入は１億1,942万3,000円で、1,952万4,000円、19.5％の増額となっておりま

す。この増額の主なものは、自動販売機収入を使用料から財産収入に科目変更したもので

あります。 
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 次に、647ページ、款12繰入金に関しましては２億9,634万8,000円で、前年度比で１億

9,909万1,000円、204.7％の増となっております。増額の主なものは、施設整備費等に充

当します目３地域経済活性化雇用創出臨時基金の繰り入れの増によるものであります。 

 款14諸収入は、これは道路拡張工事に伴いまして入野駐在所の移転補償費などを含みま

して１億8,738万円と前年度より990万1,000円の増を見込んでおります。 

 続きまして、649ページをお開きください。ここからは歳出予算について御説明しま

す。 

 650ページをごらんください。 

 最初に、目１公安委員会費でございますが、予算額は５億5,850万3,000円であります。

右の説明欄に記載のとおり、１公安委員会運営費から３の安全運転講習費までの３つの細

目事業がその内訳となります。 

 まず、公安委員会運営費の予算額は2,528万1,000円で、その内容は公安委員、警察署協

議会委員及び留置施設視察委員の報酬や猟銃等の操作及び射撃の技能に関する講習の委託

などに要する経費であります。 

 次に、２の自動車運転免許費の２億6,386万1,000円と、次のページの３安全運転講習費

の２億6,936万1,000円は、運転免許証の取得、更新、安全運転管理者の講習などに要する

経費でございまして、その一部を外部に委託することとしております。 

 次に、651ページ、目２警察本部費に移らせていただきます。 

 予算額は173億1,319万7,000円で、前年度比で8,371万5,000円、0.5％の増となっており

ます。 

 右の説明欄１人件費に関しましては163億5,756万5,000円で、4,440万3,000円の減額と

なっております。減額の主な理由は、先ほど本部長の説明にありましたとおり、職員の新

陳代謝による給与、手当の減少によるものです。 

 次の２一般運営費は、警察業務を運営していくための義務的経費でございます。予算額

は８億6,346万3,000円で、１億2,943万円の増額となっております。増額の理由は、高知

東署の新設に伴います経費の増加、電算処理システムの改修などによるものでございま

す。 

 清掃等委託料１億370万2,000円は、警察本部及び警察署の庁舎清掃委託、本部庁舎の中

央監視業務委託等による機械警備に要する経費でございます。 

 652ページの事務費６億8,372万8,000円は、庁舎の光熱水費、燃料費を初め非常勤職員

や臨時職員に要する経費、駐在所の報償費、奥さん手当でございますが、あるいは情報化

推進経費などでございます。 

 次に、事務費の下、３職員被服費の5,705万3,000円は警察官の制服など、４の職員福利

厚生費の3,511万6,000円は、職員の健康診断料などに要する経費であります。 
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 同ページ下段の目３施設整備費でありますが、予算額は12億1,672万1,000円で、前年度

比で９億8,821万1,000円、44.8％の大幅な減額となっております。これは、高知東警察署

の工事完了による減が主なものでございます。また、老朽化しております２つの駐在所、

江川崎と土佐山でございますが、この２つの新築建てかえとしての経費も計上させていた

だいております。 

 説明欄の１警察署再編整備費に記載の金額につきましては、新南国の建築新築関係が７

億4,830万3,000円、それと完成しました高知東署の損害調査関係としまして532万2,000円

を計上させていただいております。 

 次に、653ページをごらんください。 

 ２の庁舎等整備費は、４億1,967万5,000円で、１億5,703万円の増額となっておりま

す。増額の要因は、警察施設等の大規模改修による経費の増加が主なものでございます。

事業としましては、交通機動隊がございます布師田別館庁舎、これの改修や同じく布師田

の待機宿舎の給水設備の改修などでございます。 

 ３の施設維持修繕費は4,342万1,000円で、警察施設の点検や維持修繕に要する経費でご

ざいます。 

 続きまして、同ページの下段、項２警察活動費の目１活動費に移らせていただきます。 

 予算額は19億2,437万3,000円で、前年度比で４億4,494万2,000円、30.1％の増額となっ

ております。活動費というものは、安全で安心な高知県を実現するための警察力の確保を

図る、いわば警察費の中でも実質的な活動に要する経費でございます。右の説明欄１一般

行政費は２億3,405万8,000円で、246万7,000円、1.1％の増額となっております。 

 654ページをごらんください。 

 主な事業は、被留置者の処遇費、犯罪被害者に対する支援費、警察電話の維持費、また

音楽隊の運営や職員の教養などに要する経費であります。 

 このページの節区分の２項目め、（８）報償費2,665万2,000円の中には、捜査用報償

費、いわゆる県費捜査費が総額で1,500万円含まれております。この金額に関しまして

は、各執行所属からの要求状況や執行実績などを勘案して要求させていただいておりま

す。 

 次に、説明欄２、警察装備費でございます。３億9,826万5,000円で、4,672万2,000円、

13.3％の増額となっております。これは燃料代の増加や警備艇の法定検査に要する経費が

増加したためでございます。 

 次の655ページ、３生活安全対策費は８億8,184万8,000円で、３億9,723万9,000円、

82.0％の増額となっております。その理由といたしましては、警察署の非常用電源設備等

の改修、運転免許センター等の耐震工事、航空隊基地の移転整備など南海トラフ地震対策

に要する事業費が増加したためでございます。 
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 この生活安全活動費の中には、先ほど本部長の説明にありました高知県の子供見守りプ

ランの推進に向けて、拡充事業としての少年サポートセンターの体制強化、少年規範意識

の向上を目的としたドラマ形式のＤＶＤ制作、テレビＣＭの制作委託等の事業費1,072万

9,000円を計上させていただいているところでございます。 

 次の細目４犯罪捜査費は２億1,544万5,000円で、暴力団排除条例等の広報活動事業委託

の終了によりまして1,924万3,000円の減額となっております。 

 次の656ページ、犯罪取り締まり費１億9,459万6,000円は、現場での捜査、鑑識活動に

要する経費や各種システムの賃借料等に要する経費でございます。 

 細目事業最後の５交通警察費ですが、１億9,475万7,000円で、1,775万7,000円の増額と

なっております。増額の主なものは、先ほど申しました新規委託事業であります、高齢者

交通安全支援隊等の新設などによるものでございます。 

 次の657ページの２行目、交通指導取り締まり費１億2,669万3,000円は、高齢者交通安

全対策事業として出前式の交通安全教育などを実施します高齢者交通安全アドバイザーの

報酬、またひき逃げ事件捜査や暴走族取り締まりなど交通捜査に要する経費及び各種シス

テムの賃借料などに要する経費でございます。 

 次の目２交通安全施設整備費について説明いたします。 

 予算額は12億2,274万5,000円で、前年度比で１億1,025万9,000円の増額となっておりま

す。 

 右の説明欄１交通安全施設整備費は、８億901万2,000円で、１億830万5,000円の増額と

なっております。主な事業としましては、交通管制システムの更新、交通信号機の新設を

16カ所、また老朽化した信号制御器の更新を60カ所予定しておるほか、災害時の緊急輸送

道路の機能確保対策としまして信号機用の可搬式発発の整備事業や高齢者通行安全対策事

業としての先ほど本部長が御説明しました音声誘導つき押しボタン信号機の設置などでご

ざいます。 

 ２の交通安全施設維持管理費４億1,373万3,000円は、交通信号機などの保守委託、道路

標識、標示の補修工事に要する経費でございます。 

 最後に記載しております維持管理費２億6,469万8,000円には、交通信号機の電気料、回

線使用料等が含まれております。 

 続きまして、債務負担行為について御説明いたします。 

 資料の659ページをお開きください。 

 表に記載のとおり３つの事業につきまして債務負担行為をお願いするものでございま

す。 

 まず、１つ目の運転者管理システム修正委託料は、道路交通法の改正によりまして、シ

ステム修正が必要となったものでございます。 
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 次の運転免許センター設備改修事業費は、免許センターのエレベーターの耐震改修でご

ざいます。 

 航空隊基地整備事業費は、航空隊基地の津波対策としまして、かさ上げをした造成地に

新築移転を行う事業であります。 

 なお、かさ上げ造成工事に関しましては、去る12月補正で債務負担行為として議決いた

だいているところでございます。 

 続きまして、第23号議案平成25年度高知県一般会計補正予算に関しまして、お手元の資

料の④、平成26年２月高知県議会定例会議案説明書（補正予算）に基づきまして御説明を

します。 

 資料の④の328ページをお開きください。 

 今回の補正予算の見込み額は、公安委員会補正予算総括表に記載のとおり、補正額は３

億6,431万5,000円の減額補正となっております。 

 まず、歳入予算から説明いたします。資料の329ページになります。 

 款12繰入金は、1,236万2,000円の減額であります。この内訳は、運転免許センター２号

館、３号館の耐震改修工事の執行残や緊急雇用事業の外部委託の入札残などによるもので

す。 

 次の330ページをごらんください。 

 14諸収入589万5,000円の減額分は、警察署の留置施設への収容者数、これが見込みを下

回ったことによるものでございます。 

 続きまして、331ページをお開きください。 

 歳出予算について御説明いたします。 

 まず、目１公安委員会費は、1,214万円の減額となっております。右説明欄に記載のと

おり、運転免許更新者数が見込みを下回ったものによるものでございます。 

 目２警察本部費は、２億1,229万9,000円の減額となっております。右説明欄１の人件費

に記載のとおり、主なものは退職手当の減額によるものであります。 

 ２の一般運営費では、清掃料等の委託料、清掃等の委託料の入札による執行残、それと

駐在所家族報償費、被留置者の食料費が見込みを下回ったものでございます。 

 目３施設整備費183万8,000円の減額分は、高知東署の盛り土駐車場整備に係る委託料の

入札残でございます。 

 続きまして、項２警察活動費の目１活動費に移らせていただきます。 

 右説明欄１生活安全対策費3,597万6,000円と２の犯罪捜査費246万8,000円の減額は、緊

急雇用事業や耐震改修工事の入札残によるものであります。 

 ３の交通警察費865万円は、次の333ページ、右の説明欄にありますように、自動車保管

場所調査事務委託料の入札による執行残によるものでございます。 
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 次の目２交通安全施設整備費9,094万4,000円の減額分につきましては、補助金等の減額

交付及び信号機等の工事に係ります入札残によるものでございます。 

 最後に、334ページをお開きください。 

 債務負担行為の追加をお願いするものでございます。 

 平成25年度から３カ年契約で民間に委託しております放置駐車車両確認事務委託料、こ

れの消費税増税に伴う増額分82万円の追加をお願いするものでございます。 

 予算関係の説明につきましては以上で終わらせていただきまして、続きまして条例議案

第45号高知県手数料徴収条例等の一部を改正する条例について説明させていただきます。 

 資料は、お手元の資料⑤、議案（条例その他）、この資料の24ページから27ページにか

けまして、警察関係につきましては26ページの下から２行目の高知県警察手数料徴収条例

の一部改正、それと資料の⑥、議案説明書条例その他の３ページ、そして新旧対照表は

127ページになります。 

この条例の改正は、高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例の第５条に警察関係と

しまして高知県警察手数料徴収条例の一部改正として提出しておるものでございます。 

 このことにつきましては、駐車放置車両の確認事務の委託に関しまして、必要となりま

す駐車監視員としての資格を得るための講習手数料、これを現行の１万9,000円から２万

円に改めるものでございます。 

 今回の改正につきましては、平成26年４月１日からの消費税及び地方消費税の引き上げ

によりまして、これの上位法令であります地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規

定されました標準額の見直しが行われましたことから、高知県警察手数料徴収条例に規定

されております駐車監視員資格者講習の手数料につきましても、政令と同額の１万

9,000円から２万円に改めようとするものでございます。 

 次、続きまして第90号議案高知県自動車運転免許試験場使用料徴収条例の一部を改正す

る条例議案について御説明いたします。 

 資料はお手元の資料⑤、議案（条例その他）の195ページ及び資料⑥の議案説明書では

18ページ、そして新旧対照表が427ページでございます。 

 本議案は、消費税法の一部改正等を考慮しまして、高知県自動車運転免許試験場の使用

料の改正を行うものでございます。 

 条例の改正に当たりましては、使用料を外税方式に変更するため、現在の使用料の10分

間税込み300円から、消費税及び地方消費税の額を控除しました10分間290円とし、引き上

げ後の消費税及び地方消費税の額を加算することができるように改正を行うこととしてお

ります。この外税方式につきましては、全庁的な対応でございます。 

 またあわせて、これまで大型自動車等が15分ごと、普通自動車が10分ごとの時間単位で

の利用としておりましたのを、自動車の種類による時間区分については利用者の利便等を
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考慮しまして全て10分単位として改正するものでございます。 

 提出に係ります議案の説明は以上でございます。御審議のほど、どうかよろしくお願い

いたします。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を行います。 

◎坂本（茂）委員 幾つかお伺いしたいんですが、まず１つは、654ページの県民世論調

査委託料、これ新規だと思うんですけども、何を目的とされているのかということと、サ

ンプル数はどういうふうなことで考えられているかというのが１点。 

 捜査用報償費ですけども、先ほど1,500万円ということで、執行見込みとか、そういっ

たことに基づいてということなんですが、その執行見込みはどれぐらいになってるかとい

うことをお伺いしたいというのが２点目です。 

 それと、生活安全対策の中の振り込め詐欺の関係で、補正でコールセンターの業務委託

料に入札残の部分がありました。これまでは緊急雇用でやられてたんですけど、ことしか

らは一般財源使うてやるのか、もうやらないのか。 

 それから、振り込め詐欺等の予防対策は、今後どういう形で変わっていくのかというふ

うなことについて、教えていただきたいというふうに思いますし、昨年やった効果がどう

いうふうに上がったかということについて、予算の関係で教えていただきたいと思いま

す。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 まず、新規事業でありますアンケート調査につきまして

は、これまでも免許センター等でやっておりましたけれども、これをもっと細部にわたり

まして警察の業務につきまして県民のニーズを把握するために、より細分化したアンケー

ト項目として外部に委託し、これを警察の施策に反映しようという目的で今回予算要求を

させていただいたものでございます。 

 続きまして、２つ目の捜査費の関係につきましては、先ほど委員御指摘のように、前年

度と同じ1,500万円で、生活安全対策の中で100万円、犯罪捜査で1,350万円、交通警察で

50万円、これは前年度と同じ要求額でございます。 

 執行の見込みにつきましては、現在２月末の手集計でございますが、約1,100万円の執

行でございます。捜査費につきましては、３月31日まで、これを現金で執行する必要がご

ざいますので、本部執行所属の９所属、それと県下警察署15署につきまして現金を一旦保

留額としまして持たしておく必要がございます。そういった見込み額が大体300万円ぐら

い必要になりますので、本年度の執行額があと一カ月でどれぐらいいくか、ちょっとわか

りませんけれども、1,200万円程度と見込んで保留額300万円を見込みまして、1,500万

円、来年度も同額の1,500万円ということで要求をさせていただきました。 

 ３点目の振り込め詐欺の関係の委託の事業でございます。 

 委員御指摘のとおり、これまで基金事業としましてコールセンター事業、それと広報活
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動事業の２つにつきまして実施しておりました。これにつきましては、基金が終了すると

いうことで、全国的にも同様の事業をしておりました県警等ございましたが、いずれも基

金の終了に合わせて、県単事業としてはしないということで、県警としましても一定の効

果、一定の成果につきまして上がったのではないかということで、県単事業としてはこれ

を見送って一旦終了という形にさせていただきました。 

◎坂本（茂）委員 県民世論調査の関係のサンプル数はどれぐらいで想定して、県下全体

でやろうとしているのか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 3,000でございます。 

◎坂本（茂）委員 予算見積もりの段階では、振り込め詐欺のコールセンター事業、見積

もりへ一財で上がってましたんで、県単でやるんだろうかというふうに思うてお聞きした

がです。前もちょっとお話ししましたが、たまたま我が家にも電話がかかってきまして、

これは予防のためにかけてきてるんですけども、その話しぶりを聞くと、これは話してた

らひっかけられると思うて電話切ってるわけですね。だから、ある人もそういうふうに言

ってました。何でこんな電話がかかってくるんだろうと。 

 だから、そういう意味で本当に効果があったんだろうかと。むしろ、この電話で応対す

ることが詐欺に遭うんではないかというふうなことで、電話を切られた方がたまたま何人

か相談がありましたんで、果たして効果があるんだろうかというふうに思ったところでし

た。今回、それで予算をつけないということですので、もっと何らかの違う形でぜひ効果

の上がるようなことをお願いしたいなというふうに思います。 

 それと、先ほど地震対策の関係で、今後、備えていく対応について、本部長のほうから

お話がありまして、ちょっと１つだけ気にかかったのは、27年度以降の要求予定項目の中

に乾電池１万本というのがありますけども、乾電池というのは使用せずにそのまま置いて

おくと液が漏れたりとかしていざというときに使えないというふうなことにもなりかねま

せん。ある意味、今よく言われてる食料備蓄なんかもそうなんですけども、ローリングス

トックという形で使用しながらストックしていくというふうなことがありますんで、そう

いうふうな意味で、ただ大事に抱えておいていざというときに使えないというようなこと

のないように、お願いしておきたいというふうに思います。 

◎梶原委員長 予算の関係でしょうか。前田生活安全部長、よろしいですか。 

 ほかには。 

◎米田委員 さっき、656ページのさっき言われた高齢者の交通安全支援ということで、

どういう民間企業を想定されてるのか。委託は入札か何かでやられるのか。 

◎山本交通部長 これは暴力団排除条例を施行したときに条例の周知徹底を図る関係で緊

急雇用の予算でこれも予算化をしていただきまして、県下の警備事業者の皆様方に集まっ

ていただきました。と申しますのは、責任者の方１名、ある程度のノウハウを持ってる方
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がこちらとしても事業を進める上で非常にやりやすいものですから、そういうものがある

方というようなことで選びました。 

 実は、今回も予算を積算していく中で、こういう形でやるのが本県で初めてでございま

したので、二、三の警備事業者の方から見積書をいただきました、参考としましてです

ね。今回想定をしておりますのは、予算をつけていただければ県下の警備事業者の方々を

対象にした一般競争入札というような形でお願いをするような予定で検討はしておりま

す。 

◎米田委員 特に、交通事故もそうですけど、確かに新しい信号を試行でやってますけ

ど、本人が認識せんなるわけよね。ほんで、確かに注意散漫というよりも、何かね、加齢

に伴ってそういう能力的に注意力がなくなっていく、ということで非常に大変な作業やと

思うんですよ、その効果を上げるためにはね。ですから、その警備事業者でいくんかなあ

と、今ぱっと聞いて思うんですけど、それはそういう資格を持っちゅうだとか、そういう

ことでそういう判断されたんですかね。 

◎山本交通部長 請負先が決定すれば、必要な研修を私どものほうで何時間かやらさせて

いただく予定でカリキュラム等も今現在準備をしているところでございます。それにつき

ましては、26年度当初予算にお願いしておりまして、実はこれにつきましては10カ月分を

想定しておるところでございます。したがいまして、そういう準備その他を４月、５月に

充当して、６月から請負を来年の３月までお願いしようというようなことで予算の計画、

研修の計画等を準備しております。 

◎米田委員 はい、わかりました。 

 それと、施設整備工事請負費だと思うんですけど、これは信号の設置よね、主はね。 

 去年、9,000万円、これ入札残なのか、よくわかりませんが、もったいない、せっか

く、余るの、ほいでことしも16カ所しか新規はでけんわけよね。ちょっと去年の入札残と

いうか、残った9,000万円の中身と、今僕らも要望しちゅうところもあるわけですけど、

信号設置の要望に対してどればのテンポで実現していきゆうのか、そこらもわかります

か。大体今どれぐらい、何カ所ぐらい要望が出ちゅうとかいうのは。 

◎山本交通部長 私のほうで、今の執行残の関係、ちょっと数字をここへ持っておりませ

んが、これはまた会計課長のほうから説明していただくということで、信号機の要望の数

につきましては、実は去年、おととしと随分見直しをしてまいりました。と申しますの

は、東日本大震災の関係等々から、専用機の高所移転とかいろんなことがありました。今

現在持っている数字としましては、必要なところを要望していただいたのを警察署のほう

と、それから交通規制課のほうで調整をして、県下で44カ所という箇所数を持っておりま

す。ただ、単純に地域の方々から警察署へ信号要望ということになれば、これは100を超

える数がございます。ただし、信号は、委員も御案内のとおり、一定の基準に基づいて設
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置の可否から検討していく必要がございます。 

 例えば道路幅員が十分あるかとか、信号機のポールを立てるそういう場所的なものがあ

るかとかいうようなことから入っていけば、今の数の44というのは相当私どものほうでは

精査をさせていただいております。 

 今年度の予算要求としましては、国費補助分を含めまして、これが15基、県単としまし

ては非常に財政の厳しいところかもわかりませんが、県単では１基でございます。したが

いまして、ほとんどが国費の補助でやっていくというような形になっております。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 金額の執行残は確かにございますけれども、大きい理由

は、国交省の補助金の交付額が見込みを下回ったことによります。 

 信号機につきましては、警察庁の補助金で使う信号機、それと国交省で補助をいただく

信号機、それと県費負担、大体大きく分けて３つございます。このうち、先ほど申しまし

た国交省の補助額が見込みを下回ったことによります減額でございます。 

◎米田委員 信号機の更新というのは何か取り決めルールがあるのかということと、何か

ＬＥＤに変えるとか、今そういう意味なんですかね、60カ所いうたらなかなか数が多いい

うんが。 

◎山本交通部長 信号機は、一旦建てますとおおむね全体としましては警察庁の更新時期

の基準では19年でございます。ただし、それは海岸部であったり山間部であっては随分違

ってまいります。したがいまして、どこの県も同じでございますが、信号機を更新すると

きは灯火、それから信号柱、そして一番大事な制御器、この３つに区分して、全部一回に

変えるのではなくて、必要なところから変えていくというやり方をやっております。 

 ＬＥＤの関係につきましては、数字を今ここへ持っておりますが、四国の中では我が県

のほうは随分御理解もいただいて、ＬＥＤのほうは大分進んでおります。 

 信号の灯器数、これは灯器というのは普通の交差点でしたら青赤黄、これを一つを１個

と数えた場合ですね、したがいまして大きい交差点でしたら裏表つけております。反対側

からも見えるようにしておりますが、そういう形でいけば８基あるというふうにお考えい

ただければわかりやすいかもわかりませんが、全体では8,506基あります。２月末現在

で、その数が。そのうちのＬＥＤで車両の関係でいけば8,506基のうちの2,922基が今ＬＥ

Ｄ化になっております。車両の灯器だけです。あと、歩行者用の灯器にしましたら、ＬＥ

Ｄで見れば2,533基、矢印が766基というような数でＬＥＤは整備をしていっております。 

 現実には、灯火を更新するときには、これからはＬＥＤにさせていただく。それは長も

ちをするということ、それから非常に見やすいということですね。そういう観点で、そう

いう方針でやらさせていただいております。 

◎米田委員 ちょっと交通指導になるんか交通安全になるんかようわかりませんが、今

度、100円トンネルが無料になって、南へ抜けて横浜新町のほうへ入ったときに、横浜新
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町に入るということで道路をバウンド式に、スピード増してブーッと出んようにバンド式

でやる、いろいろ意見もあるんですけど、近辺住民の方の安全を守らないかんということ

で、そういう何いうか、対策というのは県警がやれるんですかね。公安委員会から何か許

可とかそういうのは要るんですか。 

◎山本交通部長 今、米田委員がおっしゃってるのは、いわゆる団地などの中で通過交通

あるいは団地内の方の速度抑制のためにハンプというのを入れます。その段差を入れて、

あるいはわざわざ道幅を狭くしてやってます。これはいわゆる歩行者、自転車の方、いわ

ゆる交通弱者の方の安全を守るということで、ここは車が主体で走る道路ではないですよ

というような意味でそういうのをやっていきます。 

 委員おっしゃったように、100円道路が無料化になるということで、私どものほうも非

常にいろんなことを今所轄署のほうと含めて検討しております。残念なことに、御存じだ

と思いますが、この二、三日前に蒔絵台の団地の中で死亡事故が起きました。今後、あの

道路も南ケ丘のほうの団地へ抜ける方も一部利用する方もあるんではないかというような

ことで、実はきょう現場点検を緊急に実施しております。 

 これは、次の質問にお答えするんですが、公安委員会とか警察とかいうだけではなく

て、道路管理者であるそういう自治体の方、それから交通安全を守っていただく自治体の

方、それから地域住民の方、皆さんに入っていただいて、いろんな意見をいただきながら

やっていきたいというふうに考えております。 

 そういう安全対策をとる上では、警察や公安委員会だけではとてもかないませんので、

もろもろの関係する方に集まっていただいてやっていると。これが現状でございます。 

◎米田委員 ありがとうございます。それこそ、同じ近所の人同士の事故やった、非常に

残念ですけど、今後ふえると思うんですよ、３月31日以降ね。ぜひそういう対策をとって

いただきたい。 

 その対策でもう一つね、工科大学こっちから行ったら南へ入る信号がありますよね、ガ

ソリンスタンドがあって、ほんでそのちょっと手前に右入って工科大の入り口のほうへ行

く斜めの細い路地があるんですけど、工科大学の学生が信号が赤になるとそこを信号の手

前右へ入ったり、帰るときは信号の手前左へ来て国道へ出るんですよ。具体的な話であれ

なんですけど、非常に地域の人たちは工科大学の学生が来てるとうれしいけど、来たのに

こんな事故が再々起こるということで、対策をいろいろ山田署とも相談しながらやりゆう

ですけど、そういうときは交通規制というか、そういうやり方しかないのか、そこら辺は

どんなふうに県警は噛み込んでやれるんですか、ちょっと具体的な。 

◎山本交通部長 私が今委員のおっしゃった実態についてよく把握できておりません。直

ちに、所轄署、香美署になりますから確認をさせます。 

 今、おっしゃったのは、基本的な規制を即かけるというやり方よりも、むしろ現場点検
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をして、それが指導取り締まりでなじむものか、いきなり取り締まりとかいうようなこと

ではなくて指導していくというような形、それから同じく規制をかけるとしましても、一

部だけではなくて全体的な規制というようなことを考慮していく必要があろうかと思いま

す。 

 と申しますのは、そこだけやるとまた別へ行くという可能性もあるかもわかりません。

ですから、全般的に、例えばゾーン30とかいうような対策とか、いろんなことを組み合わ

せながらやっていく必要がある。 

 いずれにしましても、ただいま委員からお話のあったところにつきましては、早速確認

をして対応が必要であればとらすようにいたします。 

◎米田委員 狭い地域での話で申しわけないです。よろしくお願いします。 

◎坂本（茂）委員 ちょっと交通安全の事業の関係で、関連しますけども、支援委託、交

通安全の支援委託をやる際に、アウトリーチ率を高めていくということなんですけども、

今いろんな形でやられてるものも踏まえて、それらをやめるということでなくて、例えば

秋の交通安全のときなんかは高齢者宅の訪問事業いうのを安協とかそういったところでや

ってますけども、それらはやった上で、なおかつこれが上積みされるという理解でええで

しょうか。 

◎山本交通部長 委員おっしゃるとおりで、つまりこれはさらに対策をやらさせてくださ

いということで予算要求をさせていただいた分でございます。 

◎坂本（茂）委員 それともう一つ、これちょっと予算と関係ないがですけど、交通事故

の関係で、暴力団排除の取り組みは、これは結構なことなんですが、実は今民間の自動車

保険の約款の中で暴力団員入れないというふうなことになって、無保険の暴力団員が交通

事故起こしたときに、被害者が泣き寝入りするというふうな事態が全国的には結構あるみ

たいです。高知でそういうことがありようのかどうかですね。 

 ほんで、例えばじゃあそういうことに対して、損保会社に対してどういうふうにしてい

くのか。確かに暴力団排除ということは必要かもしれませんけども、それによってさらに

被害が大きくなるとしたら、これはやっぱりいかがなもんかなあというふうにも思いま

す。 

 この点について、ひょっと警察庁なんかで検討されていることがあったら、ちょっとお

聞きしたいんですけども。 

◎山本交通部長 今高知県では、そういう暴力団が事故の当事者で保険がかかってなくっ

て、非常に当事者間でトラブってる、あるいは片一方が救済されてないというのは把握し

ておりません。 

 警察庁のほうから、交通のほうに来る事故の関係で、今委員おっしゃったような形で具

体的な対策の指示とかいうのも交通のほうでは特に来ておりません。 
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◎坂本（茂）委員 ちょっとこれ、ただ想定されることではあろうかと思うんですね。起

きてから、そういう形になってもいかんので、ぜひまた何かの機会に御議論をいただけた

らというふうに思いますので、また内部で検討なり、そういったことができるのかどう

か、また考えてみてください。 

◎岡本委員 何点か質問させてもらいます。 

 １点目、ローカルな問題ですけれども、建築等の工事請負費で江川崎の駐在所の建築の

ことが説明の中にありましたけれども、これどうなんでしょう、地元の業者に配慮したと

か地元、木材の産地ですけれども、そういうものに配慮した設計になっているのかどうな

のか、その点教えていただけますか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 指名競争するときに、幡多郡下とか、そういった分、十

分考慮しまして指名させていただきましたし、木材等の利用につきましては当然駐在所に

つきましては現在木材による木造建築という形で駐在所は建築しております。 

◎岡本委員 ありがとうございます。 

 そしてもう一つ、お聞きしたいのは、警察活動費についてですけれども、全体の予算が

減ってる中で、ここ30.1％増やという説明があったところですけれども、特にこの30.1％

で力を入れているところはどういうところなのか、教えていただけますか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 全体的には、冒頭、本部長が説明されました３つの柱で

ございます。特に、今回の場合は南海地震対策での施設の耐震関係の工事が今回、去年ま

では設計委託等で終わっておったのが、本格工事をするとかいうふうな形での金額が増し

たものが主なものでございます。 

◎岡本委員 建設ですか、これ、活動費ですけれども。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 それも含んでおります。 

◎岡本委員 はい、わかりました。それが30.1％増ということになるわけですか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 それを含むということになります。それ全てではないで

すけども。 

◎岡本委員 わかりました。 

 条例で２点ほど確認をさせてくれますか。 

 運転免許センターの使用料の徴収条例がありますけど、これは納税をせないかん組織で

すかね。まず90号ですけども、確認だけです。この運転免許試験場の使用料は、納税義務

があるのかないのか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 間接税の外税になりますので、はい。 

◎岡本委員 これ、納税義務があるのかどうか。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 結果的には、納税額が発生しない仕組みということで、

申告ということになっております。 
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◎岡本委員 はい、わかりました。 

◎梶原委員長 よろしいですか。 

◎岡本委員 もう一点、この駐車監視員の資格者講習手数料です。これも、消費税を見込

んだ上での値上げです。手数料の値上げになってますけども、これはどうなりますかね。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 基本的に、この手数料の関係につきましては、手数料の

標準額を定めるという政令、上位法令がございます。これに引きずられる形で手数料を上

げるということになりますので、そのままの施行になるという形でございます。 

◎岡本委員 じゃあ、直接ではないわけですね、消費税増税にかかわるということでない

わけですね。 

◎西村警務部参事官兼会計課長 見込んだ額という形になっております。 

◎梶原委員長 よろしいですかね。 

◎岡本委員 はい、ありがとうございます。 

◎梶原委員長 質疑を終わります。 

 以上で警察本部の議案を終わります。 

《報告事項》 

◎梶原委員長 続いて、警察本部より３件の報告を行いたい旨の申し出があっております

ので、これを受けることにいたします。 

 まず最初に、報告について本部長の総括説明を求めます。 

 なお、本部長に対する質疑は、警務部長に対する質疑とあわせて行いたいと思いますの

で、御了承願います。 

◎小林警察本部長 それでは、警察本部から、ただいま委員長からお話のございました報

告事項３件、懲戒処分の実施について、高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進

捗状況について、それからハラスメントに関するアンケート調査結果について、この３点

について説明をさせていただきます。 

 まず、私から総括説明をさせていただきまして、その後詳細について警務部長から説明

をさせていただきます。 

 １点目の懲戒処分でございます。 

 既に報道等通じて御承知のこととは思いますが、本年の１月29日、香南警察署に勤務し

ておりました20代の男性警察官が、普通乗用車を運転中に軽四貨物自動車に衝突する事故

を起こしました。その後、救護措置等の必要な措置をとらずに逃走するというひき逃げ事

案を起こしたものでございます。 

 こうしたことから、去る２月24日に、当該警察官に対しまして戒告の懲戒処分を行うと

ともに、事案を警察庁に送致したところでございます。 

 このように、本来、このような事故を、事件を起こすべきではない警察職員がこうした
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事故を起こしてしまったことに関しまして、関係者、それから県民の皆様に大変な御迷惑

をおかけしてしまったことをおわび申し上げたいと思います。 

 どうも大変申しわけございませんでした。 

 以上が１点目の懲戒処分についてでございます。 

 続きまして、２点目の高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進捗状況について

でございます。 

 このプログラムにつきましては、以前この委員会にも御報告をさせていただきましたと

おり、昨年の６月に、県警といたしまして、個人に着目すること、それから職場環境に着

目すること、この２つの観点から総合的に対策を打っていこうというふうにして実施を始

めたものでございます。 

 このプログラムの推進を始めた以降も、実際のところ、非違事案は発生してしまってい

るところでございまして、その意味ではまだまだ十分には浸透はできていない部分も正直

なところあろうかと思います。 

 さはさりながら、これまで打ってきた、手を打ってそれなりに一定の進展をしている部

分はございますので、今どこまでが進展しており、そしてまだ足りない部分はどういった

ところなのかというところにつきまして、後ほど改めて警務部長のほうから報告をさせて

いただきたいと思います。 

 最後に３点目、ハラスメントに関するアンケート調査結果でございます。 

 このハラスメントに関するアンケート調査につきましては、既に報道等を通じて御承知

のこととは思いますが、基本的には全職員に対しましてアンケート調査を実施いたしまし

た。その結果、県警察の中で何らかのハラスメント被害を受けたと回答した者は、全回答

者の中の大体約４人に１人というふうなことが判明いたしました。さらには、県警の中で

実施しておりますこのハラスメント相談制度に関して必ずしも十分に機能してないんでは

ないかというような問題点も浮き彫りになりました。 

 私どもといたしましては、このアンケート調査結果を真摯に受けとめまして、またその

調査結果を十分に活用いたしまして、状況の改善に真摯に努めてまいりたいというふうに

思っております。 

 私からは以上でございます。 

◎梶原委員長 それでは続きまして、懲戒処分の実施について、高知県警察非違事案防止

総合対策プログラムの進捗状況について、ハラスメントに関するアンケート調査結果につ

いて、警務部長の説明を求めます。 

◎寺﨑警務部長 それでは、私のほうから、１点目としまして、懲戒処分の実施の詳細に

ついて、２点目としまして、高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進捗状況の詳

細につきまして、３点目としまして、ハラスメントに関しますアンケート調査の結果の詳
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細について、順番に御説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、香南警察署員によりますひき逃げ事案について御説明をさせていただきます。 

 警察本部のこの説明資料の４ページをごらんいただきたいと思います。 

 本件は、香南警察署の地域係として勤務をしておりました20歳代の巡査が、非番日でご

ざいました本年の１月29日、私有車であります普通乗用自動車を運転中に、香南市の赤岡

町の県道交差点におきまして軽四貨物自動車に衝突をさせるという事故を起こしながら、

交通事故の届け出等をすることなく逃走したものでございまして、その後、被害者が３週

間の加療を要するけがをしていたということが判明したことから、ひき逃げ事案として事

件送致をしたものでございます。 

 警察官でありながら、交通事故を起こしたにもかかわらず、届け出をすることなく逃走

しておりまして、結果としまして相手方に傷害を負わせてしまったという事実を重く捉え

まして、２月24日付で当該警察官を戒告の懲戒処分といたしております。 

 県警察を挙げまして、高知県警察非違事案防止総合対策プログラムを推進中のところ、

このような事案が発生し、大変申しわけなく思っているところでございます。 

 しかしながら、これまでに発生しました非違事案につきまして検証いたしました結果、

このプログラムを確実に実施をし職員一人一人への浸透を図っていけば、いずれの事案に

つきましても、その発生を防止することができたというふうに考えております。 

 したがいまして、県警察としましては、引き続きこのプログラムを推進してまいりたい

というふうに考えているところでございます。 

 次に、現時点におきます高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進捗状況につい

て御説明をさせていただきます。 

 警察本部の説明資料の次の５ページをごらんください。Ａ３横長の資料になります。 

 高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進捗状況につきましては、昨年の12月で

ございますけども、当委員会におきまして一度御報告をさせていただいておりますが、内

容について大きな違いはございません。まだ残ってる課題、それから今後の取り組みとい

うことで整理をさせていただいております。 

 ただ、この基本的な事項を継続して実施をすることによりまして、このプログラムの浸

透を図っているというところでございます。 

 しかしながら、昨年発生しました３件の警察手帳の紛失事案を受けまして、リカバリー

教養の推進、それから警察手帳等重要な貸与品の紛失防止のための仕組みの構築、この２

点につきましてさらなる取り組みが必要というふうに認識をいたしまして、こういった対

策を強化しているという状況でございます。 

 資料に基づきながら、特にこの２つの対策の推進状況について御説明させていただきた

いと思います。 
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 まずは、リカバリー教養のさらなる推進についてということでございますが、この資料

の中の個人の資質に着目した対策の中の若手警察官の指導育成及び実務能力の向上の欄に

記載をいたしておりますが、昨年の12月に教養資料、失敗事例リカバリー教本の第二弾と

しまして失敗事例リカバリー教本の№２というものを作成しまして、各所属に送付をいた

しますとともに、県警察のイントラネットの掲示板に掲示をいたしました。 

 これにあわせまして、各所属に対しましてリカバリー教養の継続的な実施について指示

をいたしております。 

 また、本年１月末に初任科生を卒業して警察署に配置をされました35人に対しまして、

第一線での仕事に活用できるように、この失敗事例リカバリー教本などの教養資料を配付

いたしましたし、またこの卒業生を職場で指導いたします職場実習指導員33人に対しまし

ても、若手警察官に誤った失敗対処方策を指導するということがないように、職場実習指

導員研修会におきまして、改めてリカバリー教養を実施いたしております。 

 さらに、本年１月からは、県警察学校で行われております各種の専科教養におきまして

も、リカバリー教養を職務倫理教養の一環として行っているというところでございます。 

 今後も、あらゆる機会を通じまして反復継続してリカバリー教養を行っていきたいとい

うふうに考えております。 

 次に、警察手帳等重要な貸与品の紛失防止のための仕組みの構築についてでございま

す。 

 これにつきましては、この資料の職場環境に着目した対策の中の予防監察の推進の欄に

記載をいたしております。 

 昨年12月の当委員会でも御説明いたしましたが、警察手帳の紛失事案の背景には、警察

手帳は個人保管が原則であるという、そういった認識のもとに幹部職員におきまして部下

の警察手帳の保管管理状況をしっかりと把握をするという、そういった仕組みがなかった

という問題点がございました。 

 したがいまして、この３件目の紛失事案の発生後に、１点目としまして、警察手帳等の

重要な貸与品について、その保管管理状況を所属長が指定する幹部職員によりまして月１

回以上目視で確認をするということ。それから２点目としましては、警察手帳を携帯して

飲酒をする場合においては、あらかじめ所属長に届け出を行うということ。この２点をそ

れぞれ制度化いたしております。 

 またこれにあわせまして、改めまして警察手帳を初めとします重要な貸与品は携帯しな

い場合には施錠施設のある場所に施錠して保管するように指示をいたしております。 

 幹部職員によります目視での確認、それから、警察手帳を携帯して飲酒をする場合の届

け出の各制度につきましては、現在のところ、各所属において適正に運用されているとい

うことを確認いたしております。 



- 90 - 

 しかしながら、今後も形骸化をするということはないように、適宜チェックを行ってま

いりたいと考えております。 

 さらに、今回のひき逃げ事案におきましては、当該職員がばれなければやり過ごせると

いった、そういった安易な考えを持っていたということが判明いたしておりますので、や

はり優秀な人材の確保と、それから職務倫理教養の充実及び実務能力の向上による人材の

育成についてさらに取り組みを行う必要があるというふうに考えております。 

 このうち、優秀な人材の確保に関しましては、現在、警務課の採用係を増員いたしまし

て、県内外の大学訪問などを強化いたしまして、より多くの受験者の確保に努めていると

いう状況でございます。 

 また、多角的な視点からの採用時面接の実施につきまして、次の春の人事異動に速やか

に面接官の組み合わせ等についての検討に入りまして、より高い倫理観を有する人材の採

用に資するように工夫をしてまいりたいというふうに考えております。 

 また、職務倫理教養の充実等に関しましては、この資料には記載をしておりませんが、

警察学校における教養が重要というように考えておりまして、現在も学校長によります訓

育でありますとか、あるいは副校長によります過去の具体的事例を挙げたリカバリー教養

を含みます職務倫理教養、さらには各教官によります日ごろからのきめ細やかな生活指導

などを行っているところでございますけども、今後もこの教養の内容や、あるいは教養方

法についての検討をしっかりと行いながら、初任科生の心に響くような効果の高い教養を

行ってまいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの各種施策につ

きましては、一朝一夕になし得るというものではございませんが、今後も職員一人一人に

浸透するように反復継続をして実施するとともに、組織を挙げましてＰＤＣＡサイクルに

よりまして不断の見直しを実施してまいりたいと考えております。 

 以上が現在の高知県警察非違事案防止総合対策プログラムの進捗状況についての説明と

いうことでございます。 

 続きまして、ハラスメントに関するアンケート調査の結果のうち、これは２つございま

すが、１つは県警察職員に対するものというのが１つございまして、もう一つは退職をさ

れた方に対するアンケート調査ということでございますが、まずは県警察の職員に対する

ものについて御説明をさせていただきます。 

 警察本部資料の次の６ページ以降でございます。６ページから９ページにかけまして、

このアンケート調査の結果についてまとめております。 

 これにつきましては、この本日資料の別冊として若干分厚目の資料としましてハラスメ

ントに関するアンケート調査結果というものもお配りしておりますが、この資料を抜粋し

たものがこの６ページから９ページにかけてということで御理解いただきたいと思いま
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す。 

 今回のこの県警察の職員に対しますアンケートにつきましては、警察学校におけるセク

シュアルハラスメントの事案の発生を受けまして、高知県警察非違事案防止総合対策プロ

グラムの中の非違事案が起こりにくく職員の意識が高まる環境の整備の一環として実施を

したものでございます。 

 調査項目につきましては、３点ございまして、１点目はハラスメントの実態、それから

２点目としましてはハラスメントに関する相談制度の周知状況、それから３点目としまし

てハラスメントに関する意識、以上の３点ということでございます。 

 県警察の警察官、それから一般職員、非常勤職員、それから臨時的任用職員を対象とし

て実施をいたしておりまして、６ページの回答者数のところに記載をしておりますけど

も、1,865人から回答を得ております。 

 次に、ハラスメントの実態調査の結果について御説明をいたします。 

 左側の中段のところの表に記載をしておりますが、県警察において何らかのハラスメン

トを受けて嫌な思いをしたことがあるかとの質問に対しまして、あると回答した職員は

456人でございまして、全回答者の４人に１人ということになっております。 

 また、受けたハラスメント行為について細かく分析した結果が右側の表になります。男

性ではパワーハラスメント被害が上位を占めておりまして、一方女性ではセクシュアルハ

ラスメントの被害が上位を占めてるということになっております。 

 右側の下のほうに、男女別分析というところで記載をしておりますが、県警察でセクシ

ュアルハラスメントを受けたことがあるという職員は124人で、回答者全体の６％強とい

うことになっております。 

 また、パワーハラスメントを受けたことがあるという職員は357人で、回答者全体の

20％弱ということになっております。 

 これらの割合でございますけども、一般企業におけるセクシュアルハラスメントまたは

パワーハラスメントの調査結果と比較をいたしましても、決して高い数値ではないという

ことがわかっております。 

 次の７ページでございますが、ハラスメントの行為場所等々についてまとめておりま

す。 

 行為場所につきましては職場内、それからハラスメント行為の状況としましては執務時

間中、それからハラスメント行為を受けた時期は３年以上前、相手方は男性、上司という

回答がそれぞれの問いで最も多いということでございました。 

 さらに、８ページでございますが、左側の中段の表と下段の表に記載をしております

が、１つは、ハラスメントを受けた影響としまして、職場の人に不信感や嫌悪感、恐怖心

などの負の感情を持つようになったという回答が多いということであります。 
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 また、ハラスメントを受けたときの対応としましては、何もしなかった、無視してやり

過ごしたという回答が多いということでございます。 

 それから、ハラスメント相談員を利用しなかった理由やハラスメントを受けても何もし

なかった、無視してやり過ごした理由などについては、右側の２つの表に記載をしており

ます。 

 何もしなかった、無視してやり過ごしたというその理由でございますが、行動しても解

決しない、何も変わらないと諦めていたからという回答が多いという結果になっておりま

す。 

 次に、県警察におけるハラスメント相談制度の周知状況等についての部分でございま

す。９ページになります。 

 回答者のうち２割はハラスメント相談員について知らないというふうに回答しておりま

すし、また知っていると回答した人も相談した後どうなるかわからないでありますとか、

プライバシーが守られるか不安であるといった思いから、相談員を利用しようとは思って

いないということが今回の調査結果でわかったということでございます。 

 最後に、ハラスメントに関する意識調査についてでございますが、これは別冊のほうの

ハラスメントに関するアンケート調査結果の中の24ページから47ページというところに記

載をさせていただいております。 

 20ページ以上にわたる分析をしておりますので、簡単に例を挙げて御説明しますと、意

識調査の結果、一般的にハラスメントに該当するとされております事例でも、要するに県

の職員の意識としては低い。それらのハラスメントとしては理解してない、認識してない

というものが幾つかあったということでございます。 

 例を挙げますと、男らしく、女らしくといった言葉を使うでありますとか、あるいは職

場の人を○○ちゃんと呼ぶといった、そういった一部の項目がございますが、そういった

ものについては認識が低かったということが判明いたしております。 

 以上、簡単でございますけども、以上が県警察職員に対しますアンケート調査の結果と

いうことでございますけども、現在の県警察におけますハラスメント相談制度につきまし

ては、ハラスメント被害の申し立てに対しまして関係者のプライバシーや名誉その他の人

格等を十分に尊重しながら、真摯かつ適切に対応する、そういう制度というふうに認識を

しておりますが、職員のほうの理解が十分ではないということがございまして、このこと

が職員の被害解決に向けた行動につながっていないというふうに考えられます。 

 また、ハラスメント行為の一部について十分に認識をされていないということもござい

ますので、こういった点を踏まえながら、今後は現行のハラスメント相談制度の周知徹

底、それからハラスメントに関する理解を深めるための教養の反復継続した実施、こうい

ったことによりまして、ハラスメントの根絶を目指し、状況の改善を図ってまいりたいと
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いうふうに考えております。 

 なお、今回のアンケート調査の中で、刑事事件としての捜査や懲戒処分の対象としての

調査が必要となるような、そういった個別・具体的な案件についてはございませんでし

た。それが結論でございます。 

 以上がハラスメントに関しますアンケート調査結果のうち、県警察職員に対するものに

ついての御説明でございます。 

 続きまして、ハラスメントに関するアンケート調査結果のうち、初任科教養期間中に退

職をされた方に対するものについて御説明をいたします。 

 アンケートは、平成24年度の初任科教養期間中に退職をされた方24人と平成25年度の初

任科教養期間中に退職をされた方９人の合計33人を対象として実施をさせていただきまし

た。 

 郵送でアンケート調査様式を送付させていただきまして、33人のうち14人の方から回答

をいただいております。 

 アンケートの内容でございますけども、警察学校における初任科教養中、学校教官等か

ら指導の範疇を超えた不必要な個人指導やミスの指摘を超えた人格を否定するような叱

責、個人攻撃などを受けたことがあるか否かについてお尋ねをした上で、あったというふ

うに回答された方に対しましては、さらにいつごろ、誰から、どのような行為を受けまし

たかなどについて自由に記載をしていただくと、そういった形式といたしました。 

 結論から申し上げますと、指導の範疇を超えた不必要な個人指導等を受けたことがある

かという問いに対しまして、５人の方からあったとの回答をいただいております。また、

２人の方からは、答えたくないという回答をいただいております。残る７人の方からは、

なかったという回答でございました。 

 このうち、あったと回答された５人の方につきましては、受けた行為について相当程度

個別・具体的な内容が記載されておりましたことから、県警察におきまして必要な調査を

行っております。 

 その結果、刑事事件として検察庁に送致すべき事実や懲戒処分の対象となるような事実

はございませんでした。 

 今回のアンケートに御協力をいただきました皆様に対しましては、この場をおかりしま

して御礼を申し上げますとともに、お寄せをいただきました回答や御意見につきまして

は、これを真摯に受けとめまして、今後、教官の選考方法を初め警察学校における指導教

養のあり方に反映をさせまして、教官と学生の間にこれまで以上の信頼関係が構築できる

ように努めてまいりたいというふうに考えております。 

 以上が報告でございますけども、非違事案防止に向けまして県警察全体で高知県警察非

違事案防止総合対策プログラムの実行を強力に推進いたしますとともに、職員が一丸とな
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って仕事で成果を上げて県民の皆様の期待と信頼に応えてまいりたいと考えておりますの

で、今後も御指導賜りますようによろしくお願いします。 

◎梶原委員長 それでは、質疑を行います。 

◎桑名委員 この非違事案防止総合対策プログラムですけども、この中で若手警察官の指

導育成及び実務能力の向上という項目がありますね。これはリカバリー教養をどうするか

ということなんですけど、これね、若手っていうところに限定するところに、この物事の

考え方が、僕は甘さがあると思うんですよ。若いから上司に言えないじゃなくて、立場が

上になればなるほどミスというのは認めたくなくなるというのが、実は人間の誰しもある

ところであって、若手を教育してたらいいということではなくて、もっと全体的にこれを

考えていこうというふうにしないと、この事案なくならないと思いますよ。 

 特に、去年の暮れですか、交通違反切符の１年以上の未処理、これ警部補がやってます

よね、中堅ですよね。この人が１年間報告をしなかったというの、これはちょっと私の手

元にある新聞だけでは、この警部補の方が怠慢でこういう状態になったのか、逆に日がた

つにつれて自分の上司に言えなくなったのかというところまでは、私ははかることはでき

ませんけども、でもそういったリカバリー、失敗の積み重ねというのは若手じゃなくて上

になればなるほどあるんで、ここに若手のあなたたちだけを指導しますよということは、

これはちょっと私は甘いんじゃないかなというふうに思いますけども、どうですか。 

◎寺﨑警務部長 今回、昨年来の一連の手帳の紛失事案、それから今回の交通事故の関

係、等々踏まえまして、この整理上、若手警察官の指導、育成、それから実務能力の向上

というところに記載をさせていただいておりますけども、委員おっしゃるとおり、もう全

職員に対しまして、特に中堅ベテランも含めて、そこらあたりもきちっと認識をしておか

ないと、やはりまた同じような事案を起こしますので、その辺はきちっと指導教養してま

いりたいと考えております。 

◎桑名委員 やっぱり全体で考えていくと、このセクハラもパワハラもそうなんです。上

になればなるほどわからなくなってるからこういう事態が出てくるんで、そういったとこ

ろは全体で取り組んでいただきたいと思います。要望です。 

◎坂本（茂）委員 １件は、香南署の巡査のひき逃げの関係ですけども、これも新聞記事

では、警察庁の懲戒処分の指針ではひき逃げは免職または停職と。今回、懲戒処分の中の

戒告という形になってるんですけども、その理由として、この新聞報道ではひき逃げは被

害者が負傷したことが要件だが、事故直後は被害者から診断書が出ていなかったことや巡

査が辞職の意思を示していることなどから、戒告にしたという書き方になってるんです

が、１つは、ただ処分をした日というのは事故直後からいえば随分日がたってるわけです

ね、そういう意味では、処分の段階では被害者が負傷したことはわかっていたわけで、そ

のことが、診断書が出ていなかったということは理由にならないんではないかなというふ
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うなことと。 

 もう一つは、辞職の意思を示していることなどからというふうになると、やっぱり懲戒

免職にしたら退職金がフイになると。そういうことから考えたら、戒告という形で依願退

職であれば退職金も出せると。そういうことをおもんぱかったというふうに受けとめられ

ても仕方のないような処分に思えるんです。 

 そこのところがどうだったのか、そうしないと、やはり最後にコメントされているよう

に信頼回復に向けというふうに言っても、そういったところでいろいろ身内に対して酌量

するようなことがあれば、やっぱりなかなか県民の信頼回復ということにならないんでは

ないかというふうに思いますので、それが１点、お聞きしておきたいのと。 

 もう一つは、このハラスメントの関係で、１つは先ほど言われた、例えば初任科研修中

に退職された方については、割と詳細に報告が、あったと言われる方も報告されていると

いうことなんですけども、実際このアンケートそのものは言えば無記名ですから、例えば

こういう実態があったけれども、それがどこの署でどういう人との関係であったかいうの

はわからないわけですよね。ですから、それがまあ言うたら、ここで明らかになった実態

がどう解決、改善に向けられていくかというところが今後の課題になってくるかと思うん

です。 

 そこのところを今後どういうふうに考えられているか、ただやっぱりこういう実態にあ

るから、さらにもっと職員の教養を高めるような研修をやるとかいうても、なかなかやっ

ぱり個別の課題で対応していかないと解決にまで至らないのではないかなというふうに思

うんで、そこのところをちょっとどういうふうに考えられているかということと、もう一

つは、刑事事件に該当するようなものはなかったということなんですが、その中に自殺を

図ったというのが２件ありますよね、あるいは考えたというのがですね、そのハラスメン

トを受けた人が２件回答としてあってます。 

 これは、そこまで、まあ言うたら思い悩むようなハラスメントを受けていたとしたら、

これは相当な事例ではないかなというふうに私自身は思ったんですけども、その辺につい

ても例えば結局それを書くと、いろいろ詳細に書くと特定されてしまうからよう書かない

というようなこともあろうかと思うんで、その辺、言えばどういう課題解決につなげてい

くかということを今後は真剣に考えなければならないと思いますんで、その辺のところち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。 

◎寺﨑警務部長 まず初めに、ひき逃げ事案の関係でございますけども、今回の事故でご

ざいますけども、そもそもお互いが大破をするような、そういった物すごい衝撃の事故で

はなかったということでございますので、被害者も現場臨場した際には、特にけがはない

というふうな、そういったことを言っておったという事故でございます。 

 逃げた本人も、その際には、まさかけがまでしていることはないんじゃないかという、
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そういうけがをしたという認識もないまま現場を離れておりますので、いわゆる一般的な

ひき逃げ事案とはやっぱりそこが違うんじゃないかというふうに我々は評価をしていると

いうのがまず１点でございます。 

 それからもう一点は、本人がやめるということで処分が甘くなったんではないかという

ことでございますけども、それも本人がやめるということも、一つの参考材料ではあった

んですが、やはり本人が反省をしてると。懲戒処分というからには、やっぱり本人が反省

してるかどうかというのも非常に大きなポイントになりますので、その辺も加味して今回

処分をしたということでございます。 

 今回の処分でございますけど、全国の先例というものも数多くございますので、そうい

う全国の先例等にも照らしながら、今回戒告という処分にしたということでございます。 

 それから、ハラスメントの関係でございますけども、今回、個人の特定性というものを

徹底して排除をするという、そういう理念で今回やっております。ですから逆に言うと、

委員御指摘のとおり、個別の事案がよくわからないということになるわけでありますけど

も、ただ、現在もまだハラスメントを受けてる者がいるというふうに回答しておりますの

で、これは非常に我々としてもきちっとそれは受けとめるべきだろうと考えておりますの

で、先ほどハラスメント相談員制度の周知徹底とか、あるいはその理解を深めるための教

養と申しましたけども、各所属長に対しましては、もう一度各所属の点検をするようにと

いうこともあわせて指示をしております。 

 やはり、何か職場にそういったことがないかと、そういう目で自分のところはないだろ

うということではなくて、自分のところにもあるんじゃないかという目できちっと再度点

検をするようにという、そういう指示をいたしております。 

 ということでございまして、先ほど自殺等々の話もございましたが、結論から申します

と、なかなかやっぱり個別の事案についてはわからないということでございますけども、

今申しましたような点検でありますとか、それからやっぱり職場内に諦めムードといいま

すか、結局相談しても何の解決もならないと思ってる者もおりますので、そうではないん

だと、組織を挙げてそういうハラスメント撲滅に向かって努力をしてるんだということも

含めて、各職員に対しまして、我々の気持ちも伝えた上で、そういったハラスメントの意

識というのを高めたいというふうに考えております。 

◎小林警察本部長 今、警務部長から話のあった点について追加をさせていただきます。 

 １点目の香南署の件でございますが、私どもといたしましては、警務部長から説明もあ

ったとおり、警察庁等々とも協議いたしまして、全国的な先例等とも平仄を合わせる形で

あの処分をしたところでございます。 

 ただ他方で、委員から御指摘のような見方もあると認識しております。そういった御意

見に関しましては、また今後似たような事案が起こったときにどういうふうに対処するか
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ということを考える際に、参考にさせていただきたいというふうに思っております。 

 それから、２点目のアンケートのことでございますが、これも警務部長からも説明があ

りましたとおり、今回非常にジレンマがございました。１つは、実態把握をするという意

味では回答者の個人の特定性を排除しなければならない、しかしながらそれをやると個別

の事案について把握できない、そこをどううまくバランスをとるかということについては

非常に悩んだところでございます。 

 結果的に、こういうやり方でやりまして、正直なところ私どもも完全に全てがわかるア

ンケートではないということは承知でございます。ただ、さはさりながら、私どもの承知

している限り、47都道府県の県警の中でこういうことをやったのは高知県警が初めてでご

ざいまして、そういう意味では、不完全ではあれ、最初の一歩としては意義があることだ

ったのではないかというふうに思っております。 

 今後、重要なことは、継続的にこういうアンケートを実施することによって、実態把握

をより重層的かつ有機的に進めていくということ、かつまた同時にやはり個別の案件につ

いてしっかりと把握していくためには、繰り返しになりますが、やはり個別の具体的な事

案に関する相談制度、こういうものを充実していって、一般的なアンケートとは別のとこ

ろでしっかりと個別の事案を把握して適切に対処していく、この２つのことを同時並行的

に進めていくということが重要ではないかなというふうに考えております。 

 いずれにいたしましても、今回のは最初の一歩でございまして、これを生かしてある種

のＰＤＣＡサイクルをしっかりと回して、今後につなげていきたいというふうに考えてお

ります。 

◎坂本（茂）委員 最後です。いまだにハラスメントがあるということも言われているわ

けで、そういう意味では知事部局でも私本会議で質問したときに、組織としてそういうハ

ラスメントという実態があるということを前提に、その組織の健全性というか、そういっ

たものをどうやってつくっていくかということがこれから問われてくると思うんですね。

そういう意味では、組織の風通しをよくしたりとかいうふうなことで、結局、答えの中に

も意に沿わない人事異動をされたと。ハラスメントと人事異動とかいうのはうんとうらは

らの関係みたいな部分で出たりもしますんで、そういう中で、やっぱり言うとマイナスに

なるとか、明らかにすることがそういうことで返ってくるとかいうようなことにもなりま

すので、そこらあたりを含めて、被害を受けている人が不利益になるようなことがあって

はならんと思いますので、そういうことを含めた組織の健全性を保っていくために、ぜひ

努力していただきたいと思います。 

◎米田委員 同じような話で申しわけないですけど、さっきの懲戒処分について、巡査は

被害者に声をかけたんですかね、事故の後。 

◎寺﨑警務部長 いや、全く声はかけておりません。 
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◎米田委員 それで、この文書で言うたら、部長が今言われたように読み取れんのですよ

ね。３週間もの被害を与えたのに、救護措置をとらずに逃走したと。そのときはそんなに

なかったけど、後で医者へ行ったというみたいな話で、この文書だけ見たら、それはもう

大変なことやっちゅうわけで、僕も、戒告だ、そらあそればあで済むろうかという、もし

そうじゃない判断なら、もう少し、実態に合うた説明、事案の概要説明をしてもらわない

と、３週間のけがは負わせたと、本人にも確認もせずにとにかく逃げたと。でも、結果は

軽かった、そのときは行かんような程度の軽いもんじゃったというふうな言い方をするが

やったら、そういうふうにちゃんと書いてくれんと、この事案概要の経過見たら、これ読

んだら誰しも、戒告ばあでえらい軽いねという、普通世間なら罪が重いと思うんですけ

ど、それは今後、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 それと、ハラスメントで、僕もちょっと全国的にどんな調査やられよるかどうか聞こう

と思いよったんです。高知県警が初めてやったという点では非常に重要な経験踏まれてる

というふうに思うんで、それはそれで前向きな取り組みをしたというふうに思うんです

が、気になったのは、大体４人に１人ということで部長が一般企業のアンケート結果から

いってもそう高くはないというふうに言われたんかなと思ったんですが、ちょっとそこを

確認したい。 

◎寺﨑警務部長 いろいろアンケート調査としてはあるんですけども、今回の参考にさせ

ていただきましたのは公益財団法人の21世紀職業財団、実は、別冊資料にも抜粋でちょっ

と記載をさせていただいておりますけども、その中で、他企業における調査結果というこ

とで、その調査結果とかによりますと、セクハラを受けたことがある人は４割強であった

ということでございます。 

 また、同じこの調査結果で、パワハラを受けたことがあると回答した者は19.1％という

ことになっております。 

 それから、厚生労働省の委託事業として実施をしたそういった調査もございまして、そ

れによりますと過去３年間にパワハラを受けたことがある人というのは25.3％であったと

いうことでございますので、それと比べますと、セクハラ、パワハラという区別でござい

ますけども、民間の調査結果に比べても決して我々の調査結果が高いという数字ではない

というふうに認識をしたということでございます。 

◎小林警察本部長 ちょっと補足をさせていただきます。 

 調査の中で今警務部長から話したような分析があったということもそのとおりでござい

ます。 

 他方で、ちょっと難しいのは、やはり警察とそれ以外の組織でまた違う特性があるとい

うこともあるかもしれません。ですから、本来的には例えば別の県警であるとか同じ警察

組織で比較をしないと本当のところはよくわからないと。ただ、先ほど申し上げましたと
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おり、47都道府県の警察の中でやったのが当県が最初でありますんで、そういう意味では

実際のところ本質的な比較というのは今のところできないというか、私どもとして、ほか

の県警でも同じようなことをやって、今後比較をしてやっていくということができればい

いのかなというふうには思っております。 

 あともう一つは、いずれにせよ、こういうことは本来的には全くなくなっていくという

ことが好ましいことでというか、あるべきことでございますので、我々としては数字が低

い高いにかかわらず、少なくともゼロではないわけでございますから、この結果を真摯に

受けとめて少しでもゼロに近づけていくように努力を続けてまいりたいと思っておりま

す。 

◎米田委員 余り一般企業と比べて高いとか低いとかという説明もせんほうがいいし、正

直なところ、これ見せてもろうてですよ、ハラスメントの中身、影響は一人一人深刻なん

ですよ。それを他の企業と比べて、一般企業と比べてそう高くないというふうに認識して

ます。そんな姿勢でおったら、４人に１人のこのハラスメントも本当に解決できるのかと

いうふうに、そういう言い方したらやった人はそんなに、そればあのもんかというふう

に、そんなにとられてないと思いますけど、そういうふうに言葉の端々ですけどね、やっ

ぱり思いますので、ぜひ全部見たら深刻ですよね。どんなことを受けたか、どう対応した

か、どんなふうに感じたかということも深刻です。しかも、今本部長言われたように、普

通の民間企業、事務やったりするんじゃなくて、特に、警察というのは権力を持った組織

で上下関係厳しいんですよ。そこで勇気出して言うた人が４人に１人おるわけで、本当や

ったらもっとおるかもしれませんよ。でも、勇気出して僕はやった、意見出したというこ

とは非常に大事なことやし、本来そういう上下関係のところであればあるほどそういうハ

ラスメントがあってはいかんわけでね。だから、絶対これ続いていきますよ、こういう事

件もずっと続くことになるんで、ぜひ県民に信頼される警察行政つくるためのこれを一つ

の契機にしてね、ぜひ、どういう分析するかはよくわかりませんけど、ケース一つ一つは

非常に重たい重要なことなんで、また今後の県警が発展する要素もこの中にはあると思う

んで、それはぜひ慎重に取り扱っていただきたいし、十分活用していただきたい。 

◎岡本委員 １つだけ、本部長にお聞きしたいことがあるんですけど、高知県が初めてや

ったということで、すごいことやなというふうに評価したいと思います。 

 それで、設問の中で、ハラスメント防止対策として何が必要だと思いますかというとこ

ろに、一番多いのが幹部職員に対する教養というところがあるんですね。これを見られ

て、本部長がどのように感じられたということと、対策をどのようにお考えになっておら

れるかについてだけお聞かせいただきたいんですけども。 

◎小林警察本部長 まさに、今回のアンケート調査は、職員自身が実際にどう思ってるか

という実態を素直に把握するために実施したものであります。したがいまして、多くの職
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員がこの項目を上げたということに関しては、これは真摯に受けとめなければならないと

いうふうに思っております。 

 したがいまして、まさにその職員から指摘のあったとおり、幹部職員に対する教育、教

養をさらに徹底しなければならないと思っております。 

 しからば、どういうふうに具体的にやっていくかということに関しては、これもこれま

でにいろいろな専門家と言われる方々がいろんな研究もされておるようでございますの

で、そういったところをよく研究して、どういうやり方で教育、研修をするのが一番効果

的なのかということをよく踏まえた上で、一番効果的な方法でしっかりとやってまいりた

いというふうに思っております。 

◎西森（雅）委員 このアンケート調査、全国で初めて行われたということで評価をした

いと思います。 

 ちょっとお伺いしたいんですけども、この調査をやってです、ちょっと気になるのは、

やっぱり今も続いているという大変苦しい思いをされてる方がいらっしゃるというところ

ですね。 

 そこでお伺いしたいのは、この調査をした後、ハラスメント相談員に対しての相談件数

はどうなのかと。ふえてるのかどうか。 

◎寺﨑警務部長 この後、調査の以降、ハラスメントの相談件数についてはちょっと把握

しておりません。 

◎西森（雅）委員 この調査をやることによって、やはり相談してもいいんだというか、

相談できるんだという思いを悩んでる方が持たれるということも大事だと思いますので、

またそのあたりも情報発信をぜひしていっていただきたいというふうに思いますし、また

先ほど本部長言われましたけども、１回だけではなしに、また何年か後になるかわからな

いですけども、そういったこのような調査を再度やることによって、その違いによる取り

組みがどうだったのかということもまた見えてくる部分もあろうかと思いますので、また

ぜひこの調査に関しては続けていっていただきたいということを要請させていただきま

す。 

◎梶原委員長 私も１点だけ。 

 非違事案防止プログラムの職場環境の中の予防監察の推進のところで、警察手帳関係御

説明いただきましたが、これ月に１回の目視点検というのはやはり効果があり、緊張を持

って管理には取り組んでいただけると思います。 

 それとあわせて、この警察手帳を携帯して飲酒する場合の届け出ですよね。それは届け

出制にしたら一番効果はあるとは思うんですけれども、逆に特に地域の中で所長さんなん

かがいろんな行事に来てくれたりとか、そういった場合で最初から飲酒する機会がわかっ

てる場合もあれば、その場で、じゃあ皆さんで飲みましょうかというようなこともあった
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り、あと警察官の方、個人的な飲酒の機会等々であっても、もし警察手帳持ってれば、そ

れをまた置きに帰らないといけない。じゃあ、ちょっと対策でやめろかなとか、そういっ

た機会自体も減ることになります。とにかくお酒を飲んだほうがいいというわけではない

ですけども、警察の方がおることによって、特に飲食店等々では県民の方が生命の危機を

得るようなけんかトラブル等が未然防止につながる場合など、いろんな影響も考えられま

すけども、そういったことはどうなんですかね。緊急な場合は事後の届け出で、その理由

等々含め後で事後届け出を認めるとか、その辺についての取り組みは、全て事前に届ける

というのはなかなかちょっと窮屈になるんじゃないのかなという思いがあるんですけど

も。 

 実際、ほとんどの警官の方は適切に管理をされてるわけですから、その辺はいろんな影

響がないようにという思いはありますけど、どうでしょう。 

◎寺﨑警務部長 事前が原則なんですが、事後の届け出もこれは当然認めておりますの

で、要はやっぱり意識づけだと思うんですね。必要がないときにはやっぱり持っていかな

い、しかも持っていく必要があるときには幹部からきちっと指導をするというところでや

ろうと考えてますので、その辺はうまく対応したいと考えております。 

◎梶原委員長 緊急な場合に出くわしたときなんかもそうです。逆に、香南市なんかで警

察官をかたって家に入ろうとした事例なんかもこの間あったように、警察の方が警察と言

っても、じゃあ手帳見るまで信用できないよと、そこに対してなかなか今すぐ信用できる

ような状況じゃないような事例等々も起きてますんで、その辺は運用については一番やり

やすい形でしていただくようにお願いします。 

◎寺﨑警務部長 １点補足ございまして、先ほどアンケート調査以降の相談でございます

けども、今のところございません。相談なしでございます。 

◎梶原委員長 よろしいですかね。 

（な  し） 

◎梶原委員長 それでは、以上で警察本部を終わります。 

お諮りいたします。 

 以上をもって、本日の委員会は終了とし、この後の審査においてはあした行いたいと思

いますが、御異議ございませんか。 

（異議なし） 

◎梶原委員長 それでは、以後の日程については、あすの午前10時から行いますのでよろ

しくお願いをいたします。 

 本日の委員会はこれにて終了といたします。どうもお疲れさまでした。 

（17時18分閉会） 


